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名古屋市からの情報提供は「NAGOYA かいごネット」で行っております。最新の情報を随時掲載し

ておりますので、日頃からご確認ください。 

「有料老人ホームのページ」で、名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針や重要事項説明書、

変更届等の各種様式、届出に必要な書類の一覧等を掲載しておりますので、随時ご確認ください。 

 

※NAGOYA かいごネット（ https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/ ） 

※事業者の皆様向けのページと一般の方向けのページがあります。 

 

 

 

〇新型コロナウイルス感染症に関する通知等について 

 新型コロナウイルス感染症に関する通知の新着情報は新型コロナウイルス感染症のタブを押す

と表示されます。重要情報では各種通知のうち、特に重要な通知を掲載しておりますので、ご確認

ください。 

 

新型コロナウイルス感染症（新着） 

介護保険最新情報（厚生労働省 HP リンク）・

新型コロナウイルス感染症関連通知 

有料老人ホームのページへ 

新着情報 

有料老人ホームに関する情報、各種様式等は、 

「NAGOYA かいごネット」をご覧ください。 
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 令和３年４月１日  

 

市内有料老人ホーム 管理者 様 

関係者各位 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

有料老人ホーム業務の担当係の変更について（お知らせ） 

 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 標題の件について、お知らせします。 

 

 令和３年度より、有料老人ホーム業務の担当係が以下のとおりとなります。 

 担当係 担当業務 主な業務内容 

１ 施設指定係 届出関係 設置届（事前協議含む）、変更届、廃止届等 

２ 指導係 指導関係 苦情対応、立入検査等 

  ※１ 届出業務が指導係から施設指定係に移ります。 

  ※２ サービス付き高齢者向け住宅の苦情対応、立入検査（一部除く）業務が施設指定

係から指導係に移ります。 

 

 また、各係の連絡先は下記のとおりです。 

 担当係 電話番号 FAX 番号 メールアドレス 

１ 施設指定係 972-2539 972-4147 
a2539@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

２ 指導係 
972-3087 

959-3087 
959-4145 

a2592@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

a2592-04@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

  ※ ＦＡＸ番号は両係共通です。（972-4147） 

 

 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

施設指定係（972-2539） 

指導係（959-3087） 



１　　立入検査について

　（１）　一般立入検査

　　施設の運営等全般について、定期的に立入検査を実施します。

　（２）　特別立入検査

２　　主な指摘事例について

分類

老人福祉法に基づく立入検査における主な指摘事例について

・24時間を通して有料老人ホームの職員が不在の
時間帯がないよう、職員を配置してください。
・訪問介護等と兼務をする場合において、訪問介護
等の業務に従事している時間は、有料老人ホーム
の職員が配置されている時間とはみなされないの
で、訪問介護等に従事する時間帯と区分した結果、
有料老人ホームに従事する職員が不在となる時間
帯が発生しないよう注意してください。

・職員が、訪問介護等の介護保険サービスと施設
サービスのいずれに従事しているかを常に把握でき
るよう、勤務時間中に従事する業務が明確にされた
勤務表等（ルート表）を作成して、適切な管理に努め
てください。
・Ｐ10～P13に参考ルート表を掲載しております。

　老人福祉法第29条の規定に基づき、有料老人ホーム入居者の福祉の増進及び有料老人ホーム
の安定的かつ継続的な事業運営の確保を図るため、有料老人ホーム立入検査を実施します。

　　運営上、不正又は著しい不当の疑いがあると認められる場合、老人福祉法・名古屋市有料老
人ホーム設置運営指導指針その他遵守すべき法令等に関する重大な違反の疑いがあると認めら
れる場合、度重なる一般立入検査における指示によっても改善されない事項がある場合などに実
施します。

  名古屋市が実施する有料老人ホームの立入検査において、指摘することが多かった事項を以下
に例示しました。内容を確認していただき、適切な運営に努めていただきますようお願いします。
※有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅で、特定施設に該当しない場合は、
（住宅型）の項目もご確認ください。

職
員
関
係

解説指摘に該当する状況

（住宅型）
・常時介護に対応できる職員体制が
とられていない。

（住宅型）
・訪問介護等と兼務している職員につ
いて、兼務関係が明確になっていな
い。また、それぞれの業務に従事す
る時間帯が明確になっていない。

（住宅型）
・入居者の実態に即した、介護サービ
スの安定的な提供に支障のない職員
配置が確保できていない。

・入居者数や提供するサービスの内容等に応じて、
夜間の介護、緊急時等に対応できる数の職員を配
置してください。訪問介護の業務に従事している時
間は、有料老人ホームのサービス提供はできませ
んので、食事や入浴等、人員を多く要する時間帯の
人員配置には留意してください。



分類

・緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、あらかじ
め終了予定年月日等を定めて同意を得るとともに、
その態様及び時間、その際の入所者の心身の状
況、緊急やむを得ない理由を記録しなければなりま
せん。
・記録については、拘束の実施の有無のみでなく、
その際の心身の状況等を記録してください。
・また、定期的にカンファレンスなどを開催し、経過
観察・身体拘束の解除に向けて再検討をし、記録し
てください。
＜※下記については、身体拘束の有無に関わらず
実施してください。＞
・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する
委員会を３月に１回以上開催してください。
・身体的拘束等の適正化のための指針を整備してく
ださい。
・身体的拘束等の適正化のための研修を定期的
（年２回以上）実施してください。
　

・生命または身体を保護するため、緊急やむを得な
い場合を除き、身体拘束は虐待に該当する行為と
考えられます。「身体拘束ゼロへの手引き」（厚生労
働省）なども参考に、身体拘束廃止に向けて施設全
体として積極的に取り組んでください。

・極度額（上限額）の定めのない個人根保証契約
（一定の範囲に属する不特定の債務を主たる債務と
する保証契約であって保証人が法人でないもの）は
無効となるため、極度額を設定してください。
・令和２年４月１日以降に締結される個人根保証契
約に適用されます。
※極度額は、「○○円」などと明瞭に定めなければ
なりません。

指摘に該当する状況 解説

運
営
関
係

・入居者の債務について、個人の根
保証契約を行う場合に極度額を定め
ていない。

・身体的拘束等の適正化を図るため
の措置が講じられていない。

・運営懇談会は、少なくとも年に1回程度は開催して
ください。
・入居状況やサービス提供、収支状況等を定期的に
報告し、入居者や家族の要望・意見を運営に反映さ
せるよう努めてください。
・民生委員や地域住民の代表などの第三者的立場
にある者を加えることにより、事業の透明性、地域
連携の確保に努めてください。

・運営懇談会が開催されていない。

・運営懇談会の構成員に、第三者的
立場にある者が参加していない。



分類

・サービス提供により、事故が発生し
た場合に保険者等への報告がされて
いない。

・サービス提供により事故が発生した場合は、速や
かに入居者の家族等に連絡を行うと共に、必要な措
置を講じなければなりません。
・医療機関における治療を必要とした場合、感染症
患者が施設内で同時に1０名以上発生した場合、ト
ラブルが発生した場合等には、事故報告書を市介
護保険課へ速やかに提出してください。
・詳細はＰ55をご参照ください。

・非常災害時の備蓄品を準備してい
ない。

・(入居者数＋職員数)×３食分（水は１人１日３リット
ルが目安）×３日分の食料及び飲料水の準備が必
要ですので、計画的な備蓄を行ってください。

・地震等により転倒等のおそれのあ
るものについて対策を講じていない。

・棚や冷蔵庫等、地震等により転倒のおそれがある
物については、突っ張り棒などにより家具の固定を
してください。また、背の高い家具の上に、地震等に
より転落するおそれのある物を大量に積まないよう
にしてください。
・災害時の家具等の転倒により、避難経路が塞がれ
る等の危険性があるため、転倒防止策により利用者
の安全を確保する必要があります。また、職員しか
利用しないスペースにおいても転倒防止策を講じ、
職員が怪我をすることで利用者への介護が行き届
かなくなることを防止する必要があります。

運
営
関
係

指摘に該当する状況 解説

・消防法施行規則において、防火管理者の配置義
務がある施設は避難訓練を年２回以上実施しなけ
ればならないとされています。また、昼間のみならず
夜間を想定した避難訓練を実施し、記録することが
必要です。
・名古屋市地域防災計画に定める浸水想定区域
内、土砂災害警戒区域内又は津波災害警戒区域内
の要配慮者利用施設については、避難確保計画の
作成、年１回以上の訓練の実施、訓練実施結果の
報告が必要です。計画及び訓練実施結果の報告
は、区役所総務課又は消防署総務課へ提出してく
ださい。

・避難訓練が定期的に実施されてい
ない。



分類

・入居者の金銭を管理しているが、具
体的な管理方法が定められていな
い。

・やむを得ず施設が金銭管理を行う場合は、依頼又
は承諾を書面で確認するとともに、金銭の具体的な
管理方法、本人又は身元引受人等への定期的な報
告等について、金銭管理規程等で定めてください。

指摘に該当する状況 解説

・ヒヤリハット事例の記録が少なく、事
故との分類もなされていない。

・立入検査において、介護事故の件数よりヒヤリハッ
ト報告の件数の方が少ない事例が見受けられます。
・事故を最小限に減らすためには、ヒヤリハット事例
の収集・分析が重要です。全職員が気づきの意識を
持ち、事例を共有することができるよう呼びかけ、様
式を整備してください。
・事故は「起こってしまったこと」、ヒヤリハットは「事
故になりかけたが未然に防ぐことができたこと」とし
て整理してください。

【ヒヤリハット事例を増やしていくための取組み例】
・ヒヤリハット様式の簡素化
・記載例の作成
・研修等を通じた趣旨説明
（ヒヤリハット事例を施設全体で情報共有し、今後の
再発防止をつなげていくこと。決して、従業者の懲罰
目的ではないことの説明。）
・事故発生防止委員会等で検討されたヒヤリハット
事例の結果を介護職員等に対して適切にフィード
バックする。
（介護職員等が記載したヒヤリハット報告書が、施設
内で適切に活用されていないと、介護職員等がヒヤ
リハット報告書を記載する意欲が削がれ結果的に報
告件数が少なくなるということが想定されます。）

運
営
関
係



３　　令和３年度改正における経過措置事項について

項目

認
知
症
介
護
基
礎
研
修
の
受
講

業務継続計画についての研修の実
施

・研修は定期的（年２回以上）に開催するとともに、
新規採用時には別に研修を実施してください。
・研修内容は、業務継続計画の具体的内容を職員
に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊
急時の対応に係る理解について励行を行ってくださ
い。

業
務
継
続
に
向
け
た
取
り
組
み
の
強
化

業務継続計画の策定

・感染症や非常災害の発生時において、入居者に
対する処遇を継続的に行うための、及び非常時の
体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、
当該業務継続計画に従い必要な措置を講じてくださ
い。
・計画の策定にあたっては、「介護施設・事業所にお
ける新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続
ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然
災害発生時の業務継続ガイドライン」等を参照してく
ださい。
・定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応
じて業務継続計画の変更を行ってください。

業務継続計画についての訓練の実
施

・訓練は定期的（年２回以上）に実施し、感染症や災
害が発生した場合において迅速に行動できるよう、
業務継続計画に基づき、施設内の役割分担の確
認、感染症や災害が発生した場合に実践するケア
の演習等を行ってください。

認知症介護基礎研修の機会の確保

・介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の
資格（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専
門員、介護保険法第八条第二条に規定する政令で
定める者等）を有さない者について、認知症介護基
礎研修を受講させるために必要な措置を講じてくだ
さい。
・また、施設が新たに採用した職員が医療・福祉関
係の資格を有していない場合、採用後1 年を経過す
るまでに研修を受講させてください。

　令和３年度の改正により見直された名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針の以下の内容
については、令和６年４月１日から義務化されますので、経過措置期間中（令和６年３月31日まで
は努力義務）に取り組んでいただきますようお願いします。

内容 解説



項目

高
齢
者
虐
待
防
止
の
推
進

感
染
症
対
策
の
強
化

感染症の予防及びまん延の防止の
ための委員会の開催

・委員会をおおむね６月に１回以上開催するととも
に、その結果について、職員に周知徹底を図ってく
ださい。
・なお、委員会については、感染対策の知識を有す
る者を含む、幅広い職種により構成することが望ま
しいです。

感染症の予防及びまん延の防止の
ための訓練の実施

・実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の
対応について訓練を定期的（年２回以上）に行い、
施設内の役割分担の確認や、感染対策をした上で
のケアの演習などを実施してください。
・なお、机上を含めその実施手法は問わないもの
の、机上及び実地で実施するものを適切に組み合
わせながら実施することが適切です。

感染症の予防及びまん延の防止の
ための指針の整備

・指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規
定してください。
・指針の整備にあたっては、「介護現場における感
染対策の手引き」を参照してください。

感染症の予防及びまん延の防止の
ための研修の実施

内容 解説

虐待の防止のための対策を検討する
委員会の開催

・委員会は、定期的（年１回以上）に開催し、その結
果について、職員に周知徹底を図ってください。
・虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早
期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発
を確実に防止するための対策を検討する委員会で
あり、管理者を含む幅広い職種で構成し、構成メン
バーの責務及び役割分担を明確にしてください。

・研修は、定期的（年２回以上）に開催するとともに、
新規採用時には感染対策研修を実施してください。
・なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業
所の職員向け感染症対策力向上のための研修教
材」等を活用するなど、施設内で行う者でも差し支え
なく、施設の実態に応じ行ってください。



項目

高
齢
者
虐
待
防
止
の
推
進

虐待の防止に関する措置を適切に実
施するための担当者の設置

・委員会の開催・指針の整備・研修の実施を適切に
実施するため、専任の担当者を置いてください。虐
待防止検討委員会の責任者と同一の職員が務める
ことが望ましいです。

虐待の防止のための職員に対する研
修の実施

・研修は定期的（年２回以上）に実施し、新規採用時
にも虐待の防止のための研修を実施してください。

虐待の防止のための指針の整備

虐待防止のための指針には、次のような項目を盛り
込んでください。
・ 施設における虐待の防止に関する基本的考え方
・ 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関す
る事項
・ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
・ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本
方針
・ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する
基本方針
・ 成年後見制度の利用支援に関する事項
・ 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
・ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本
方針
・ その他虐待の防止の推進のために必要な基本方
針

内容 解説













運営指導/一般立入検査 監査/特別立入検査

介護老人福祉施設 26 12(4)
介護老人保健施設 14 2(1)
介護療養型医療施設 0 0
介護医療院 1 0
　　　　小　計 41 14(5)
訪問介護 139(118) 8(2)
訪問入浴介護 1 0
訪問看護 25 0
訪問リハビリテーション 2 0
居宅療養管理指導 1 0
通所介護 65(58) 2
通所リハビリテーション 3 0
短期入所生活介護 34 14(4)
短期入所療養介護 15 2(1)
特定施設入居者生活介護 3 0
福祉用具貸与 5 0
特定福祉用具販売 5 0
　　　　小　計 298(176) 26(7)
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 0
夜間対応型訪問介護 0 0
地域密着型通所介護 62(60) 0
認知症対応型通所介護 0 0
小規模多機能型居宅介護 4 0
認知症対応型共同生活介護 11 5(4)
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 9 1
看護小規模多機能型居宅介護 0 0
　　　　小　計 87(60) 6(4)
介護予防訪問入浴介護 1 0
介護予防訪問看護 24 0
介護予防訪問リハビリテーション 2 0
介護予防居宅療養管理指導 1 0
介護予防通所リハビリテーション 3 0
介護予防短期入所生活介護 34 14(4)
介護予防短期入所療養介護 15 2(1)
介護予防特定施設入居者生活介護 3 0
介護予防福祉用具貸与 5 0
特定介護予防福祉用具販売 5 0
　　　　小　計 93 16(5)
介護予防認知症対応型通所介護 0 0
介護予防小規模多機能型居宅介護 4 0
介護予防認知症対応型共同生活介護 11 5(4)
　　　　小　計 15 5(4)
第１号訪問事業 133(115) 6(1)
第１号通所事業 126(117) 2
　　　　小　計 259(232) 8(1)

　居宅介護支援 155(141) 2
0 0

20(20) 0
24 11(3)

　　　　合　　　計 992(629) 88(29)
※運営指導/一般立入検査における（）内は名古屋市介護事業者指定指導センター実施分を再掲したもの

※監査/特別立入検査は対応案件数を計上したもの

※監査/特別立入検査における（）内は出頭監査分を再掲したもの

　実施件数

区　　　　　分

地
域
密
着
型

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

　配食サービス
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　介護予防支援
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・

日
常
生
活
支

援
総
合
事
業

（

総
合
事

業
）

　有料老人ホーム（介護付有料老人ホームを除く）

介護保険サービス事業者の指導状況



　　
人員基
準を満
たして
いな
かった

設備・運
営基準に
従った運
営ができ
ていな
かった

要介護者
の人格を
尊重する
義務に違
反した

介護給付
費の請求
に関して
不正が
あった

帳簿書類
の提出命
令等に従
わず、又
は虚偽の
報告をし
た

質問に対
し虚偽の
答弁をし
又は検査
を拒み,
妨げた

不正の
手段に
より指
定を受
けた

介護保険法
その他保健
医療若しく
は福祉に関
する法律に
基づく命令
に違反した

そ
の
他

訪問介護 5 16 5 4 0 13 5 4 2 0 1
訪問入浴介護 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0
訪問看護 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0
訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
居宅療養管理指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
通所介護 2 5 2 0 0 3 1 2 2 0 0
通所リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
短期入所生活介護 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
短期入所療養介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
福祉用具貸与 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特定福祉用具販売 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
居宅介護支援 2 1 0 0 0 1 0 1 0 0 1
介護老人福祉施設 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護医療院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防訪問入浴介護 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0
介護予防訪問看護 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0
介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防居宅療養管理指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防通所リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防短期入所生活介護 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防福祉用具貸与 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防特定福祉用具販売 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0
夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地域密着型通所介護 2 6 2 0 1 4 1 1 2 1 1
認知症対応型通所介護 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
小規模多機能型居宅介護 3 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0
認知症対応型共同生活介護 9 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0
地域密着型特定施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
看護小規模多機能型居宅介護(複合型サービス) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防認知症対応型通所介護 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防小規模多機能型居宅介護 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護予防認知症対応型共同生活介護 8 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0
第一号訪問事業 3 7 0 1 0 1 0 1 1 5 0

第一号通所事業 1 11 3 1 0 3 0 0 4 7 1

第一号生活支援事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第一号介護予防支援事業 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0

49 56 13 6 1 28 7 10 16 15 4合計
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　　　　  介護保険サービス事業者の指定取消等処分について
１ 令和３年度(全国版)
   介護保険事業所における指定の効力停止(一部又は全部)及び指定取消の件数について

介護サービスの種類
効力
停止
件数

取消
件数

取消事由件数(複数回答あり)



２ 名古屋市の処分事例 

【令和３年度】 

区 分 処分事由 処 分 内 容 不 正 の 概 要 

訪問介護 

 

予防専門型訪

問サービス 

不正請求 

効力の一部停止

（1 月） 

① 新規受入停止 

② 報酬上限 7割 

管理者兼サービス提供責任者が、同居

の家族である利用者に対して訪問介護

を提供し、介護報酬を請求していた。

（法第 77 条第 1 項第 6 号） 

 

一体的に運営している障害者総合支援

法における重度訪問介護及び移動支援

に関し、不正な行為が認められた。（法

第 77 条第 1 項第 10 号、第 115 条の 45

の 9 第 6 号及び第 7 号） 

地域密着型通

所介護 

 

予防専門型通

所サービス 

①不正請求 

 

②虚偽答弁 

 

③虚偽申請 

指定の取消 

①サービス提供を行っていないにもか

かわらず、サービス提供をしたと虚偽の

書類を作成し、介護報酬を請求した。 

 居宅サービス計画に位置付けられた

サービス提供時間より短い時間でサー

ビス提供を切り上げていたにもかかわ

らず、計画通りの請求区分で介護報酬を

請求した。(法第 78 条の 10 第 8 号) 

 

②監査を実施した際に、法人代表者が虚

偽の答弁を行った。（法第 78 条の 10 第

10 号) 

 

③常勤ではない管理者を常勤であると

して虚偽の申請をし、指定の更新を受け

た。（法第 78 条の 10 第 12 号、法第 115

条の 45 の 9 第 5 号） 

 

【令和４年度】 

区 分 処分事由 処 分 内 容 不 正 の 概 要 

居宅介護支援 不正請求 

効力の一部停止

（3 月） 

① 新規受入停止 

② 報酬上限 7割 

運営基準減算に該当する事実があること

を知りながら、居宅介護支援費について

同減算を適用せず、また、運営基準減算

に該当する場合は特定事業所加算を算定

することができないことを知りながら、

同加算を算定して請求を行った。 

（法第 84 条第 1 項第 6 号） 

 



１ 高齢者虐待判断件数

養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数と虐待判断件数の推移(全国)

２ 虐待の事実が認められた事例について（全国）

（１）施設・事業所の種別

当該施設・事業所の種別
特
別
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老
人

ホ
ー

ム
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計

228 39 5 100 218 18 6 9 29 23 27 8 29 739

30.9 5.3 0.7 13.5 29.5 2.4 0.8 1.2 3.9 3.1 3.7 1.1 3.9 100.0

件数

 養介護施設従事者等(※)による虐待の相談・通報件数及び虐待判断件数は、いずれも昨年度に
比べ増加しており、高齢者虐待は依然として高止まりしています。

　令和３年度内に虐待の事実が認められた739件の事例を対象に、施設・事業所の種別、虐待の具
体的内容、虐待の種別、被虐待高齢者に対する身体拘束の有無、虐待の発生要因、被虐待高齢者
及び虐待を行った養介護施設従事者等の状況等について集計を行った結果、以下のような傾向が
ありました。

　「特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)」が30.9％と最も多く、次いで「有料老人ホーム」
が29.5％、「認知症対応型共同生活介護(グループホーム)」が13.5％、「介護老人保健施設」が
5.3％の順となっています。

割合（％）

※「養介護施設従事者等」とは

・「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者

「養介護施設」とは

・老人福祉法に規定される老人福祉施設(地域密着型施設も含む)、有料老人ホーム

・介護保険法に規定される介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医

療院、地域包括支援センター

「養介護事業」とは

・老人福祉法に規定される老人居宅生活支援事業

・介護保険法に規定される居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、居宅介護支援事業、介

護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、介護予防支援事業

高齢者虐待の防止について

506
687 736

962
1,120

1,640 1,723
1,898

2,187 2,267
2097

2390

96 151 155 221 300 408 452 510 621 644 595
739

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R01年度R02年度R03年度



（２）虐待の具体的内容（主なもの）

暴力的行為　　「緊急やむを得ない」場合以外の身体拘束
高齢者の利益にならない強制による行為
代替方法を検討せずに高齢者を乱暴に扱う行為
必要とされる介護や世話を怠り、高齢者の生活環境・身体や精神状態を悪化
させる行為
高齢者の状態に応じた治療や介護を怠ったり、医学的診断を無視した行為
必要な用具の使用を限定し、高齢者の要望や行動を制限させる行為
高齢者の権利を無視した行為またはその行為の放置
威嚇的な発言、態度　　侮辱的な発言、態度　　羞恥心の喚起
高齢者や家族の存在や行為を否定、無視するような発言、態度
高齢者の意欲や自立心を低下させる行為　　
心理的に高齢者を不当に孤立させる行為
高齢者にわいせつな行為をすること
高齢者をしてわいせつな行為をさせること

金銭の寄付・贈与の強要　　着服・窃盗　　無断流用

（３）虐待の種別

虐待の種別(複数回答)

（４）被虐待高齢者に対する身体拘束の有無

※被虐待高齢者が特定できなかった41件を除く698件の事例を集計。 

（５）虐待の発生要因

虐待の発生要因(複数回答)

※回答のあった739件の事例を集計。

件数

332人（24.3％）

倫理観や理念の欠如

　虐待の発生要因として最も多かったのは「教育・知識・介護技術等に関する問題」で、次いで
「職員のストレスや感情コントロールの問題」、「虐待を助長する組織風土や職員間の関係の悪
さ、管理体制等」、「倫理観や理念の欠如」、「人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙
さ」、「虐待を行った職員の性格や資質の問題」となっています。

性的虐待
経済的
虐待

心理的
虐待

介護等
放棄

身体的
虐待

身体拘束あり 身体拘束なし 合計

3.5

703

23.9 38.1 4.0

※1人の被虐待高齢者に対し複数の種別がある場合、それぞれの該当項目に重複して計上されるた
め、合計人数は被虐待高齢者の総数1,366人と一致していません。

※割合は、被虐待高齢者が特定できなかった41件を除く698件における被虐待者の総数1,366人に
対するものです。

　虐待の種別(複数回答)は、「身体的虐待」が51.5％と最も多く、次いで「心理的虐待」が
38.1％、「介護等放棄」が23.9％、「経済的虐待」が4.0％、「性的虐待」が3.5％となっていま
す。

327 521 54 48

性的虐待

種別

経済的虐待

内容

身体的虐待

介護等放棄

心理的虐待

人数

1,034人（75.7％） 1,366人（100.0％）

内　　容
415
169

71
94

55
19

割合（％）
56.2
22.9

9.6
12.7

教育・知識・介護技術等に関する問題
職員のストレスや感情コントロールの問題
虐待を助長する組織風土や職員間の関係の悪さ、管理体制等 159 21.5

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ
7.4
2.6

割合（％） 51.5

虐待を行った職員の性格や資質の問題
その他



（６）被虐待高齢者の要介護状態区分及び認知症日常生活自立度

被虐待高齢者の要介護状態区分
自
 
立

要
支
援
1

要
支
援
2

要
介
護
1

要
介
護
2

要
介
護
3

要
介
護
4

要
介
護
5

不
 
明

8 4 6 71 129 283 402 311 152
0.6 0.3 0.4 5.2 9.4 20.7 29.4 22.8 11.1

※被虐待高齢者が特定できなかった41件を除く698件の事例を集計。

認知症日常生活自立度
自
立
又
は

認
知
症
な
し

自
立
度
Ⅰ

自
立
度
Ⅱ

自
立
度
Ⅲ

自
立
度
Ⅳ

自
立
度
Ｍ

認
知
症
は
あ
る

が
自
立
度
不
明

自
立
度
Ⅱ
以
上

（

再
掲
）

認
知
症
の

有
無
が
不
明

22 46 206 411 174 33 220 (1,044) 254
1.6 3.4 15.1 30.1 12.7 2.4 16.1 (76.4) 18.6

（７）虐待を行った養介護施設従事者等（虐待者)の年齢及び職種

虐待者の職種

介護福祉士以外

（続き）

50～59歳

5.1 4.6 3.9

介護職 看護職 管理職
内訳

施設長

38

※虐待者が特定できなかった90件を除く649件の事例における虐待者の総数965人に対するものと
なります。

不 明

合
 
計

1,366
100.0

合
 
計

1,366
100.0

人数 785 (219) (210)

人数
割合（％）

163 107

割合（％）

111
30歳未満

44
資格不明介護福祉士

30～39歳 40～49歳 合計

　虐待を行った養介護従事者等の年齢は「50～59歳」が16.9％と最も多く、次いで「30～39歳」
が16.6％、「40～49歳」が15.6％、「30歳未満」が11.5％となっています。職種については、約8
割を介護職が占めています。

273 965
割合（％） 11.5 16.6 15.6 16.9 100.0

160
60歳以上

　「要介護4」が29.4％と最も多く、次いで「要介護5」が22.8％、「要介護3」が20.7％であり、
合わせて「要介護3以上」が72.9％を占めました。また、「認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以
上」の者は76.4％となっています。

11.1 28.3
人数

※被虐待高齢者が特定できなかった41件を除く698件の事例を集計。「認知症はあるが自立度不
明」には、「自立度Ⅱ以上」のほか、「自立度Ⅰ」が含まれている可能性があります。自立度Ⅱ
以上（再掲）は、自立度Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ｍ、認知症はあるが自立度不明の人数の合計となります。

151

人数

割合（％） 3.4 0.0

経営者・開設者
16
1.7

(356) 49
割合（％） 81.3 (27.9) (26.8) (45.4)

合計
965

100.0

その他 不明
人数 33 0



３ 名古屋市における養介護施設従事者等による高齢者虐待判断件数（令和４年度）

（１）令和４年度の名古屋市としての虐待判断事例

（２）令和４年度の名古屋市としての虐待判断事例の発覚の端緒

・別職員が、職員の虐待行為を目撃した。
・管理者が、職員の虐待行為を発見した。
・利用者が利用する別事業所が把握した。
・別職員が入所者の内出血を確認し、職員に聴き取りをしたところ発覚した。

（３）令和４年度の名古屋市としての虐待判断事例の発生要因

・職員の倫理観、理念が欠如していた。
・職員にストレスがあった/感情のコントロールができなかった。
・事業所の虐待防止に向けた取り組みが不十分だった。
・高齢者介護や認知症ケア等に関する知識・技術不足

・介護職員が入所者の頭部を打撲させた。
・介護職員が入居者を椅子等で囲い出られないようにした。
・介護職員が入居者の額を押さえ、顔を上に向かせて服薬を強制した。　等

内容

・入所者の様子を私的理由で動画撮影するとともに、他者に当該動画を送信し見
せる行為をした。
・就寝中の入所者の布団を何度も剥がして無理に起こし、入所者を怒らせた。
・入居者に対して「ハウス」と声かけをした。
・介護職員が排泄介助時に利用者に対して「汚いな」という発言をした。　等

・入所者の排泄時の姿を撮影した。

・利用者の財布から金銭を盗取した。　等

・入所者に対して不審な内出血を発見したにもかかわらず、その状態に応じた治
療や介護及び報告を怠った。
・ナースコールが複数回鳴ったにもかかわらず、コールを切り対応しなかった。
等

　養介護施設従事者等による高齢者虐待を防ぐ又は早期に発見するためには、①コンプライアン
スの遵守の徹底 ②公益通報者保護制度の周知 ③職員間の積極的なコミュニケーション ④虐待防
止に関する研修・身体拘束廃止に関する研修・接遇に関する研修・認知症に関する研修の実施が
有効となります。

身体的虐待

心理的虐待

種別

　令和４年度に虐待通報があったものについて、名古屋市としての虐待判断件数は17件となりま
した（令和５年７月末時点）。施設・事業所の種別としては、「介護老人福祉施設」、「認知症
対応型共同生活介護」、「特定施設入居者生活介護」がそれぞれ３件、次いで「住宅型有料老人
ホーム」、「訪問介護」がそれぞれ２件、「介護老人保健施設」、「地域密着型介護老人福祉施
設」、「短期入所生活介護」、「サービス付き高齢者向け住宅（有料老人ホーム）」がそれぞれ
１件の順でした。
　虐待の種別としては、「身体的虐待」が12件、次いで「心理的虐待」が６件、「介護等放棄
（ネグレクト）」が４件、「経済的虐待」が２件、「性的虐待」が２件でした。
※同一事業所で複数の認定がある場合、それぞれの該当項目に重複して計上されるため、合計件
数は虐待判断件数の17件と一致しません。

性的虐待

経済的虐待

介護等放棄
（ネグレクト）



４ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置

５ 養介護施設従事者等による高齢者虐待における通報の義務

６ 養護者による高齢者虐待における通報について

　高齢者虐待防止法では、養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、「養介護施設従事者
等の研修の実施」、「当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介
護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備」「そ
の他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置」を講ずるものとすることに
なっています（法第20条）。
　高齢者虐待防止に関する研修、並びに身体拘束廃止に関する研修、接遇に関する研修、認知症
に関する研修等高齢者虐待に関係の深いテーマの研修を事業所の全職員に対して定期的に行うこ
とが求められます。
　なお、令和３年４月１日より、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関わる基
準等の一部を改正する省令」（令和３年厚生労働省令第９号）が施行され、全ての介護サービス
事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、①虐待の防止のための対策を
検討する委員会を定期的に開催すること、②虐待の防止のための指針を整備すること、③虐待の
防止のための研修を定期的に実施すること、④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための
担当者を置くことが義務付けられました。当該規定は、経過措置期間が設けられており、令和６
年４月１日から完全施行となりますので、それまでの間に虐待防止に対する体制整備を確実に構
築していただきますようお願いします。なお、名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針におい
ても、同様の改正がされています。
　また、苦情相談窓口の設置が運営基準に規定されていますが、利用者等に継続して相談窓口の
周知を図り、相談されやすい事業所となるように工夫をお願いします。

　高齢者虐待防止法では、養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事し

ている養介護施設又は養介護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が

設置する養介護施設又はこれらの者が行う養介護事業を含む。）において業務に従事する養介護

施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを

市町村に通報しなければならないとの義務が課されています（法第21条第1項）。

　また、刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、養介護施設従事者等

による高齢者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならないこと（法第21条第6項）、養介護施設

従事者等による高齢者虐待の通報等を行った従業者等は、通報等をしたことを理由に、解雇その

他不利益な取扱いを受けないことが規定されています（法第21条第7項）。こうした規定は、養介

護施設等における高齢者虐待の事例を施設等の中で抱えてしまうことなく、早期発見・早期対応

を図るために設けられたものです。

　高齢者虐待防止法では、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、

当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報し

なければならない（法第7条第1項）ほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を

発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない（法第7条第2項）

と規定されています。養護者による高齢者虐待の相談・通報者の集計では、介護支援専門員と介

護保険事業所職員とを合わせると全体の約3分の1を占めます。深刻でない虐待事例の通報につい

て法令では努力義務の規定となっておりますが、虐待を受けている高齢者が安心して生活するた

めの支援や高齢者虐待を未然に防止するために、虐待のサインに気付きやすい介護支援専門員や

介護保険事業所職員の協力が必要不可欠です。



７ 養介護施設従事者等による高齢者虐待防止に向けて

　

　「養介護施設従事者等による高齢者虐待」の問題は、「不適切なケア」の問題から連続的に考

える必要があります。「不適切なケア」とは、不適切な介護・低い専門性、不適切なサービス、

不十分なケア、不適切な関係等のことを指します。虐待が顕在化する前には、表面化していない

虐待や、その周辺の「グレーゾーン」行為があります。さらにさかのぼれば、ささいな「不適切

なケア」の存在が放置されることで、蓄積・エスカレートする状況があります。そのため、「不

適切なケア」の段階で発見し、「虐待の芽」を摘む取り組みが求められています。

　また、介護保険制度施行時から、介護保険施設等において利用者または他の利用者の生命また

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行

為を禁止しています。身体拘束は、高齢者本人の身体や精神に重大な悪影響を及ぼすおそれがあ

り、人権侵害に該当する行為と考えられます。そのため、「緊急やむを得ない」場合を除き、身

体拘束はすべて高齢者虐待に該当する行為と考えられます。

　介護保険指定基準上「生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合」は、身体拘束が認

められていますが、この例外規定は極めて限定的に考えるべきであり、全ての場合について、身

体拘束を廃止していく姿勢を堅持することが重要となります。

　養介護施設においては多数の高齢者が生活していますが、業務をこなすために流れ作業的なケ

アを実施する中でも身体拘束や心理的虐待が発生しております。高齢者の尊厳を尊重するという

視点から、高齢者一人ひとりに対して個別ケアを実践することも重要になります。

　法令の趣旨を踏まえ、養介護施設従事者等による高齢者虐待をなくすため、定期的に、虐待防

止に関する研修、身体拘束廃止に関する研修、接遇に関する研修、認知症に関する研修の実施を

し、実際にケアに当たる職員のみでなく管理職も含めた事業所全体でサービス向上に向けた取り

組みをお願いします。



26健介保第697号 

平成26年8月5日 

 

 市内指定居宅介護支援事業所管理者 様 

 市内指定(介護予防)訪問介護事業所管理者 様 

 市内関係事業者 様 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長 

 

住居において「介護保険」と「介護保険外」のサービスが混合して提

供される場合における訪問介護サービスに係る給付の算定要件及び居

宅サービス計画の作成等について（通知） 

 

 標題の件については、平成15年10月21日付け「宅老所などの住居において介護保

険サービスと介護保険外サービスが混合して行われる場合の訪問介護サービスに係

る給付の算定要件について」及び平成15年12月9日付け「介護保険と介護保険外のサ

ービスが混合する場合における適切な居宅サービス計画の作成について」により示

していますが、本市が実施する介護保険法に基づく実地指導及び監査、老人福祉法

に基づく立入検査等の際に、別紙１のような不適切な事例が散見されています。 

 介護保険制度は、保険料と公費を財源として介護を社会全体で支えあう公的な保

険制度であり、国民・市民の信頼のもと持続的かつ安定的に制度を運営していくた

めには関係法令の遵守及びより高い水準を目指した事業運営が求められますが、不

適切な行為が無自覚に行われているとすれば、それ自体が市民の信託を裏切る行為

であり、また、介護保険の適正実施のために真摯に取り組んでいる他の指定介護保

険事業者の信頼まで著しく損ねることに繋がるため、保険者としては看過できない

問題であると認識しております。 

 つきましては、別紙２に定める取扱いの徹底に特段の配慮をお願いするとともに、

不適切事例に該当する案件については、速やかな改善等適切な対応をお願いします。

上記のいずれかに該当し、改善等の見込みがないと認められる事例については、下

記担当への情報提供をお願いします。 

 なお、本通知の発出に伴い、上記の平成15年10月21日付け及び平成15年12月9日付

け通知は廃止します。 

 

 

介護保険課指導係 TEL:972-3087 FAX: 972-4147 



 

＜主な不適切事例＞ 

１ 当該住居において提供される「介護保険外」サービスの提供体制及び提供

内容が明らかにされていない、又は口頭によるあいまいな説明しかされてい

ない状態の下で、居宅サービス計画を作成している。 

２ 居宅サービス計画の内容が、利用者個々の健康状態、ＡＤＬ、ＩＡＤＬな

どの状態像に照応しておらず、当該住居の管理者等から依頼された内容で作

成されており、利用者又は家族の選択に基づかないサービス提供を容認して

いる。 

３ 介護保険の趣旨を逸脱して、当該住居の利用者に対して画一的な訪問介護

サービスを提供する内容の居宅サービス計画となっている。（「介護保険外」

での日常生活上の世話や生活支援サービス等を考慮せず、区分支給限度基準

額いっぱいまで「介護保険」によるサービスを位置づけている。） 

４ 前記１から３までの状態の下で、区分支給限度基準額に達する居宅サービ

ス計画が作成されている。 

５ 「介護保険」と「介護保険外」のサービスは、別の時間帯に、別のサービ

スとして行われなければならないが、明確に区分をせずにサービス提供を行

って、訪問介護費及び当該住居の利用料金をそれぞれ徴収している。 

６ 当該住居の運営事業者が運営する訪問介護事業所のサービス利用が当該住

居の利用者に集中しており、抱え込みや個人情報の不適切な管理などの問題

がある。 

７ 居宅サービス計画に、「介護保険外」のサービス内容が位置付けられていな

い。 

８ 居宅サービス計画及び訪問介護計画に、訪問介護のサービス区分を決定す

るために必要な具体的サービス内容、サービス内容に対応する標準的な所要

時間が記載されていない。 

 

 

 

 

  

別紙１ 



第１ 本通知における「住居」とは 

  「介護保険」と「介護保険外」のサービスが混合して提供される住宅型有料老

人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などのほか、住宅型有料老人ホーム等の

届出の有無に関わらず、入所者への食事の提供等、何らかの介護サービスが提供

される住居をいう。 

 

 

第２ 住居において「介護保険」と「介護保険外」のサービスが混合して提供される

場合の訪問介護サービスに係る給付の算定要件について 

 

 次の１から６までのすべての要件を満たす必要があること。 

 

１ 利用者の生活の本拠として認められること（居宅と認められること）。 

  当該住居を生活の本拠として居住している生活実態があると認められること。 

  したがって、当該住居とは別の場所に生活の本拠がある者が、介護サービス等

を利用する目的で一時的に当該住居に居留（ショートステイ）する場合は、当該

住居に生活の本拠が異動したものとはみなせないため、当該住居において介護保

険サービスを利用することはできない。 

  ただし、別の場所に生活の本拠があった者が、家族介護を受けるなどの目的で

当該住居（別居の息子宅など）に相当期間居留する場合は、居留期間中、生活の

本拠が居留先に異動したものとみなせるため、介護保険サービスを利用すること

ができる。 

⇒ 居宅介護支援事業所の担当居宅介護支援専門員は、当該住居が有料老人

ホームに該当しているにもかかわらず、老人福祉法第29条に基づく届出を

行っていない場合は、不適切な処遇や虐待などが行われた場合に発見が遅

れる可能性があることから、居宅サービス計画書を作成することは原則望

ましくない。担当居宅介護支援専門員は当該住居の責任者（施設長等）に

対し届出等の助言を行うほか、利用者及び家族の希望や生活環境を踏まえ、

最も適切な介護保険サービスが提供される居宅サービス計画の作成に努め

ること。 

 

２ 客観的な課題分析の方式により、適切なアセスメントが行われていること。 

（１）「介護保険外」サービスの正確な把握 

   主な介護者の介護状況を把握するため、「介護保険外」サービス利用契約書、

「介護保険外」サービス計画書、実施記録、勤務表等により、住宅型有料老人

別紙２ 



ホーム等の業務に携わる職員（以下「介護職員」という）の日中・夜間におけ

る「介護保険外」のサービス提供体制（看護・介護職員の体制、兼務の有無）、

サービス提供内容（身体介護、生活援助等のサービス内容及び頻度）、それに対

応する標準的なサービスの提供時間が正確に把握されていること。この点が把

握されていないと、居宅サービス計画書を作成する時に「介護保険」と「介護

保険外」のサービス内容について明確な区分ができない。 

⇒ 「介護保険外」サービスが明確でない場合は、訪問介護費を算定すること

はできない。 

⇒ 訪問介護員が当該住居の職員を兼務する場合、当該職員に関連する事業所

ごとの勤務状況が、勤務表等により明確に区別できる状態でなければ、訪問

介護費を算定することはできない。 

⇒ 居宅介護支援事業所の担当居宅介護支援専門員は、利用者が置かれている

環境の正確な把握を行うため、利用者及び家族からも当該住居における「介

護保険外」サービスの提供体制、サービス提供内容について聞き取り等を行

うこと。 

 

（２）利用者の状態像の正確な把握 

   居宅介護支援事業所の担当居宅介護支援専門員の適切なアセスメントにより、

利用者の健康状態、ＡＤＬ（入浴、更衣、食事、整容、排せつ、移動・移乗な

どの基本的な日常生活動作）、ＩＡＤＬ（食事の用意、家事一般、金銭管理、薬

の管理など日常生活の活動レベル）、コミュニケーション能力、認知能力、じょ

く瘡・皮膚の問題、口腔衛生、問題行動など利用者の状態像について、正確に

把握されていること。 

⇒ 訪問介護費については、居宅介護支援事業所において適切なアセスメント

が行われていない場合は、不適切な給付として返還対象となる。 

⇒ 介護保険の趣旨に則ったサービス提供が行えるよう、適切なアセスメント

を行わなければならない。 

 

３ 「介護保険」と「介護保険外」のサービス内容が盛り込まれた居宅サービス計

画が作成されていること。 

（１）利用者及び家族への面接と介護意向の聞き取り（新規時・変更時） 

   居宅サービス計画第１表の「利用者及び家族の介護に対する意向」には、必

ず利用者及び家族（利用者の出身世帯に家族がいる場合はその家族。以下同じ。）

に面接し、聞き取った結果が記載されていること。 



⇒ 当該住居の管理者等からの聞き取り結果のみで居宅サービス計画を作成

することは認められない。 

 

（２）訪問介護の具体的なサービス内容とその所要時間の記載 

   訪問介護サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合は、居宅サービス計

画第２表に具体的な訪問介護サービスの内容が記載（たとえば、入浴介助の場

合は、更衣介助、浴室への移動介助、洗身・洗髪介助、安全の見守り、更衣介

助など一連の介助内容を具体的に記載）されるとともに、当該サービスの標準

的な所要時間が記載されていること。 

⇒ 訪問介護サービスの内容は、利用者個々の状態像、利用者及び家族の介護

意向が反映されたものでなければならない。 

⇒ 居宅サービス計画第２表に記載しない場合は、別の記載でもよいが、この

記載がないと訪問介護に係るサービス内容が何に基づいて決定されたかを

挙証する資料が存在しないこととなるので、必ず記録を残しておかなければ

ならない。 

 

（３）「介護保険」と「介護保険外」のサービス内容の明確な区分 

   居宅サービス計画第２表及び第３表（週間サービス計画表）には、「介護保険」

と「介護保険外」のサービス内容が明確に区分された上で記載されていること。

「訪問介護員」と「介護職員」のサービスは、別の時間帯に、別のサービスと

して位置付けられていること。 

⇒ 訪問介護員が当該住居の職員を兼務する場合、居宅サービス計画上「介護

保険」と「介護保険外」のサービス内容が明確に区分され、これに対応する

「訪問介護員」と「介護職員」としてのサービスが、別の時間帯に、別のサ

ービスとして行われる場合に限り、訪問介護費を算定することができる。 

 

（４）利用者又は家族に対する居宅サービス計画の説明と同意 

   居宅サービス計画書の原案の内容を、利用者又は家族に説明し、文書による

同意が得られていること。 

⇒ 利用者又は家族への説明、文書による同意が得られていない場合は、５割

に減算となり、２月目以降は居宅介護支援費を請求することができない。 

 

（５）利用者又は家族、訪問介護事業所の担当者に対する居宅サービス計画書の交

付 



   居宅サービス計画書の第１表から第３表及び第６表・第７表が、利用者又は

家族及び訪問介護事業所の担当者に交付されていること。 

⇒ 利用者又は家族、訪問介護事業所の担当者に居宅サービス計画書が交付さ

れていない場合は、５割の減算となり、２月目以降は居宅介護支援費を請求

することができない。 

 

４ 居宅サービス計画の内容に沿った「訪問介護計画書」が作成され、かつ「介護

保険外サービス計画書」が作成・交付されていること。 

（１）居宅サービス計画の内容に沿った「訪問介護計画書」がサービス提供責任者

により作成されていること。 

（２）「訪問介護計画書」には、訪問介護に係るサービス内容の区分が何に基づき決

定されたかが判断できる具体的なサービス内容、所要時間、サービス日程など

が記載されていること。 

（３）利用者又は家族、居宅介護支援事業所の担当居宅介護支援専門員に対して「訪

問介護計画書」が交付されていること。 

（４）利用者又は家族、居宅介護支援事業所の担当居宅介護支援専門員、訪問介護

事業所のサービス提供責任者に対して交付する「介護保険外サービス計画書」

が作成されていること。 

⇒ 介護保険外のサービス計画が明らかにされていないと適切なアセスメン

トができず、居宅サービス計画が作成できないことから、このような状態で

提供される訪問介護サービスは介護保険の算定対象とならない。速やかに改

善されない場合は、不適切な給付として返還対象となる。 

 

「介護保険外サービス計画書」の作成例 

 住宅型有料老人ホームに勤務する介護職員の従事内容を時系列で整理した内

容を計画に反映させるのも一つの方法と考えられる。 

 具体的には、居宅サービス計画第３表（週間サービス計画表）の様式等を活用

して、起床後のバイタルチェック、朝食準備・盛り付け・配膳・朝食介助・朝食

後片付け、更衣介助・排せつ介助・更衣介助、整容、昼食準備・盛り付け・配膳・

昼食介助・昼食後片付け、入浴準備・更衣介助・入浴介助（全身清拭）・更衣介

助・入浴後片付け、清掃、洗濯、献立作成、買い物、夕食準備・盛り付け・配膳・

夕食介助・夕食後片付け、コミュニケーション、就寝、夜間・深夜・早朝の定時

の排尿・排せつ介助など利用者の日常生活の要素となる行為の援助内容を曜日別

に作成すれば、当該ホームにおける「介護保険外サービス計画書」となる。 



５ 「訪問介護計画」に沿った訪問介護サービスの提供が実際に行われ、かつ、訪

問介護サービスの実施記録が整備されていること。 

  訪問介護サービスの実施記録が整備されていない場合は、訪問介護計画に沿っ

た訪問介護サービスの提供が実際に行われていたかどうか確認できないことから、

保険給付の算定対象とならないこと。 

⇒ 介護支援専門員が当該住居を訪問する際は、１人の利用者に対して訪問介護

員が１対１でサービス提供を行っているか等、訪問介護計画に沿った訪問介護

サービスの提供が実際に行われているかの確認を、当該住居の責任者（施設長

等）及び職員だけでなく、利用者や家族からの聞き取り等により確認しなけれ

ばならない。 

⇒ 居宅サービス計画の内容、訪問介護計画の内容、訪問介護の実施記録の内容、

利用者及び家族からの聞き取り内容、訪問介護費の請求内容が一致していない

場合は、不適切な請求として、返還対象となり得る。 

 

６ 「介護保険外サービス計画書」に基づき提供されるサービスの実施記録が整備

されていること。 

  実際に提供した「訪問介護」と「介護保険外のサービス」の内容が実施記録の

上でも明確に区分されていることを証する記録が必要となることから、「訪問介護」

の実施記録の他に、「介護保険外」サービスの実施記録が整備されていなければな

らない。 

 

 

第３ 住居において「介護保険」と「介護保険外」のサービスが混合して提供される

場合における居宅サービス計画の作成等について 

 

  居宅介護支援事業者は、居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び

人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される「介護保険」サ

ービスが特定の種類や特定の事業者又は施設に不当に偏することのないよう、公

正中立に行わなければならない。また、利用者に提供される「介護保険」サービ

スは、「介護保険外」での日常生活上の世話や生活支援サービス等を考慮して、提

供されなければならない。 

  介護保険制度の要である介護支援専門員としての資質、倫理観、良識を問われ

ることがないよう、前記第２及び次に掲げる事項に留意して、居宅サービス計画

の作成等を行うこと。 

 



１ 24時間生活タイムテーブルシート（以下「シート」という。）の作成 

  「介護保険」と「介護保険外」のサービスを明確に区分するため、次の作成手

順により、別添「シート」を作成すること。 

 ① 当該住居の管理者等から当該住居において提供される「介護保険外」サービ

スの内容を聴き取り（契約書、重要事項説明書及び介護サービス等の一覧表、

日課表等で確認する必要あり）、食事、入浴、排せつなど利用者の主な日常生活

上の活動に照応する「介護保険外」サービスの提供内容及び提供時間をシート

に記載する。 

 ② 主な日常生活上の活動に照応する「利用者が自分でできること・自分ででき

ないこと」をシートに記載する。 

 ③ アセスメントの結果及び利用者又は家族の介護に関する意向を踏まえ、居宅

サービス計画を作成し、「介護保険」サービスの提供内容及び提供時間をシート

に記載する。 

 

２ 週間サービス計画表（第３表）の作成 

  前記１により作成したシートの記載内容に基づき、週間サービス計画表（第３

表）を作成すること。 

 

３ モニタリング時における適正な利用状況の把握 

  居宅サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメント

を含む。）を行う際に、居宅サービス計画及び訪問介護計画に基づいて適正に利用

されているかについて、実施記録だけでなく、利用者及び家族からの聞き取りを

行って把握すること。 

 

第４ 参考様式 

１ 利用者24時間生活タイムテーブルシート 

 ２ 「介護保険」と「介護保険外」の介護サービスが盛り込まれた居宅サービス計

画書の記載例 

  



利用者24時間生活タイムテーブルシート 

時間 介護保険外 
サービス 

介護保険 
サービス 

 
主な日常生活上の活動 

（順不同） 

利用者の 24 時間アセスメントシート 

 自分でできないこと 
自分でできる

こと 
 

常時できないこと 場合によってできること 
/できないこと 

4:00      ○起床       

4:30      ○起床時排泄       

5:00      ○起床後整容       

5:30      ○バイタルチェック       

6:00      ○起床後布団の片付けなど       

6:30      ○脱衣、着衣       

7:00     
 

●朝食（昼食・夕食とも同じ）       

7:30     
 

＊朝食準備       

8:00     
 

＊朝食調理       

8:30     
 

＊配膳       

9:00      ＊食事       

9:30      ＊下膳       

10:00      ＊朝食後片付け       

10:30      ○服薬       

11:00      ○洗濯       

11:30      ○排泄・体位交換など       

12:00      ○掃除       

12:30      ○献立用意（献立作成）       

13:00     
 

○買い物       

13:30     
 

○コミュニケーション       

14:00     
 

●昼食       

14:30     
 

○服薬       

15:00      ○入浴       

15:30      ○排泄・体位交換など       

16:00      ○コミュニケーション       

16:30      ●夕食       

17:00      ○服薬       

17:30      ○就寝前準備       

18:00      ○脱衣、着衣       

18:30      ○就寝       

19:00     
 

○夜間、深夜の排泄・体位交換など       

19:30     
 

○金銭管理       

20:00     
     

20:30     
     

21:00          
21:30          
22:00          
22:30          
23:00          
23:30          
0:00          
0:30          
1:00     

     
1:30     

     
2:00     

     
2:30     

     
3:00          
3:30          



基  本  情  報 

受付日（2012 年 10 月 14 日） 受付者（  Ｕ   ） 受付方法（ 電話 ・ 来所 ） 

利用者名 Ａ 性別 女 生年月日 T14 年○○月○○日(○○歳) 

住 所 名古屋市○○区○○一丁目○○番地 電話番号 052－○○○－○○○○ 

主 訴 〔相談内容〕 

 入院後、身体機能が低下し、有料老人ホーム○○（住宅型有料老人ホーム）へ入

居予定。リハビリテーションをして少しでも自分でできることを増やして欲しい

が、本人が通所リハビリテーションに行くのをすごく嫌がり、どうしたらよいかわ

からず困っている。 

〔本人・家族の要望〕 

本人：自分で歩けるようになりたいし、食事をゆっくりでも自分で食べられるよう

になりたいが、周りの人がみんな元気な人ばかりで恥ずかしいので、通所リハビ

リテーションには行きたくない。 

介護者(長女)：閉じこもりが心配なので、なるべくリハビリテーションをして、少

しでも自分でできることを増やして欲しいが、本人が通所リハビリテーションに

行くのをすごく嫌がっているのでどうしたら良いかわからず困っている。 

生活歴・ 

生活状況 

〔生活歴〕 

・結婚後農業に従事。 

・２人の孫の世話をしていた。 

・夫が平成２年頃に脳梗塞を患い、以

降要介護状態となり、介護に従事し

ていた。 

〔家族状況〕 

・主介護者として長女がいる（入院前ま

では長女家族と同居していた）。 

・夫は一月前に入所していた施設にて死

亡。 

〔経過・病歴等〕 

H24 年 2 月 28 日 

 交通事故。右下腿骨開放性骨折手術。 

 外傷性クモ膜下出血手術。 

 リハビリテーションにて短距離歩行 

可能となる。 

H24 年 10 月 10 日 

 けいれんのため入院（血流障害） 

 服薬、点滴治療にて改善。 

H24 年 10 月 19 日 

 退院。住宅型有料老人ホーム入所。 

〔主治医〕 

Ｈ病院：整形外科  主治医 ○○先生 

   ：脳神経外科 主治医 ○○先生 

（TEL）052－○○○－○○○○ 

日常生活 

自 立 度 
障害老人の日常生活自立度 Ｂ２ 認知症老人の日常生活自立度 Ｉ 

認定情報 要介護３（2012 年 9 月 27 日～2013 年 3 月 31 日） 認定日 2012 年 10 月 16 日 

課題分析 

(アセスメント) 

理 由 

・H24 年 9 月 25 日にＴ介護計画センターに相談あり。介護保険認定申請する。 

・入院し、状態が変わったため、再アセスメントを行う。 

利用者の 

被保険者 

情 報 

・医療保険：組合健保、後期高齢者医療被保険者証 

・身体障害者手帳なし 

・年金（国民年金）受給  月額 約 25,000 円程度 

現在利用 

している 

サービス 

（入院前に利用していたサービス） 

・通所リハビリテーション：週１回 

・訪問介護：午前・午後各 30 分ずつが毎日１回（正午のみ１時間が毎日１回）   



課題分析（アセスメント）概要              H24年10月17日現在 

健 康 状 態 ・H24年2月28日交通事故にて緊急入院。右下腿骨開放性骨折、外傷性クモ膜下出

血の手術を行う。リハビリテーションにて短距離歩行可能となる。 

・10月頃より服薬変更（整腸剤・血流を良くする薬）により血流障害によるけい

れんを引き起こし入院。その後、立ち上がりはできるが介助量が多くなった。 

Ａ Ｄ Ｌ ・自力でベッドより起き上がったり、立ち上がったりするには少し介助が必要。 

・両下肢の筋力が落ちている。手を持てば少し歩行ができる。長距離は車いす使

用。 

・入院中は主治医の指示により看護師が清拭を行っていた。 

・整容・更衣などの生活全般において介助を要する。 

Ｉ Ａ Ｄ Ｌ ・家事全般及び金銭管理は、主介護者の長女が全面的に行っている。 

認 知 ・自分の嫌なことに関しては、自己判断・決定はできるが、複雑な事柄になると

判断・決定に欠けることがある。 

コミュニケー

シ ョ ン 能 力 

・外傷性クモ膜下出血後遺症による失語状態であるが、簡単な内容ならば自分の

思いを伝えることができる。 

・発声量が少ないため、声が小さく聞き取りにくい。 

社 会 と の 

関 わ り 

・交通事故以前は夫の介護をしながら、地域の行事や介護者同士の行事に参加す

る程度の社会性があった。 

・事故後、他人の前に出ることを拒否するようになった。 

・近所の友人が時々話相手になってくれる。 

排 尿 ・ 排 便 ・尿意はあるが、便意はない。 

・日中：病院では介助にて排泄。排便は失敗が多かった。 

・夜間：紙オムツ使用。 

じ ょ く 瘡 ・ 

皮 膚 の 問 題 

・問題はなし。 

口 腔 衛 生 ・総入歯。手入れや口腔ケアは長女が行っている。 

食 事 摂 取 ・（主食）粥食  （副食）刻み食 

・嚥下機能が低下し、食事に時間がかかる。食事の最中に意欲低下し、摂取量も

少なくなっている。 

問 題 行 動 ・なし。 

介 護 力 ・長女が全面的に介助を行っているが、就労しているため精神的にも体力的にも

負担が大きい。 

・市内在住の次女は時々来て、話し相手・安否確認をしている。 

・長女の夫は介護協力は特にないが、特別な時は手伝ってくれる。 

・本人は長女に対して感謝している。 

・長女は本人の気持ちを尊重して、できるかぎりの支援をしたいと考えている。 

居 住 環 境 ・玄関先にスロープが設置されてお

り、介助による外出ができるよう

になっている。 

・住宅型有料老人ホームは３階建て

で、自室は１階にある。 

住宅見取り図 

特 別 な 状 況 ・１月前に、施設に入所していた夫

が死去。 
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ら
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○
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H
2
4
.
1
0 

 H
2
5
.
1 

入
浴
介
助
 

（
洗
身
、
洗
髪
、

着
脱
、
整
容
介
助

な
ど
）
 

 
有

料
老

人
ホ

ー
ム
 

 

有
料
老

人
ホ

ー
ム
○
○
 

週
２
回
 

H
2
4
.
1
0.
2
5 

 H
2
5
.
1
.3
1 

⑤
清

潔
な

空
間

で
生

活
し
た
い
 

自
力

で
居

室
内

の
掃

除
が

で
き

る
 

H
2
4
.
1
0 

 H
2
5
.
3 

施
設

職
員

と
と

も
に

居
室

内
の

清
掃
を
行
う
 

H
2
4
.
1
0 

 H
2
5
.
1 

居
室
内
清
掃
 

 
有

料
老

人
ホ

ー
ム
 

 

有
料
老

人
ホ

ー
ム
○
○
 

  

随
時
 

     

H
2
4
.
1
0.
2
5 

 H
2
5
.
1
.3
1 

※
 
1
 
「
保
険
給
付
の
対
象
と
な
る
か
ど
う
か
の
区
分
」
に
つ
い
て
、
保
険
給
付
対
象
内
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は

○
印
を
付
す

。
 

※
 
2
 
「
当
該
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
事
業
所
」
に
つ
い
て
記
入
す
る
。
 

         



第
３
表
 

週
間
サ
ー
ビ
ス
計
画
表
 

利
用
者
名
 
 
 
 
Ａ
 
 
 
 
殿
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
H
2
4
年
1
0
月
分
よ
り
 

 

 

４
：
０
０
 

 

６
：
０
０
 

 

８
：
０
０
 

 

１
０
：
０
０
 

 

１
２
：
０
０
 

 

１
４
：
０
０
 

 

１
６
：
０
０
 

 

１
８
：
０
０
 

 

２
０
：
０
０
 

 

２
２
：
０
０
 

 

２
４
：
０
０
 

 

２
：
０
０
 

 

４
：
０
０
 

月
 

火
 

水
 

木
 

金
 

土
 

日
 

主
な
日
常
生
活
上
の
活
動
 

深 夜  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

巡
視
（
必
要
時
排
泄
介
助
）
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

起
床
 

 

早 朝  

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ｃ
 

排
泄
介
助
、
整
容
 

 
 

 
 

 
 

 
 

朝
食
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

午 前  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

バ
イ
タ
ル
チ
ェ
ッ
ク
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

訪
問
リ
ハ
Ｂ
 

 
 

訪
問
リ
ハ
Ｂ
 

 
 

 
リ
ハ
ビ
リ
 

 
 

 
 

 
 

 
 

昼
食
 

（
施
設
）
 

午 後  

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ｃ
 

排
泄
介
助
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
入
浴
（
火
、
金
）
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 排
泄
介
助
 

 
訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ａ
 

訪
問
介
護
Ｃ
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

夜 間  

 
 

 
 

 
 

 
夕
食
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

排
泄
介
助
、
口
腔
ケ
ア
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
就
寝
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

深 夜  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

巡
視
（
必
要
時
排
泄
介
助
）
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
巡
視
（
必
要
時
排
泄
介
助
）
 

（
施
設
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 週
単

位
以

外
 

の
サ

ー
ビ

ス
 

福
祉
用
具
貸
与
（
介
助
バ
ー
）、

定
期
検
診
：
月
１
回
（
家
族
）、

夜
間
・
早
朝
に
お
け
る
排
泄
介
助
：
随
時
（
施
設
）、

居
室
内
清
掃
：
随
時
（
施
設
）
 

 
  



参考 

 

介護保険法 

（平成 9 年法律第 123 号） 

（介護支援専門員の義務） 

第六十九条の三十四 介護支援専門員は、その担当する要介護者等の人格を尊重し、常に当該要介

護者等の立場に立って、当該要介護者等に提供される居宅サービス、地域密着型サービス、施設

サービス、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスが特定の種類又は特定の事業者若

しくは施設に不当に偏ることのないよう、公正かつ誠実にその業務を行わなければならない。 

２ 介護支援専門員は、厚生労働省令で定める基準に従って、介護支援専門員の業務を行わなけれ

ばならない。 

（名義貸しの禁止等） 

第六十九条の三十五 介護支援専門員は、介護支援専門員証を不正に使用し、又はその名義を他人

に介護支援専門員の業務のため使用させてはならない。 

（信用失墜行為の禁止） 

第六十九条の三十六 介護支援専門員は、介護支援専門員の信用を傷つけるような行為をしてはな

らない。 

（秘密保持義務） 

第六十九条の三十七 介護支援専門員は、正当な理由なしに、その業務に関して知り得た人の秘密

を漏らしてはならない。介護支援専門員でなくなった後においても、同様とする。 

 

（登録の消除） 

第六十九条の三十九 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれ

かに該当する場合には、当該登録を消除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 不正の手段により介護支援専門員証の交付を受けた場合 

四 前条第三項の規定による業務の禁止の処分に違反した場合 

２ 都道府県知事は、その登録を受けている介護支援専門員が次の各号のいずれかに該当する場合

には、当該登録を消除することができる。 

一 第六十九条の三十四から第六十九条の三十七までの規定に違反した場合 

二 前条第一項の規定により報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をした場合 

三 前条第二項の規定による指示又は命令に違反し、情状が重い場合 

３ 第六十九条の二第一項の登録を受けている者で介護支援専門員証の交付を受けていないもの

が次の各号のいずれかに該当する場合には、当該登録をしている都道府県知事は、当該登録を消

除しなければならない。 

一 第六十九条の二第一項第一号から第三号までのいずれかに該当するに至った場合 

二 不正の手段により第六十九条の二第一項の登録を受けた場合 

三 介護支援専門員として業務を行った場合 

 



指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

(平成 11 年老企第 22 号) 

１．基本方針 

介護保険制度においては、要介護者である利用者に対し、個々の解決すべき課題、

その心身の状況や置かれている環境等に応じて保健・医療・福祉にわたる指定居宅

サービス等が、多様なサービス提供主体により総合的かつ効率的に提供されるよう、

居宅介護支援を保険給付の対象として位置づけたものであり、その重要性に鑑み、

保険給付率についても特に１０割としているところである。 

基準第１条の２第１項は、「在宅介護の重視」という介護保険制度の基本理念を

実現するため、指定居宅介護支援の事業を行うに当たってのもっとも重要な基本方

針として、利用者からの相談、依頼があった場合には、利用者自身の立場に立ち、

常にまず、その居宅において日常生活を営むことができるように支援することがで

きるかどうかという視点から検討を行い支援を行うべきことを定めたものである。  

このほか、指定居宅介護支援の事業の基本方針として、介護保険制度の基本理念

である、高齢者自身によるサービスの選択、保健・医療・福祉サービスの総合的、

効率的な提供、利用者本位、公正中立等を掲げている。介護保険の基本理念を実現

する上で、指定居宅介護支援事業者が極めて重要な役割を果たすことを求めたもの

であり、指定居宅介護支援事業者は、常にこの基本方針を踏まえた事業運営を図ら

なければならない。 

 

３ 運営に関する基準 

（７）指定居宅介護支援の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

③ 継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用（第３号） 

利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うためには、利用者の心身又は家

族の状態等に応じて、継続的かつ計画的に居宅サービスが提供されることが重要で

ある。介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変更に当たり、継続的な支

援という観点に立ち、計画的に指定居宅サービス等の提供が行われるようにするこ

とが必要であり、支給限度額の枠があることのみをもって、特定の時期に偏って継

続が困難な、また必要性に乏しい居宅サービスの利用を助長するようなことがあっ

てはならない。 

⑥ 課題分析の実施（第６号） 

居宅サービス計画は、個々の利用者の特性に応じて作成されることが重要である。

このため介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に先立ち利用者の課題分析を

行うこととなる。課題分析とは、利用者の有する日常生活上の能力や利用者が既に

提供を受けている指定居宅サービスや介護者の状況等の利用者を取り巻く環境等の

評価を通じて利用者が生活の質を維持・向上させていく上で生じている問題点を明

らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決

すべき課題を把握することであり、利用者の生活全般についてその状態を十分把握

することが重要である。 

 



○施設に対する指摘内容

分
類

○訪問介護事業所に対する指摘内容（訪問系サービス共通）

分
類

・訪問介護については、ケアプラン、訪問介護計画等に基
づき、１対１でサービス提供をすることが原則ですが、施
設の食事介助などにおいて、計画に位置づけられている利
用者以外の利用者に対する介助も同時に行っている事例が
見られます。１人の訪問介護員が複数の利用者に同時に
サービス提供をすることは認められません。

・常時介護に対応できる職員体
制がとられていない。

・訪問介護等と兼務をしている
職員について、兼務関係が明確
になっていない。また、それぞ
れの業務に従事する時間帯が明
確になっていない。

・施設の入居者に対するサービス提供について、ケアプラ
ンに位置づけられた時間ではない時間にサービス提供がさ
れている、又はケアプランに位置づけられた時間よりも短
い時間でサービスが終了している事例が見られます。必要
であれば、担当ケアマネジャーと調整するなどし、訪問介
護計画を変更する必要があります。また、計画通りのサー
ビスが提供されていない場合、給付費の返還を求める場合
がありますので十分注意してください。

・計画に位置づけられた時間通
りにサービスが提供されていな
い。

・24時間を通して施設の職員が不在の時間帯がないよう、
職員を配置してください。
・配置する職員の数については、入居者数や提供するサー
ビスの内容に応じて、支障のない職員数を配置してくださ
い。
・訪問介護等と兼務をする場合において、訪問介護等の業
務に従事している時間は、有料老人ホームの職員が配置さ
れている時間とはみなされないので、訪問介護等に従事す
る時間帯と区分した結果、有料老人ホームに従事する職員
が不在となる時間帯が発生しないよう注意してください。

・職員が、訪問介護等の介護保険サービスと施設サービス
のいずれに従事しているのかを常に把握できるよう、勤務
時間中に従事する業務が明確にされた勤務表等（ルート
表）を作成し、適切な管理に努めてください。

指摘に該当する状況 解説

・１人の訪問介護員が複数の利
用者に同時にサービス提供をし
ている。

通知に関する主な指摘事例について

・訪問介護事業所の都合によ
り、サービス提供時間が決めら
れている。

・訪問介護等の介護保険サービスの提供時間は、ケアマネ
ジャーの適切なアセスメントから導き出されるものです。
訪問介護事業所の一方的な都合によりサービス提供時間が
決められることは認められません。

運
営
関
係

・施設が提供するサービスが明
確になっていない。

・入居者が介護保険サービスを利用する場合は、施設サー
ビスでは補えない部分について利用が検討されるものであ
ることに十分留意し、施設が提供するサービスについて明
確にしてください。
・施設が提供するサービスについて、契約書や重要事項説
明書に明記してください。また、施設サービス計画書を作
成する等の方法により、施設が提供するサービスを明確に
し、ケアマネジャーに情報提供してください。

・入居に際して、当該施設に関
連する、特定の介護保険事業所
の利用を強要している。

人
員
関
係

運
営
関
係

解説指摘に該当する状況

・どの介護保険事業所を利用するかは、利用者や家族の選
択によるものでなければなりません。近隣の介護保険事業
所についても情報提供を行い、特定の介護保険事業所を利
用することが入居の条件であるかのような誤解を与えない
ようにしてください。



○居宅介護支援事業所に対する指摘内容

分
類

・入居前に利用していた介護保険事業所の継続利用も含め
て、どの介護保険事業所を利用するかは、利用者や家族の
選択によるものでなければならず、居宅介護支援事業所の
都合で変更を強要することは認められません。

・施設の管理者等からの依頼に
より、入居者に対して支給限度
額いっぱいまで画一的に介護保
険のサービスを位置づけてい
る。

・介護保険サービスは、施設サービスでは補えない部分に
ついて利用が検討されるものであることを十分意識し、利
用者個々のADLやIADLなどの状態像を把握し、利用者や家族
の選択・希望を十分に配慮しケアプランを作成してくださ
い。施設の管理者等からの依頼により、画一的にケアプラ
ンを作成することは認められません。

指摘に該当する状況 解説

・訪問介護記録のサービス提供
時間について、実際にサービス
を提供した時間ではなく、計画
に記載された時間を一律に記録
に残している。

・訪問介護記録は、サービス提供が終了した後で、実際に
サービス提供をした時間、内容等を正確に記録に残してく
ださい。記録が正しく残されておらず、客観的に提供した
サービスの時間、内容などが不明確な場合、不適切な請求
として給付費の返還を求める場合があります。

運
営
関
係

・住宅型有料老人ホームやサー
ビス付き高齢者向け住宅（以
下、施設）の入居者のケース
で、施設サービスの内容を明確
に把握していない。

・「介護保険外」のサービス内容が明らかになっていない
と適切なアセスメントはできず、ケアプランの作成ができ
ません。「介護保険」と「介護保険外」のサービスを明確
に区分するため、施設の管理者等から、「介護保険外」
サービスの提供内容および提供時間を聞き取った上で、２
４時間生活タイムテーブルシートなどを活用してくださ
い。施設サービス以外の障害福祉サービス、家族ケアなど
のインフォーマルサービスについても適切に把握し、ケア
プランに位置づけてください。

・居宅介護支援事業所や施設の
都合により、介護保険サービス
の提供時間を決めている。

・介護保険サービスの提供時間は、ケアマネジャーの適切
なアセスメントから導き出されるものです。居宅介護支援
事業所や施設の一方的な都合によりサービス提供時間を決
めることは認められません。

・施設に入居することが決まっ
た際、施設に併設している等
の、特定の介護保険事業所へ変
更するよう、利用者、家族等に
強要している。

・専ら訪問介護に従事しなけれ
ばならないサービス提供責任者
が、施設の業務に従事してい
る。

・専ら訪問介護の業務に従事させなければならないサービ
ス提供責任者が、施設の業務に従事している事例が見られ
ますが、この場合、訪問介護の人員基準違反になります。
ただし、常勤換算方法による非常勤のサービス提供責任者
の場合、サービス提供責任者として従事すべき時間以外の
時間帯は、施設の業務に従事できる場合があります。

人
員
関
係

運
営
関
係

・訪問介護記録、施設サービス
記録が混在している。

・訪問介護記録、施設サービス記録が混在している事例が
見られます。訪問介護について、提供日、提供時間、提供
したサービスの具体的な内容などを施設サービス記録とは
明確に区別をして、記録に残してください。

・訪問介護と施設との人員配置
が明確に区分されていない。職
員自身が、いずれのサービスに
従事しているか把握していな
い。

・訪問介護事業所の職員と施設の職員とを兼務する場合に
は、兼務関係を明示し、勤務時間中に従事する業務が把握
できる勤務表等を作成して、適切な管理に努めてくださ
い。
・管理者やサービス提供責任者を中心に、それぞれの職員
が制度を理解し、基準の遵守に努められるような職場環境
になるよう心がけてください。



























 

 

介護サービスの提供による事故等発生時の本市への報告について 

 

１ 対象となる事業所・施設 

  居宅サービス事業所、地域密着型（介護予防）サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険

施設、介護予防サービス事業所、介護予防支援事業所、通所サービスの設備を利用し宿泊サービス

を実施している事業所、住宅型有料老人ホーム、介護予防・生活支援サービス事業 

 （※①事業所・施設（以下「事業所等」という。）が市外に所在するが、利用者が名古屋市民である

場合、②事業所等が市内に所在するが、利用者が名古屋市民ではない場合も報告を要する） 

 

２ 本市への連絡が必要な事故等 

  以下の事故については、原因の如何にかかわらず、全て本市に連絡する。また、感染症など、複

数の事業所等で発生した場合は、それぞれの事業所等ごとに報告する。 

区分 内容 

対人(利用者)事故 

介護サービスの提供に伴い発生した事故により、利用者が死亡した場合

（※）、医療機関における治療を必要とした場合（軽微な治療（湿布の貼

付、軽易な切り傷への消毒実施など）は除く）、利用者トラブルが発生し

た場合、利用者等に賠償金等を支払った場合又はエスケープ 

対物事故 

介護サービスの提供に伴い発生した事故により、利用者等の保有する財物

を毀損若しくは滅失したため賠償金等を支払った場合(代わりの物を購入

した場合も含む)、利用者等の個人情報が流失した場合又は利用者等とト

ラブルが発生した場合 

感染症の発生 

介護サービスの利用者が食中毒又は結核等の感染症に罹患した場合、又

は、疥癬、インフルエンザ、ノロウイルス、新型コロナウイルス等の感染

症が事業所等内で発生し、利用者等が罹患した場合。具体的には、①事業

所等全体で療養中の方が同時に 10 名以上罹患した場合、②1 ユニットの

うち半数以上が罹患した場合、③感染症による死亡者が発生した場合、④

その他事業所等の運営に重大な支障を来すおそれがあり、管理者が報告を

必要と認めた場合。 

 ※ 介護サービスの提供に伴い発生した事故によらない病死の場合は「感染症の発生」を除いて

報告不要 

                                                              

  

事故報告は、「NAGOYA かいごネット」の事故報告書のページ

からロゴフォームで報告いただく方法に変わりました。 



３ 本市への連絡方法 

  前記２に該当する事故が発生した場合は、別紙「事故報告書」「事故報告書（食中毒又は感染症

用）」に必要事項を入力の上、５日以内を目安に「NAGOYA かいごネット」の事故報告書のページか

らロゴフォームにて報告を行うものとする。 

  なお、別紙「事故報告書」により難い場合は、事業所等において定めた所定の様式に代えること

もできるが、別紙「事故報告書」の項目を含めること。 

※様式に記載しきれない場合や付属の資料等がある場合は、あわせて添付し、ご提出ください。 

※報告用ロゴフォームおよび事故報告書の様式は「NAGOYA かいごネット」に掲出されております。

（https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/shido/jikohokoku.html） 

 

４ 本市の連絡先 

  〒461-0005 名古屋市東区東桜一丁目１４番１１号 ＤＰスクエア東桜 8 階  

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課 東桜分室    FAX 052-959-4155 

問合

せ先 

サービスの種類 電話番号 

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介

護療養型医療施設、介護医療院、短期入所生活介護、短期入所療養介護 
052-959-2592 

上記以外のサービス事業所 052-959-3087 

 

５ 留意事項 

  事故が発生した場合は、本市への連絡を行う前に、速やかに利用者の家族、主治医及び居宅介護

支援事業者等に連絡するとともに、応急手当等必要な措置を施すこと。     



　事故報告書　（事業者→名古屋市）

※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、５日以内を目安に提出すること

※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること

 第1報   第 報  最終報告 提出日：西暦　　年　　月　　日

         ※第１報=最終報告になる場合は第1報及び最終報告にチェックしてください。

事故状況の程度   入院  死亡  その他（ ）

死亡に至った場合

死亡年月日
西暦 年 月 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

連絡先（ＴＥＬ）

氏名 年齢 性別：  男性  女性

被保険

者番号
生年月日 西暦 年 月 日

サービス提供開始日 西暦 年 月 日 保険者

住所  

         
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 事業

対象者

自立

       
Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 西暦 年 月 日 時

 居室（個室）  居室（多床室）  トイレ  廊下

 食堂等共用部  浴室・脱衣室  機能訓練室  施設敷地内の建物外

 敷地外  その他（              ）  不明

 転倒  異食・誤飲  対物（毀損・滅失物）  不明

 転落  誤薬、与薬もれ等  無断外出

 誤嚥・窒息  医療処置関連（チューブ抜去等）  その他（ ）

発生時状況、事故内

容の詳細

その他

特記すべき事項

4

事

故

の

概

要

発生場所

事故の種別

分頃（24時間表記）

（    ）    ―

※第１報の時点で事故処理が終了している場合は、１から８（必要に応じて９）までを記載した第１報をもって
最終報告とすることができる

要介護度

認知症高齢者

日常生活自立度

3

対

象

者

身体状況

氏名・年齢・性別

被保険者番号・生年月

日

（                                     ） 事業所所在地と同じ

1事故

状況

所在地

 受診(外来･往診)、自施設で応急処置

2

事

業

所

の

概

要

担当者氏名

※事故報告書は「NAGOYAかいごネット」の事故報告書のページからダウンロードし、ロゴフォームから報告して

ください。



発生時の対応

受診方法   施設内の医師(配置医含む)が対応  
受診

(外来･往診)
 救急搬送  その他（ ）

受診先

診断名

 切傷・擦過傷  火傷  皮膚剥離

 打撲・捻挫・脱臼  骨折  その他（               ）

受傷部位

検査、処置等の概要

利用者の状況

 配偶者  子、子の配偶者  その他（ ）

西暦 年 月 日

 他の自治体  警察  その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先

等

への追加対応予定

9 その他

特記すべき事項

報告した家族等の

続柄

連絡した関係機関

(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分

析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策

（手順変更、環境変更、その他の対

応、

再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

報告年月日

連絡先（電話番号）

6

事

故

発

生

後

の

状

況

家族等への報告

5

事

故

発
生

時

の

対

応

医療機関名

診断内容



　　　　事故報告書（食中毒又は感染症用）

（あて先）　名古屋市健康福祉局介護保険課長

食中毒又は感染症の発生について、下記のとおり報告します。

１　事業所又は施設の詳細

２　疾患名

３　報告理由（事業所全体で１０名以上が罹患したため　等）

４　対象者

人中 人）

人中 人）

人中 人）

５　発生日（最初に患者が発生した日）

西暦 年 月 日

６　発生者の主な症状

下痢 嘔吐 腹痛 発熱 　　咳、咽頭痛、鼻水

　　発疹、皮膚の異常 その他（ ）

７　発生の経緯

８　事業所又は施設の措置、対応（施設運営の内容変更、保健所の指示　等）

※本様式で全ての内容が記載できない場合は、本様式に別紙を添付し報告すること。

利用者（入所以外）

職員

管理者氏名：　　　　　　　　　　 連絡先（TEL（　　　）　　　－　　　　）

入所者

　　第一報　　　　第　報　　　　　最終報告

令和　　年　　月　　日

人（うち入院者

人（うち入院者

人（うち入院者

事業所（又は施設）名称 法人名

サービスの種類 事業所（又は施設）所在地

事業所番号

※事故報告書は「NAGOYAかいごネット」の事故報告書のページからダウンロードし、ロゴフォームから報告してく

ださい。



                           

  

   
  
 
 

  
  
 
 
 

  
   

 
 
 
 

  

   

 
 

  

    
    

  
 
 

 

   

   
  
 

    
    

      

    
    
    

     
    

  
 
 

 
  

   

  
  
 

  
  

   
    

 
 

   
  
  
 

  
  

   

     

  

                 
            

              

   

  

       
      

  
         

         

        

        



                   
            
       

 
      

         

  
         
          
           
       

 
       

           

 
          
      

 
       

            

 
                
               

 
            
          
      



各種届出・定期報告等について 

 

 

 １ 変更・廃止等の届出について 

P６３「有料老人ホームの主な届出事項と添付書類」に基づき、必要

に応じて事前相談のうえ、届出をしてください。変更届については変更

後1月以内に、廃止・休止の届出については廃止・休止日の1月前までに

届け出てください。 

   介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）については、別途

介護保険法に基づく届出も必要になりますので注意してください。 

 

２ 定期的に報告が必要な事項について 

（１）入居状況報告（４・１０月の年２回） 

   『調査月の１日現在の入居状況』を調査月の１０日までに報告してく

ださい。報告はＦＡＸで構いません。 

（２）重要事項説明書等の提出 

   毎年７～８月頃（近年は新型コロナウイルスの影響で遅れあり。）に、

重要事項説明書、決算書類等を提出してください。（毎年、事前に提出

依頼文書を送付する予定です。） 

 

３ 届出様式等について 

  届出様式などは、ＮＡＧＯＹＡかいごネットに掲載しております。 

「NAGOYAかいごネット」-「事業者向けはこちら」-「有料老人ホームの届出」 

 

（問合せ先） 

所管課 名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

担当係 
１、２(2) ２(1) 

施設指定係 指導係 

住 所 
〒460-850 

名古屋市中区三の丸三丁目1番1号 

〒461-0005 

名古屋市東区東桜一丁目14番11号 

ＤＰスクエア東桜８階（東桜分室） 

電 話 052-972-2539 052-959-3087 

ＦＡＸ 052-972-4147 052-959-4155 

メール a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp a2592-04@kenkofukushi.city.nagoya.lg. jp 
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令和 4 年 12 月 7 日  

 

市内有料老人ホーム 管理者 様 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

 

有料老人ホームにおける利用料金の変更について（お知らせ） 

 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。 

 昨今のエネルギー費の高騰などにより電気代、ガス代、食材費等が高騰し、有料老人ホーム

の利用料金を値上げせざるを得ない状況にある施設も少なくない状況と存じます。 

有料老人ホームにおける利用料金を変更する際には本市への事前相談と届出が必要であるこ

とは以前からご承知のことと思いますが、改めてお知らせいたします。なお、介護付有料老人

ホーム（特定施設入居者生活介護（以下「特定施設」という。））において利用料金の変更を検

討される場合は特にご注意ください。 

 

１ 料金変更の手続きの流れ 

   事前連絡 

   名古屋市介護保険課施設指定係に電話もしくはメールで事前相談の連絡をしてください。 

   電 話  052-972-2539 

   メール  a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

   原則として、入居者（家族）への説明前に相談するようにしてください。 

   相談資料の提出 

   以下の資料をメールで提出してください。 

   ① 新たな利用料金の積算根拠 

   ② 料金を変更する理由書 

   ③ 新旧対照表 

   なお、①～③を１つにまとめていただいても差し支えありません。また、変更予定日も

メール本文などでお伝えください。 

   内容確認 

   名古屋市介護保険課にて料金変更が妥当であるかを確認します。内容に疑義がある場合

は電話やメールで確認させていただきます。 



   料金変更 

   内容確認が終了し変更が妥当であると判断されましたら、実際に料金変更となります。 

   入居者（家族）への説明を必ず行ってください。なお、通常は運営懇談会等でご説明い

ただくものですが、昨今の新型コロナ事情を酌んで通知等の書面で説明いただいても構い

ません。 

   変更届 

   実際に利用料金を変更した後に、変更届を提出していただきます。提出先が異なります

のでご注意ください。 

   ① 有料老人ホーム変更届（第 26 号様式） 

     老人福祉法に基づく変更届です。住宅型、介護付ともに提出していただく必要があ

ります。提出期限は変更日から 30日以内です。 

     ●提出先  名古屋市介護保険課施設指定係 

   ② 変更届出書（第 4号様式） 

     介護保険法に基づく変更届です。介護付（特定施設）のみ提出が必要です。提出期

限は変更日から 10 日以内です。 

     ●提出先  名古屋市介護事業者指定指導センター 

   添付書類等については、ＮＡＧＯＹＡかいごネットの該当ページでご確認ください。 

   ① https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/charge/ 

トップ＞有料老人ホームの届出 

   ② https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/company/download/shisetsu/ 

事業者向け＞各種加算・変更届ダウンロード＞居宅サービス・施設サービス 

 

２ 介護付有料老人ホーム（特定施設）の注意点 

  特定施設の中には本市の公募により採択されたうえで指定されているものがございます。

利用料金は採択時の評価点の一つになるため、公募により採択された特定施設は、原則とし

て利用料金を変更（値上げ）することが認められていません。（特定施設の募集要項による。）

事前相談、事前協議を経て、やむを得ない事情が認められた場合に限り、例外的に値上げが

認められるものです。 

  いずれにしましても事後報告にならないよう、十分に注意してください。 

 

 

名古屋市健康福祉局介護保険課施設指定係 

電 話 052-972-2539 

ＦＡＸ 052-972-4147 

メール a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 



令和 5 年 4 月 27 日  

 

 関係者各位 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

 

有料老人ホームにおける利用料金変更時の注意点について（お知らせ） 

 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 昨今のエネルギー代の高騰による電気代や人件費等の高騰により、有料老人ホームの利用料

金を値上げせざるを得ない施設が多くなっております。 

 利用料金の変更手続きについては、令和 4年 12 月 7 日付「有料老人ホームにおける利用料金

の変更について（お知らせ）」にて改めて周知させていただいたところです。 

 このたび、有料老人ホームにおける利用料金変更時の注意点についても、下記のとおり改め

て周知させていただきますので、ご確認をお願いいたします。 

 なお、本件については介護付及び住宅型ともに対象となります。 

 

 

記 

 

１ 事前協議（相談） 

  有料老人ホームにおいて利用料金を変更しようとする場合は、必ず事前に本市介護保険課

に相談してください。利用料金を値上げするときも値下げするときも必要です。 

 

２ 作成書類、添付書類（事前協議時） 

   理由書 

   利用料金を変更する理由書を作成してください。決められた様式はありません。任意様

式で結構です。 

   新旧対照表 

   変更する費目の新旧対照表を作成してください。こちらも任意様式となります。 

   積算根拠（新料金設定の根拠） 

   新たな料金を設定した根拠（計算式等）をお示しいただきます。必要に応じて、挙証資

料も添付してください。 

   同じく任意様式としていますが、ＮＡＧＯＹＡかいごネットに参考様式を掲載しており

ます。 

 



https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/charge/ 

ＴＯＰ ＞ 有料老人ホームのページ（届出）＞ ２ 各種様式等 

＞ 2.設置届関係参考様式 ＞ 8_利用料金一覧・積算根拠 

 

３ 新料金設定（積算）の注意点 

  新料金を設定する際には、次の点に注意してください。 

   設定する費目の内訳を明らかにすること 

   例えば、「管理費」であればその内訳を明確にしてください。（ＥＶ等の共用部維持管理

費、事務消耗品費、共用部水光熱費、など。）そのうえで、何が上昇しているのか等を明示

してください。 

   徴収不可の費目（内訳）を含めないこと 

   特に介護付（特定施設）においては、介護報酬に含まれているもの（介護における人件

費等）を含めないようにしてください。二重徴収となってしまいます。 

  変更した料金設定の根拠を明らかにすること 

  単に「高騰した」だけではなく、新たに設定した金額の具体的な根拠を示していただく

必要があります。例えば、5,000 円の値上げとするのであれば、4,000 円でもなく 6,000 円

でもなく 5,000 円に設定した具体的な根拠を示す必要があると言うことです。 

   食費については原則として１食ごとの費用を示すこと 

   原則として、１月単位などではなく１食単位での費用を示してください。（１食単位が望

ましいが、１日単位も不可ではない。） 

   実績に基づく料金変更（設定）はスポット的に抜き出さないこと 

   特に水光熱費（電気代等）について、過去の実績と比較して値上げの根拠とすることが

多いですが、原則としてその期間を１年とすべきです。季節によって上下動が激しい水光

熱費（特に電気代）について、数か月だけを抜き出して積算根拠とすることは適切とは言

えません。 

   原則として施設ごとに料金を積算すること 

   同一法人で複数の有料老人ホームを運営している場合に、それらすべてをまとめて積算

していることがありますが、原則としては施設単位で積算していただきます。 

   まとめて積算できる例外的な取扱いは「給食や清掃など法人でまとめて業者委託してい

る場合」など施設単位での積算が難しい場合に限ります。水光熱費など施設によって使用

量が異なるものを一括して積算することは不適切です。 

   既入居者と新規入居者とで料金設定に差を付ける場合 

   有料老人ホームにおいては同一サービス同一料金の原則があるため、基本的には既入居

者と新規入居者とで利用料金に差を付けることは好ましくありません。やむを得ず既入居

者のみ利用料金を据え置く場合、その差額分を新規入居者に転嫁（上乗せ）することは認

められませんので注意が必要です。  



 

   正規料金とは別に生活保護受給者用料金設定をする場合 

   正規料金では生活保護基準を上回るため、別に生活保護受給者用の料金を設定する場合

にも注意点があります。 

  ア 生活保護受給者用の料金を設けることで減ってしまう収益分を正規料金へ転嫁しない

こと。（生活保護用の料金で積算しないこと。） 

  イ 設定料金が生活保護で対応できるかを所在区の区役所民生子ども課保護係に確認して

おくこと。 

  

４ 料金積算方法について 

  参考として、以下に料金積算方法をいくつか例示します。 

   実際の費用から積算 

  ① 給食業者に委託していた食費について、給食業者から値上げ要請があったためその実

額分を値上げする。 

  ② 直近１年間の電気代・ガス代・水道代を月平均で算出し、その金額を水光熱費に反映

させる。 

   過去の実績と現在の実績を比較して積算 

  ① 旧料金の設定根拠とした年と直近１年のそれぞれ１年間の電気代・ガス代・水道代を

月平均で算出。その差額を旧料金に上乗せする。 

   ＊ 旧料金設定の根拠年を一昨年度、新料金設定の根拠年を昨年度とする（一昨年度と

昨年度とを比較する）施設が少なくないが、本来は不適切。旧料金を設定したところ

まで遡って比較することが正しい。 

 ※ 基本的には、過去に料金設定した際と同じ積算方法で新料金を設定することが望ましい

です。 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険課施設指定係 

担 当  神原（ｶﾝﾊﾞﾗ）、佐合（ｻｺﾞｳ） 

電 話  ０５２－９７２－２５３９ 

ＦＡＸ  ０５２－９７２－４１４７ 

メール  a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

 



有料老人ホームの届出について 
～老人福祉法第 29 条～ 

有料老人ホームとは、老人を入居させ、次のいずれかのサービスを

提供する（予定も含みます）居住施設です。 

  ① 入浴、排せつ、食事の介護    ② 食事の提供 

  ③ 洗濯、清掃などの家事      ④ 健康管理 

 Ｑ１ 高齢者が数名しか入居していない場合は、有料老人ホームに該当しますか。 

 Ａ１ 入居要件を専ら高齢者（老人）に限らず、高齢者以外も当然に入居できるよ

うなものは有料老人ホームには該当しません。ただし、入居要件では高齢者以

外も入居できるとしつつ意図的に高齢者を集めて入居させている場合や、数名

であっても対象を高齢者に絞っている場合は有料老人ホームの届出が必要に

なることもあります。 

Ｑ２ 入居サービス又は介護等サービスを、委託して運営する場合又は別法人が運

営する場合も、有料老人ホームに該当しますか。 

Ａ２ それぞれのサービスを委託して運営する場合や別法人が運営する場合であ

っても、斡旋・紹介するなどにより一体的な運営が認められれば、該当します。 

有料老人ホームに該当する場合には、あらかじめ届出が必要です。 

 Ｑ３ なぜ届出が必要なのですか。（老人福祉法の趣旨） 

Ａ３ 有料老人ホームは、高齢者福祉に大きく関わる住まいの場であることから、   

あらかじめ事業者と行政との連携体制を構築しておくためです。 

 Ｑ４ 有料老人ホームに該当する場合には、必ず届出が必要ですか。 

 Ａ４ 老人福祉法第２９条で定められており、届出が必要です。 

有料老人ホームにおける居住の質を確保するため、「名古屋市有料老人

ホーム設置運営指導指針」で構造設備などの基準を定めています。 

 Ｑ５ 「指針」には、どのような内容が定められていますか。 

 Ａ５ 入居する高齢者の福祉向上と安定的継続的な施設運営を図るため、構造設備

や管理運営に関する事項を定め、質の高い施設運営を目指すものです。 

 Ｑ６ 構造設備などが「指針」の基準に適合できない場合も、届出は必要ですか。 

 Ａ６ 基準に適合できない場合であっても届出が必要ですので、下記の窓口へご相

談ください。 

 

届出・相談 

窓 口 

名古屋市役所 健康福祉局 高齢福祉部 介護保険課 施設指定係 

〒460-8508 名古屋市三の丸三丁目 1 番 1 号 

TEL：052-972-2539  FAX：052-972-4147 

MAIL：a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

指針・手続 

関 係 情 報 

ＮＡＧＯＹＡかいごネットに掲載しています。 

「事業者向けページ」-「有料老人ホームの届出」 

 



令和 5 年 10 月 2 日  

 

 関係者各位 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課  

 

有料老人ホーム設置届等の取扱いについて（お知らせ） 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。 

 標題の件につきまして、関係者の皆様にお知らせします。 

 令和 2年 4月に国より新型コロナウイルスにかかる緊急事態宣言が出されたことを受け、本市にお

いては令和 2 年 4 月 21 日付「新型コロナウイルス感染拡大防止に係る有料老人ホーム設置届等の取

扱いについて」にて、設置届の事前協議等の対応方法を原則として「面談」から「郵送」「メール」「電

話」に切り替えさせていただいておりました。 

 今年の 5月 8日以降は新型コロナウイルスが 5類に移行となりました。このことを受け、今後の取

扱いについては次のとおりとさせていただきます。 

 

１ 設置届 

  原則として来庁相談とします。ただし、図面確認や書類確認等につきましては、メール等でのや

り取り（確認）も可とします。来庁相談時には必ず事前にご連絡いただきアポを取ってください。 

  いずれにしましても、計画段階で必ずお電話等でご連絡ください。 

  また、令和 5年 9月 25 日付「有料老人ホーム設置届事前協議について（お知らせ）」もあわせて

ご確認ください。 

 

２ 変更届 

  「有料老人ホームの主な届出事項と添付書類」を確認してください。変更する内容により対応が

異なります。備考欄に「計画段階で必ず電話等にてご連絡ください」とある場合は、必ず事前に連

絡してください。必要な手続きを案内させていただきます。それ以外については、事前相談は不要

です。 

  特に料金変更の場合は、以下の通知をご確認ください。 

・ 有料老人ホームにおける利用料金の変更について（お知らせ）【R4.12.7】 

 ・ 有料老人ホームにおける利用料金変更時の注意点について（お知らせ）【R5.4.27】 

 

３ 廃止（休止）届 

  計画段階で必ずお電話ください。具体的なお話を伺ってからその後の対応方法についてお伝えい

たします。 

 

 

名古屋市介護保険課施設指定係 

電 話 ０５２－９７２－２５３９ 

ＦＡＸ ０５２－９７２－４１４７ 

メール a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

 



栄養・衛生管理 
 

 

 

１ 食中毒予防について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

①   微生物をつけない・・・「洗う！分ける！」 

②   微生物を増やさない・・・「低温保存！早めに提供！」 

③   微生物をやっつける・・・「加熱調理！殺菌！」 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

①爪 を切 り、時計・指 輪等 をはずす 

石けん・ペーパータオルを準備する 

②水 で手 をぬらし、石 けん をつけて 

手のひらをよくこする  
③手 の甲 を伸ばすよう にこ する  

④指先・爪の間を念入りにこする  ⑤指の間を洗う  ⑥親 指と 手のひらをね じり 洗いする  

⑦手首も忘れずに洗う  ⑧十分に水で流す  
⑨ペーパータオルでふきとって、  

よく 乾か す  

指先や爪の間  

指の間  

親指の周り  

手のしわ  

手首  

作 業 場 に入 る前  
食 品 に直 接 触 れる  
作 業 を行 う前  

調 理 済 食 品 を扱 う前  
盛 付 け作 業 を行 う前  

作 業 を変 更 する時  顔 や頭 に触 れた後  
器 具 やふきんに 
触 れた後  

食 事 の前  

外 から帰 って来 た時  
動 物 に触 れた後  トイレの後  

廃 棄 物 処 理 等 の 
作 業 後  

【手洗いのタイミング】 



     

 

 

  
 

  

  
 

  
    

 

 
 

 
   

 
 

  
 

 

  

 
 

  

 

 

 

   

 
  

 
 

 

 

  

   
 

 

 
 

 

 
 

  

 

 

 

   

 
 
 

 
 

 

 

 

   

 
 

 

  

 

 
 

   

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 改正食品衛生法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







 

 

 

 

 

 



 

  

 
 

  

 
 

  

 
 

 

  

 
 

 
 

  

 
 

 

  

  

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 

 

 
 

  

 

 

  





３ 高齢者の栄養について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 国民健康・栄養調査結果より 

 

 

40～59 歳 65～79 歳 

参考文献： 
Tsugane S, Sasaki S, tsubono Y,Under-
and overweight impact on mortality 
among middle-aged Japanese men and 
women:a 10-y follow-up of JPHC study 
cohort i. int J Obesity 2002; 26:529-
37 
Tamakoshi A, Yatsuya H, Lin Y, et al, 
BMI and all-cause mortality among 
Japanese older adults: findings from 
the Japan collaborative cohort study, 
Obesity 2010; 18:362-9 
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令和元年 国民健康・栄養調査結果より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本人の食事摂取基準（2020 年版）より 
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栄養面でほとんどの人が不足しない量 

フレイルの発症を
予防するために 
必要な量  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 
 

  

  

  

  

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 
参考文献 ： 

 主婦と生活社発行 藤谷順子・江頭文江監修 改訂版 図解 かみにくい・飲み込みにくい人の食事（2017） 
 医歯薬出版嚥下調整食 学会分類 2013 に基づく回復期リハビリテーション病棟の嚥下調整食レシピ集 105 （2017） 

 

 

 



４ 経腸栄養の栄養管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 低栄養を簡易的に把握できるツール 
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以上、リーフレット「高齢者の食欲の指標 CNAQ-J」 ㈱大塚製薬工場 より 





高齢者施設等におけるＰＣＲ検査・抗原検査にかかる費用補助について 

＜令和 5年度補助事業内容＞ 

※補助対象となる経費は、令和 4 年度及び令和 5 年度に発生した経費です。令和 3 年度発生分は補助対

象にはなりません。 

＜申請書提出先（郵送）＞ 名古屋市役所 健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

 
感染者発生日 

令和 5 年 5 月 7 日まで 令和 5 年 5 月 8 日以降 

対象事業所 

職員又は利用者に感染者が発生した事業所（発

生した事業所と同一建物に併設する事業所も対

象） 

※濃厚接触者や感染者と接触のあった者のみの

発生では、補助対象とならない。 

変更なし 

補
助
対
象
と
な
る
検
査 

・PCR 検査（PCR 検

査キット含む） 
 

・抗原定量検査 

（注）抗原定性検査

（検査キット）は

対象外 

 

 

①感染者が発生したが、行政検査とならなかった

職員・利用者（入所者）が感染の有無を調べる

ために受けた任意の検査 

 

※感染者発生後の直後の検査一人あたり 1 回

のみが対象 

※任意の検査（全額自己負担）が対象となる。 

検査が医療保険適用となった場合の自己負

担分や初診料などの医療保険対象の項目は

補助対象外 

変更なし 

抗原定性検査（検

査キット） 

②濃厚接触者である職員が待機期間を待たずに

復帰する場合の検査 

 

※薬事承認された検査キットであること 

※復帰日と復帰日前日の連続した 2 回の検査

であること。1 回のみでは復帰の要件を満たさ

ないため対象とならない。 

（具体例） 

待機期間 5 日間（6 日目復帰）のところ 2 日目

と3日目に検査し陰性が確認できたため、3日

目から復帰した 

 ⇒2 日目（復帰日前日）と 3 日目（復帰日）の検

査が補助対象となる。 

終了 

補助額 1 件あたり 1 万円まで 変更なし 







3 健介保第 549 号  

令和３年６月 28 日  

 

市内有料老人ホーム 管理者 様 

市内サービス付き高齢者向け住宅 管理者 様 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

 

名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針の一部改正について（通知） 

 

 

 厚生労働省が定める有料老人ホーム設置運営標準指導指針の改正に伴い、名古屋市有料老人ホ

ーム設置運営指導指針を改正しましたので、通知します。なお、当該通知は有料老人ホームに該

当するサービス付き高齢者向け住宅にも送付しております。 

 

１ 主な改正内容 

   目次 

   目次を追記したもの。 

   令和３年度介護報酬改定を踏まえた見直し 

   令和３年度介護報酬改定により、指定特定施設等において見直しが行われた以下の項目に

ついて、有料老人ホームにおいても同様の措置を求めることとしたもの。 

  ア 感染症対策の強化（市指針８ ） 

  イ 業務継続に向けた取り組みの強化（市指針８ ） 

  ウ ハラスメント対策の強化（市指針７ イ） 

  エ 高齢者虐待防止の推進（市指針９ イ～オ） 

  オ 認知症介護基礎研修の受講の義務づけ（市指針７ イ） 

   書面規制、押印、対面規制の見直し 

   利便性の向上及び事業者の業務負担軽減の観点から、政府が推進する押印・書面手続きの

見直し方針を踏まえ、本指針に定められている書面等については、電磁的記録で行うことが

できること、また、書面での説明等については、入居者等の承諾を得たうえで、電磁的方法

によって行うことができることとしたもの。（市指針 14） 

  その他 

  ア テレビ電話装置等を活用した会議等の開催（市指針８ 、９ イ、９ ア） 

  イ 保全措置義務の対象拡大（市指針 11 イ） 

  ウ 民法規定による連帯保証人の極度額設定（市指針 12 キ） 

 

２ 重要事項説明書（別紙様式）の改正 

   主な変更点 

  ア 事業主体及び有料老人ホームの連絡先にメールアドレスを追加 



  イ 元号（昭和・平成）を削除 

  ウ 居室の状況の「１ 全室個室」に（縁故者居室を含む）を追記 

    これまで、本市では一定の要件を満たした夫婦部屋等を「２ 相部屋あり」としていた

が、国に合わせて「１ 全室個室（縁故者居室含む）」に変更する。 

  エ 緊急通報装置等について追記 

  オ 加算の項目に「介護職員（等特定）処遇改善加算」を追記 

  カ 協力医療機関に「協力科目」の項目を追記 

  キ 別添１の様式を厚労省の様式に合わせる 

  ク 別添２の一部項目（移送サービス、巡回、緊急時対応）を削除 

 

３ 留意事項 

  以下については、特定施設入居者生活介護の基準等について一定の経過措置期間が設けられ

ているため、当該指針においても、同様の経過措置期間を設けるものとします。 

   市指針７ イ（認知症介護基礎研修の受講の義務） 

  ア 令和６年３月 31日までは努力義務 

  イ 新規採用職員については採用後１年間の猶予期間を設ける（アと同じく令和６年３月 31

日までは努力義務） 

   市指針８ （業務継続計画の策定）、市指針８ （衛生管理等）、市指針９ イ～オ（虐待

防止の委員会等） 

  ア 令和６年３月 31日までは努力義務 

   市指針 12 エ（事故発生防止等の担当者を置くこと） 

  ア 令和３年９月 30日までは努力義務 

 

４ 本通知の施行期日 

  令和３年７月１日から施行します。 

 

５ その他 

  改正後の指針、重説等については、NAGOYA かいごネットに掲載しております。 

  NAGOYA かいごネット「ホーム」－「事業者向けはこちら」－「有料老人ホームの届出」 

 

 

 

 

 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課施設指定係 

〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

電 話 ０５２－９７２－２５３９ 

ＦＡＸ ０５２－９７２－４１４７ 

E-Mail a2539@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 



5 健介保第 1556 号  

令和 5年 11 月 1 日  

 

市内有料老人ホーム 管理者 様 

 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

有料老人ホーム情報公表の方法及び重要事項説明書の様式変更について（通知） 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。 

 標題の件につきまして、関係者の皆様にお知らせします。 

 有料老人ホームの情報については、老人福祉法第 29条第 11 項において、都道府県知事等に報告す

ることとされ、また、同第 12 項において、都道府県知事等は、報告された事項を公表しなければな

らないとされています。名古屋市では、現在「有料老人ホーム情報公表一覧」を各施設に作成いただ

き、ＮＡＧＯＹＡかいごネットにて公表しております。 

先般より、厚生労働省は、全国の有料老人ホームの検索が容易となるよう、新たに介護サービス情

報公表システムの生活関連情報に有料老人ホーム情報を掲載・検索できる機能を追加し、有料老人ホ

ームの情報公表において、その積極的な活用を推奨しています。つきましては、名古屋市におきまし

ても、今年度中に上記システムにて市内各事業所の情報を公表することを予定しております。 

上記システムに各事業所の情報を登録するためには、「登録様式（Ｅｘｃｅｌ様式）」を作成してい

ただく必要があります。当該様式は、「有料老人ホームの設置運営標準指導指針について」（以下、「標

準指導指針」という。）の別紙様式「重要事項説明書」の項目が網羅されているため、そのまま重要事

項説明書としてもご利用いただけます。よって、今後の情報公表の方法及び「名古屋市有料老人ホー

ム重要事項説明書」の様式を次のとおりに変更します。 

 

１ 有料老人ホームの情報公表について 

   今後の情報公表について 

   現在「有料老人ホーム情報公表一覧」を各施設に作成いただき、ＮＡＧＯＹＡかいごネットに

掲載しておりましたが、上記のとおり、情報公表システムにて市内各事業所の情報を公表する予

定です。 

   令和 5年度有料老人ホームに関する定期的な調査（時期未定）において各事業所から重要事項

説明書等をご提出いただき、名古屋市にて取りまとめたうえで、上記システムに事業所情報を登

録・公表します。 

   定期的な調査の詳細については、本通知の「３ 新様式での提出依頼について（時期未定）」を

ご参照ください。 

 

   有料老人ホーム情報の掲載場所 

   各事業所の情報は、介護サービス情報公表システムうち、「生活関連情報」の一つとして掲載さ

れる予定です。 

【情報の掲載場所】 

   https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/ 

 



２ 名古屋市有料老人ホーム重要事項説明書の様式変更について 

  「名古屋市有料老人ホーム重要事項説明書（Ｅｘｃｅｌ様式）」を、ＮＡＧＯＹＡかいごネットに

掲載いたします。この新様式は、上記「登録様式（Ｅｘｃｅｌ様式）」をもとに作成されており、各

事業所にてご記入・ご提出いただくと、名古屋市にて上記の情報公表システムに事業所の情報を登

録・公表することができるものです。 

  これに伴い、重要事項説明書は、従来のＷｏｒｄ様式からＥｘｃｅｌ様式に変更となります。 

Ｗｏｒｄ様式の重要事項説明書の内容は、そのままＥｘｃｅｌ様式へ移行となりますが、内容が

追加されている箇所もございますので、ご注意ください。 

  作成するにあたり、気を付けていただくルールが多くございます。ＮＡＧＯＹＡかいごネットに

掲載にされた、重要事項説明書の作成マニュアル（記載例）をよくご確認いただき、作成いただき

ますようよろしくお願いいたします。 

 

   【新様式掲載場所】 

https://www.kaigo-wel.city.nagoya.jp/view/kaigo/charge/ 

ＴＯＰ ＞ 有料老人ホームのページ（届出）＞ 事業者向け情報（お知らせ

【重要！！】有料老人ホーム情報公表の方法及び重要事項説明書の様式変更

について） 

 

新様式１つで重要事項説明書と情報の公表を兼ねることができるため、これまで情報公表のため 

 に提出を依頼しておりました、「有料老人ホーム情報公表一覧」の作成・提出が不要となります。 

 

 

３ 新様式での提出依頼について（時期未定） 

  毎年、名古屋市より有料老人ホームに関する定期的な調査を実施しており、重要事項説明書の提

出を依頼させていただいているところですが、今年度の定期調査から、Ｅｘｃｅｌ様式での重要事

項説明書を提出いただくようお願いさせていただく予定です。 

本通知は、定期的な調査を実施する前に、まず様式が変更になる旨と様式の変更に伴う重要事項

説明書作成の方法についてお伝えさせていただくものです。 

有料老人ホームに関する定期的な調査依頼は、厚生労働省より通知がありましたら、正式にご案

内致しますので、その際はＥｘｃｅｌ様式の重要事項説明書のご提出をよろしくお願いいたします。 

 

 

４ 名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針について 

  上記変更に伴い、「名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針」を一部改正いたします。 

詳細については、別途通知「名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針の一部改正について（通

知）」をご参照ください。 

 

名古屋市介護保険課施設指定係 

電 話 ０５２－９７２－２５３９ 

ＦＡＸ ０５２－９７２－４１４７ 

メール a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

 



5 健介保第 1556-2 号  

令和 5 年 11 月 1 日  

 

市内有料老人ホーム 管理者 様 

 

 

名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長  

 

 

名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針の一部改正について（通知） 

 

 

 日頃は、本市の高齢者福祉行政にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。 

 標題の件につきまして、関係者の皆様にお知らせします。別途通知「有料老人ホーム情報公表の方

法及び重要事項説明書の様式変更について（通知）」の案内に伴い、名古屋市有料老人ホーム設置運営

指導指針を改正しましたので、通知します。 

 

 

１ 改正内容 

   情報開示について 

   様式１「有料老人ホーム情報公表一覧」が提出不要になったため、「市指針 13（3）有料老人 

ホーム情報の報告について」文言を変更。様式１の削除。 

   （変更内容については、別添「指針新旧対照表」を参照ください。） 

    

   重要事項説明書（別紙様式）を新様式（Ｅｘｃｅｌ様式）へ変更。 

   

  ※経緯等は別途通知「有料老人ホーム情報公表の方法及び重要事項説明書の様式変更について

（通知）」を参照ください。 

 

２ 掲載場所 

  改正後の指針及び重要事項説明書の様式については、ＮＡＧＯＹＡかいごネットに掲載しており

ます。 

  NAGOYAかいごネット「ホーム」－「事業者向けはこちら」－「有料老人ホームの届出」 

   

３ 本通知の施行期日 

  令和 5年 11 月 1 日から施行します。 

 

 

名古屋市介護保険課施設指定係 

電 話 ０５２－９７２－２５３９ 

ＦＡＸ ０５２－９７２－４１４７ 

メール a2595-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

 



 

名古屋市有料老人ホーム設置運営指導指針 

 

目次 

 

１ 用語の定義 

２ 基本的事項 

３ 設置者 

４ 立地条件 

５ 規模及び構造設備 

６ 既存建築物等の活用の場合等の特例 

７ 職員の配置、研修及び衛生管理等 

８ 有料老人ホーム事業の運営 

９ サービス等 

10 事業収支計画 

11 利用料等 

12 契約内容等 

13 情報開示 

14 電磁的記録等 

 

 

１ 用語の定義  

この指導指針において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。  

(1) 有料老人ホーム 老人福祉法第29条第1項に規定する施設  

(2) 有料老人ホーム事業 老人を入居させ、次のアからエまでのいずれかをする事業 

ア 入浴、排せつ又は食事の介護  

イ 食事の提供  

ウ 洗濯、掃除等の家事の供与  

エ 健康管理の供与  

(3) サービス付き高齢者向け住宅 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26

号）第5条第1項の登録を受けている高齢者向けの賃貸住宅又は有料老人ホーム  

(4) サービス付き高齢者向け住宅事業 高齢者の居住の安定確保に関する法律第5条第1項の

規定に基づき、高齢者を入居させ、状況把握サービス、生活相談サービスその他の高齢者が

日常生活を営むために必要な福祉サービスを提供する事業として登録を受けている事業  

(5) 設置者 有料老人ホームの設置者（複数の事業者が協同して有料老人ホーム事業を運営す

る場合の各事業者及び委託を受けた事業者を含む。）  

(6) 管理者 職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う立場にある者

（有料老人ホームの施設長、サービス付き高齢者向け住宅の責任者など、その呼称に関わら

ない）  

(7) 特定施設入居者生活介護等 次のア、イ及びウに掲げるサービス  

ア 介護保険法（平成9年法律第123号）第8条第11項に規定する特定施設入居者生活介護  

イ 介護保険法第8条第21項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護  

ウ 介護保険法第8条の2第9項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護  

(8) 介護サービスを提供する有料老人ホーム 次のア及びイに掲げる有料老人ホーム  



 

ア 特定施設入居者生活介護等を提供する有料老人ホーム  

イ 設置者が、介護サービス（介護保険法第40条に規定する介護給付又は同法第52条に規定

する予防給付に係る介護サービス以外の介護サービス）を提供する有料老人ホーム 

 

２ 基本的事項  

有料老人ホームの事業を計画するに当たっては、次の事項に留意すること。 

(1) 有料老人ホーム経営の基本姿勢としては、入居者の福祉を重視するとともに、安定的かつ

継続的な事業運営を確保していくことが求められること。特に、介護サービスを提供する有

料老人ホームにあっては、より一層、入居者の個人としての尊厳を確保しつつ福祉の向上を

図ることが求められること。 

(2) 老人福祉法の帳簿の作成及び保存、情報の開示、権利金等の受領の禁止並びに前払金の保

全措置及び返還に関する規定を遵守するとともに、入居者等に対し、サービス内容等の情報

を開示するなどにより施設運営について理解を得るように努め、入居者等の信頼を確保する

ことが求められること。 

(3) 本指針を満たすだけでなく、より高い水準の施設運営に向けて努力することが期待される

こと。 

(4) 特定施設入居者生活介護等の事業者の指定を受けた有料老人ホームにあっては、本指針に

規定することのほか、名古屋市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成24年名古屋市条例第73号）、名古屋市指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年名古屋市条例第74号）及び名

古屋市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成24年名古屋市条

例第78号）のうち当該施設に該当する基準を遵守すること。 

(5) 高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成21年厚生労働省・国土交通省告示

第1号）の五の４「高齢者居宅生活支援サービスの提供」を参考に、特定の事業者によるサ

ービスを利用させるような入居契約を締結することなどの方法により、入居者が希望する医

療・介護サービスを設置者が妨げてはならないこと。 

(6) 都市計画法（昭和43年法律第100号）による開発許可若しくは建築許可申請前又は開発許

可対象外の場合については建築確認申請前から関係機関と十分な事前協議を行うこと。 

(7) 老人福祉法第29条第1項に規定する届出については十分な事前協議を行った後に建築確認

申請を行い、建築確認後速やかに名古屋市長への届出を行うこと。 

(8) 名古屋市長への届出後（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている場合は、登録後）

に入居募集を行うこと。 

(9) 有料老人ホームの設置時に老人福祉法第29条第1項に規定する届出を行っていない場合や、

本指針に基づく指導を受けている場合は、当該届出を行った上で、本指針の遵守に向け計画

的に運営の改善を図ること。 

(10) サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているものにあっては、3、4、5、6及び10の

規定は適用せず、高齢者の居住の安定確保に関する法律第7条第1項に定める登録基準による

こと。 

 

３ 設置者  

(1) 設置者は、老人福祉施設の場合と異なり、地方公共団体及び社会福祉法人に限定されるも

のではないこと。 

(2) 公益法人にあっては、有料老人ホームの事業を行うに当たって主務官庁の承認を得ている



 

こと。 

(3) 事業を確実に遂行できるような経営基盤が整っているとともに、社会的信用の得られる経

営主体であること。 

(4) 個人経営でないこと。また少数の個人株主等による独断専行的な経営が行われる可能性の

ある体制でないこと。 

(5) 他業を営んでいる場合には、その財務内容が適正であること。  

(6) 役員等の中には、有料老人ホーム運営について知識、経験を有する者等を参画させること。 

さらに、介護サービスを提供する有料老人ホームの場合は、役員等の中に高齢者の介護につ

いて知識、経験を有する者を参画させるなど介護サービスが適切に提供される運営体制が確

保されていること。  

(7) 当該有料老人ホームの運営に当たっては、名古屋市暴力団排除条例（平成24年名古屋市条

例第19号）第2条第1号に規定する暴力団を利することとならないようにしなければならない。 

 

４ 立地条件 

(1) 入居者が健康で安全な生活を維持できるよう、交通の利便性、地域の環境、災害に対す

る安全性及び医療機関等との連携等を考慮して立地すること。特に、有料老人ホームは、

入居者である高齢者が介護等のサービスを受けながら長期間にわたり生活する場であるこ

とから、住宅地から遠距離であったり、入居者が外出する際に不便が生じたりするような

地域に立地することは好ましくないこと。 

(2) 有料老人ホームの事業の用に供する土地及び建物については、有料老人ホーム事業以外の

目的による抵当権その他の有料老人ホームとしての利用を制限するおそれのある権利が存

しないことが登記簿謄本及び必要に応じた現地調査等により確認できること。 

(3) 借地による土地に有料老人ホームを設置する場合又は借家において有料老人ホーム事業

を実施する場合には、入居契約の契約期間中における入居者の居住の継続を確実なものとす

るため、契約関係について次の要件を満たすこと。 

ア 借地の場合（土地の所有者と設置者による土地の賃貸借）  

（ア）有料老人ホーム事業のための借地であること及び土地の所有者は有料老人ホーム事

業の継続について協力する旨を契約上明記すること。  

（イ）建物の登記をするなど法律上の対抗要件を具備すること。 

（ウ）入居者との入居契約の契約期間の定めがない場合には、借地借家法（平成3年法律

第90号）第3条の規定に基づき、当初契約の借地契約の期間は30年以上であることと

し、自動更新条項が契約に入っていること。  

（エ）無断譲渡、無断転貸の禁止条項が契約に入っていること。  

（オ）設置者による増改築の禁止特約がないこと、又は、増改築について当事者が協議し

土地の所有者は特段の事情がない限り増改築につき承諾を与える旨の条項が契約に

入っていること。  

（カ）賃料改定の方法が長期にわたり定まっていること。  

（キ）相続、譲渡等により土地の所有者が変更された場合であっても、契約が新たな所有

者に承継される旨の条項が契約に入っていること。  

（ク）借地人に著しく不利な契約条件が定められていないこと。  

イ 借家の場合（建物の所有者と設置者による建物の賃貸借） 

（ア）有料老人ホーム事業のための借家であること及び建物の所有者は有料老人ホーム事

業の継続について協力する旨を契約上明記すること。  

（イ）入居者との入居契約の契約期間の定めがない場合には、当初契約の契約期間は20年



 

以上であることとし、更新後の借家契約の期間（極端に短期間でないこと）を定めた

自動更新条項が契約に入っていること。 

（ウ）無断譲渡、無断転貸の禁止条項が契約に入っていること。 

（エ）賃料改定の方法が長期にわたり定まっていること。 

（オ）相続、譲渡等により建物の所有者が変更された場合であっても、契約が新たな所有

者に承継される旨の条項が契約に入っていること。 

（カ）建物の賃借人である設置者に著しく不利な契約条件が定められていないこと。  

（キ）入居者との入居契約の契約期間の定めがない場合には、建物の優先買取権が契約に

定められていることが望ましいこと。 

(4) 借地・借家等の契約関係が複数になる場合にあっては、土地信託方式、生命保険会社に

よる新借地方式及び実質的には二者間の契約関係と同一視できる契約関係であって当該契

約関係が事業の安定に資する等やむを得ないと認められるものに限られること。 

(5) 定期借地・借家契約による場合には、入居者との入居契約の契約期間が当該借地・借家

契約の契約期間を超えることがないようにするとともに、入居契約に際して、その旨を十

分に説明すること。なお、入居者との入居契約の契約期間の定めがない場合には、定期借

地・借家契約ではなく、通常の借地・借家契約とすること。 

 

 

５ 規模及び構造設備  

(1) 建物は、入居者が快適な日常生活を営むのに適した規模及び構造設備を有すること。  

(2) 建物は、建築基準法に規定する耐火建築物又は準耐火建築物とすること。 

(3) 建物には、建築基準法、消防法（昭和23年法律第186号）等に定める避難設備、消火設備、

警報設備その他地震、火災、ガスもれ等の防止や事故・災害に対応するための設備を十分設

けること。 

 特に、スプリンクラー設備については、入居者及び職員の生命又は身体の安全を確保する

とともに、火災事故の発生を防止するため、設置義務の有無にかかわらず、確実に設置する

こと。 

また、ナースコール等緊急通報装置を設置する等により、入居者の急病等緊急時の対応を

図ること。  

(4) 建物の設計に当たっては、「高齢者が居住する住宅の設計に係る指針」（平成13年国土交

通省告示第1301号）を踏まえて、入居者の身体機能の低下や障害が生じた場合にも対応でき

るよう配慮すること。  

(5) 建物の配置及び構造は、日照、採光、換気等入居者の保健衛生について十分考慮されたも

のであること。  

(6) 同一建物内に別の用途の事業所等が併設される場合は、入居者の生活や活動の支障となら

ないよう、当該事業所等の利用者と入居者との出入口や動線を分けるなどの配慮をすること。 

(7) 次の居室を設けること。 

ア 一般居室  

イ 介護居室  

設置者が自ら介護サービスを提供するための専用の居室であり、入居者の状況等に応じ

て適切な数を確保すること。なお、一般居室で介護サービスが提供される場合又は有料老

人ホームが自ら介護サービスを提供しない場合は介護居室を設置しなくてもよいこと。 

ウ 一時介護室  

設置者が自ら一時的な介護サービスを提供するための居室であり、入居者の状況等に応



 

じて適切な数を確保すること。なお、一般居室又は介護居室で一時的な介護サービスを提

供することが可能である場合は一時介護室を設置しなくてもよいこと。  

(8) 次の設備について、居室内に設置しない場合は、全ての入居者が利用できるように適当な

規模及び数を設けること。  

ア 浴室  

イ 洗面設備  

ウ 便所  

(9) 設置者が提供するサービス内容に応じ、次の共同利用の設備を設けること。 

ア 食堂  

イ 医務室又は健康管理室  

ウ 看護・介護職員室  

エ 機能訓練室（専用室を確保する場合に限らず、機能訓練を行うために適当な広さの場所

が確保できる場合を含む。）  

オ 談話室又は応接室  

カ 洗濯室  

キ 汚物処理室  

ク 健康・生きがい施設（スポーツ、レクリエーション等のための施設、図書室その他の施

設）  

ケ 前各号に掲げるもののほか、事務室、宿直室その他の運営上必要な設備  

(10) (7)、(8)及び(9)に定める設備の基準は、次によること。  

ア 一般居室、介護居室及び一時介護室は次によること。 

（ア）個室とすることとし、入居者１人当たりの床面積は13平方メートル（面積の算定方

法は内法方法で行う。トイレ等の面積は除く。）以上とすること。 

（イ）各個室は、建築基準法第30条の規定に基づく界壁により区分されたものとすること。  

イ 医務室を設置する場合には、医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)第16条に規定す

る診療所の構造設備の基準に適合したものとすること。  

ウ 要介護者等が使用する浴室は、身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。  

エ 要介護者等が使用する便所は、居室内又は居室のある階ごとに居室に近接して設置する

こととし、ナースコール等緊急通報装置等を備えるとともに、身体の不自由な者が使用す

るのに適したものとすること。  

オ 居室のある区域の廊下は、入居者が車いす等で安全かつ円滑に移動することが可能とな

るよう、次の(ア)又は(イ)によること。  

（ア）すべての居室が個室で、１室当たりの床面積が18平方メートル（面積の算定方法は

バルコニーの面積を除き、壁芯(へきしん)方法による。）以上であって、かつ、居室

内に便所及び洗面設備が設置されている場合、廊下の幅は1.4メートル以上とするこ

と。ただし、中廊下の幅は1.8メートル以上とすること。  

（イ）上記以外の場合、廊下の幅は1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は

2.7メートル以上とすること。  

 

６ 既存建築物等の活用の場合等の特例  

(1) 既存の建築物を転用して開設される有料老人ホーム又は定員9人以下の有料老人ホームに

ついて、建物の構造上5(10)に定める基準を満たすことが困難である場合においては、次の

いずれかの基準を満たす場合、当該基準に適合することを要しない。 

ア 次の(ア)、(イ)及び(ウ)の基準を満たすもの  



 

（ア）すべての居室が個室であること。  

（イ）5(10)に定める基準を満たしていない事項について、重要事項説明書又は管理規程

に記入し、その内容を適切に入居者又は入居希望者に対して説明すること。  

（ウ）次の①又は②のいずれかに適合するものであること  

① 代替の措置（入居者が車いす等で安全かつ円滑に移動することが可能となる廊下

幅を確保できない場合において、入居者の希望に応じて職員が廊下の移動を介助す

ることなど）を講ずること等により、5(10)の基準を満たした場合と同等の効果が得

られると認められるものであること。  

② 将来において5(10)に定める基準に適合させる改善計画を策定し、入居者への説明

を行っていること。  

イ 建物の構造について、文書により適切に入居者又は入居希望者に対して説明しており、

外部事業者によるサービスの受入や地域との交流活動の実施などにより、事業運営の透明

性が確保され、かつ、入居者に対するサービスが適切に行われているなど、適切な運営体

制が確保されているものとして名古屋市長が個別に認めたもの  

(2) 名古屋市長が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有する者の意見を聴いて、次の

各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての有料老人ホームであって、火災に係る入

居者の安全性が確保されていると認めたものについては、5(2)の規定にかかわらず、耐火建

築物又は準耐火建築物とすることを要しない。  

ア スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災

が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制

に配慮した構造であること。  

イ 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な

消火活動が可能なものであること。  

ウ 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円

滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増員す

ること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。  

(3) 高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成23年法律第74号。以

下「改正法」という。）の施行（平成23年10月20日）の際現に改正法による改正前の高齢者

の居住の安定確保に関する法律第4条に規定する高齢者円滑入居賃貸住宅の登録を受けてい

る高齢者専用賃貸住宅であった有料老人ホームについては、5(2)、(3)、(7)、(8)、(9)及び

(10)の基準を適用しない。ただし、建築基準法、消防法等に定める避難設備、消火設備、警

報設備その他地震、火災、ガスもれ等の防止や事故、災害に対応するための設備を十分に設

けるとともに、緊急通報装置を設置する等により、入居者の急病等緊急時の対応を図ること。 

 

７ 職員の配置、研修及び衛生管理等 

(1) 職員の配置  

ア 職員の配置については、入居者の数及び提供するサービス内容に応じ、その呼称にかか

わらず、次の職員を配置すること。 

（ア）管理者  

（イ）生活相談員（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている場合は、国土交通

省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成23年厚生

労働省・国土交通省令第2号）第11条第1号の規定に基づく状況把握サービス及び生

活相談サービスを提供する職員）  

（ウ）栄養士 



 

（エ）調理員 

イ 介護サービスを提供する有料老人ホームの場合は、上記の他、提供する介護サービスの

内容に応じ、次によること。  

（ア）要介護者等を直接処遇する職員（介護職員及び看護職員をいう。以下「直接処遇

職員」という。）については、介護サービスの安定的な提供に支障がない職員体制

とすること。  

（イ）看護職員については、入居者の健康管理に必要な数を配置すること。ただし、看

護職員として看護師の確保が困難な場合には、准看護師を充てることができる。  

（ウ）機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練

を行う能力を有する者を配置すること。  

（エ）管理者その他の介護サービスの責任者の地位にある者は、高齢者の介護について

知識、経験を有する者を配置すること。  

ウ 入居者の実態に即し、夜間の介護、緊急時に対応できる数の職員を配置すること。 

（ア）住宅型有料老人ホームにおいては、夜間介護や緊急時等に対応できる体制として、

24時間通して切れ目のない職員配置をすること。 

（イ）介護付有料老人ホームにおいては、特定施設入居者生活介護の人員に関する基準を

遵守して職員を配置すること。 

(2) 職員の研修  

ア 職員に対しては、採用時及び採用後において定期的に研修を実施すること。特に、生活

相談員及び直接処遇職員については、高齢者の心身の特性、実施するサービスのあり方及

び内容、介護に関する知識及び技術、作業手順等について研修を行うこと。  

イ 介護に直接携わる職員（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法

第八条第二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じること。 

(3) 職員の衛生管理等  

ア 職員の心身の健康に留意し、職員の疾病の早期発見及び健康状態の把握のために、採用

時及び採用後において定期的に健康診断を行うとともに、就業中の衛生管理について十分

な点検を行うこと。  

イ 適正なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員

の就業環境が害されることを防止するため、職場におけるハラスメントの内容及び職場に

おけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、職員に周知・啓発するとと

もに、相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓

口をあらかじめ定め、職員に周知する等、必要な措置を講じること。 

また、入居者やその家族等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止の

ために、相談に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備するなど、必要な対策を講

じることが望ましい。 

 

８ 有料老人ホーム事業の運営  

(1) 管理規程の制定  

入居者の定員、利用料、サービスの内容及びその費用負担、介護を行う場合の基準、医療

を要する場合の対応などを明示した管理規程を設けること。なお、上記内容を含み、入居者

に対する説明事項を適切に提示している資料であれば、その呼称にかかわらず、管理規程と

して扱って差し支えない。 



 

(2) 名簿の整備  

緊急時において迅速かつ適切に対応できるようにする観点から、入居者及びその身元引受

人等の氏名及び連絡先を記載した名簿を整備しておくこと。 

(3) 帳簿の整備  

老人福祉法第29条第6項の規定を参考に、次の事項を記載した帳簿を作成し、2年間保存す

ること。 

ア 有料老人ホームの修繕及び改修の実施状況  

イ 老人福祉法第29条第9項に規定する前払金、利用料その他の入居者が負担する費用の受 

領の記録  

ウ 入居者に供与した次のサービス（以下「提供サービス」という。）の内容 

（ア）入浴、排せつ又は食事の介護  

（イ）食事の提供  

（ウ）洗濯、掃除等の家事の供与  

（エ）健康管理の供与  

（オ）安否確認又は状況把握サービス  

（カ）生活相談サービス  

エ 緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った場合にあっては、その態様及び時間、そ

の際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由  

オ 提供サービスに係る入居者及びその家族からの苦情の内容  

カ 提供サービスの供与により入居者に事故が発生した場合は、その状況及び事故に際し

て採った処置の内容  

キ 提供サービスの供与を委託により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該事業者

の名称、所在地、委託に係る契約事項及び業務の実施状況  

ク 設備、職員、会計及び入居者の状況に関する事項  

(4) 個人情報の取り扱い  

(2)の名簿及び(3)の帳簿における個人情報に関する取り扱いについては、個人情報の保護

に関する法律（平成15年法律第57号）及び同法に基づく「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成29年4月14日・厚生労働省）」を遵守する

こと。 

(5) 業務継続計画の策定等 

ア 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇を継続的に行うための、及び

非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じること。計画の策定にあたっては、「介

護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。 

イ 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施すること。なお、訓練については、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上

及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

ウ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 

(6) 非常災害対策 

 ア 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整

備し、それらを定期的に職員に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練

を行うこと。なお、「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第3条に規定



 

する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための

計画をいう。 

 イ アに規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めること。 

 ウ アに規定する避難訓練は、年 2回以上の昼間及び夜間を想定した実地訓練及び定期的な

教育訓練を実施するとともに、訓練の実施記録を備えること。 

 エ 非常災害に備え、入居者及び従業者の3日間の生活に必要な食料及び飲料水を備蓄する

こと。 

(7) 衛生管理等 

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じること。 

  ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他

の情報通信機器（以下、「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるも

のとする。）をおおむね六月に一回以上開催するとともに、その結果について、職員に周

知徹底を図ること。なお、委員会については、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い

職種により構成することが望ましい。 

  イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

  ウ 職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する

こと。なお、訓練については、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地

で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

  エ 入居者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理

に努め、又は衛生上必要な措置を講ずること。 

  オ 食事サービスを提供する有料老人ホームにあっては、食中毒が発生し、又はまん延しな

いように「社会福祉施設等における衛生管理の徹底について」（平成15年12月12日社援基

発第1212001号）に基づく衛生管理を行うこと。 

(8) 緊急時の対応  

(5)から(7)に掲げるもののほか、事故・災害及び急病・負傷に迅速かつ適切に対応できる

よう具体的な計画を立てるとともに、避難等必要な訓練を定期的に行うこと。なお、当該計

画の策定や訓練の実施にあたっては、(5)から(7)に定める計画や訓練と併せて実施すること

として差し支えない。 

(9) 医療機関等との連携  

ア 入居者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、医療機関と協力する旨及びその協

力内容を取り決めておくこと。 

イ あらかじめ、歯科医療機関と協力する旨及びその協力内容を取り決めておくよう努め

ること。 

ウ 協力医療機関及び協力歯科医療機関との協力内容、協力医療機関及び協力歯科医療機

関の診療科目、協力科目等について入居者に周知しておくこと。 

エ 入居者が適切に健康相談や健康診断を受けられるよう、協力医療機関による医師の訪

問や、嘱託医の確保などの支援を行うこと。  

オ 入居者が、医療機関を自由に選択することを妨げないこと。協力医療機関及び協力歯

科医療機関は、あくまでも、入居者の選択肢として設置者が提示するものであって、当

該医療機関における診療に誘引するためのものではない。  

カ 医療機関から入居者を患者として紹介する対価として金品を受領することその他の

健康保険事業の健全な運営を損なうおそれのある経済上の利益を受けることにより、入

居者が当該医療機関において診療を受けるように誘引してはならないこと。  

(10) 介護サービス事業所との関係  



 

ア 近隣に設置されている介護サービス事業所について、入居者に情報提供すること。  

イ 入居者の介護サービスの利用にあっては、設置者及び当該設置者と関係のある事業者 

など特定の事業者からのサービス提供に限定又は誘導しないこと。  

ウ 入居者が希望する介護サービスの利用を妨げないこと。  

(11) 運営懇談会の設置等  

有料老人ホーム事業の運営について、入居者の積極的な参加を促し、かつ、外部の者等と

の連携により透明性を確保する観点から、運営懇談会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を設置し、その運営に当たっては、次の事項について配慮するこ

と。ただし、入居定員が少ないなどの理由により、運営懇談会の設置が困難なときは、地域

との定期的な交流が確保されていることや、入居者の家族との個別の連絡体制が確保されて

いることなどの代替となる措置があり、かつ、当該措置が運営懇談会の代替になるものとし

て入居者への説明を行っている場合にあっては、この限りでない。 

ア 運営懇談会は、管理者、職員及び入居者によって構成されること。 

イ 運営懇談会の開催に当たっては、入居者（入居者のうちの要介護者等についてはその

身元引受人等）に周知し、必要に応じて参加できるように配慮すること。 

ウ 有料老人ホーム事業の運営について外部からの点検が働くよう、職員及び入居者以外

の第三者的立場にある学識経験者、民生委員などを加えるよう努めること。  

エ 運営懇談会では、次に掲げる事項を定期的に報告し、説明すること。また、入居者の

要望、意見を運営に反映させるよう努めること。  

（ア）入居者の状況  

（イ）サービス提供の状況  

（ウ）管理費、食費その他の入居者が設置者に支払う金銭に関する収支等の内容 

 

９ サービス等  

(1) 設置者は、入居者に対して、契約内容に基づき、次に掲げるサービス等を自ら提供する場

合にあっては、それぞれ、その心身の状況に応じた適切なサービスを提供すること。  

ア 食事サービス  

（ア）高齢者に適した食事を提供すること。  

（イ）栄養士による献立表を作成すること。  

（ウ）食堂において食事をすることが困難であるなど、入居者の希望に応じて、居室にお 

いて食事を提供するなど必要な配慮を行うこと。 

イ 生活相談・助言等  

（ア）入居時には、心身の健康状況等について調査を行うこと。  

（イ）入居後は入居者の各種の相談に応ずるとともに適切な助言等を行うこと。  

ウ 健康管理と治療への協力  

（ア）入居時及び定期的に健康診断（歯科に係るものを含む。）の機会を設けるなど、入居

者の希望に応じて健康診断が受けられるよう支援するとともに、常に入居者の健康の状

況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置をとること。  

（イ）入居者の意向を確認した上で、入居者の希望に応じて、健康診断及び健康保持のため

の措置の記録を適切に保存しておくこと。  

（ウ）入居者が一時的疾病等のため日常生活に支障がある場合には介助等日常生活の世話を

行うこと。  

（エ）医療機関での治療が必要な場合には適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡、

紹介、受診手続、通院介助等の協力を行うこと。 



 

エ 介護サービス  

（ア）介護サービスを提供する有料老人ホームにあっては、契約に定めるところにより、当

該有料老人ホーム又はその提携有料老人ホーム（一定限度以上の要介護状態になった場

合に入居者が住み替えてそこで介護サービスを行うことが入居契約書に明定されてい

るものに限る。）において行うこととし、当該有料老人ホームが行うべき介護サービス

を介護老人保健施設、病院、診療所又は特別養護老人ホーム等に行わせてはならないこ

と。なお、この場合の介護サービスには、医療行為は含まれないものであること。  

（イ）契約内容に基づき、入居者を一般居室、一時介護室又は介護居室において入居者の自

立を支援するという観点に立って処遇するとともに、常時介護に対応できる職員の勤務

体制をとること。  

（ウ）介護記録を作成し、保管するとともに、主治医との連携を十分図ること。  

オ 安否確認又は状況把握  

入居者が居住部分への訪問による安否確認や状況把握を希望しない場合であっても、電

話、居住部分内での入居者の動体を把握できる装置による確認、食事サービスの提供時に

おける確認等その他の適切な方法により、毎日１回以上、安否確認等を実施すること。 

安否確認等の実施にあたっては、安全・安心の確保の観点のみならず、プライバシーの

確保について十分に考慮する必要があることから、その方法等については、運営懇談会そ

の他の機会を通じて入居者の意向の確認、意見交換等を行い、できる限りそれを尊重した

ものとすること。  

カ 機能訓練  

介護サービスを提供する有料老人ホームにあっては、要介護者等の生活の自立の支援を

図る観点から、その身体的、精神的条件に応じた機能訓練等を実施すること。  

キ レクリエーション  

入居者の要望を考慮し、運動、娯楽等のレクリエーションを実施すること。  

ク 身元引受人への連絡等  

（ア）入居者の生活において必要な場合には、身元引受人等への連絡等所要の措置をとると

ともに、本人の意向に応じ、関連諸制度、諸施策の活用についても迅速かつ適切な措置

をとること。  

（イ）要介護者等については、入居者の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状況を身

元引受人等へ定期的に報告すること。  

ケ 金銭等管理  

（ア）入居者の金銭、預金等の管理は入居者自身が行うことを原則とすること。ただし、入

居者本人が特に設置者に依頼した場合、又は入居者本人が認知症等により十分な判断能

力を有せず金銭等の適切な管理が行えないと認められる場合であって、身元引受人等の

承諾を得たときには、設置者において入居者の金銭等を管理することもやむを得ないこ

と。  

（イ）設置者が入居者の金銭等を管理する場合にあっては、依頼又は承諾を書面で確認する

とともに、金銭等の具体的な管理方法、本人又は身元引受人等への定期的報告等を管理

規程等で定めること。  

コ 家族との交流・外出の機会の確保  

常に入居者の家族との連携を図り、入居者とその家族との交流等の機会を確保するよう

努めるとともに、入居者の外出の機会を確保するよう努めること。  

(2) 設置者は、(1)各号に掲げるサービス等の提供に係る入居者との契約を締結する場合、そ

の職員に対して、提供するサービス等の内容を十分に周知徹底すること。  



 

(3) ｢住居において｢介護保険｣と｢介護保険外｣のサービスが混合して提供される場合における

訪問介護サービスに係る給付の算定要件及び居宅サービス計画の作成等について｣（平成26

年8月5日付け名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課長通知）を踏まえて、施設サービス

計画書を作成する等の方法により有料老人ホームが提供するサービスについて明確にし、必

要に応じて居宅介護支援事業所の介護支援専門員等に情報提供すること。 

(4) 有料老人ホームの職員が、介護保険サービスその他の業務を兼ねる場合にあっては、各職

員について、それぞれが従事する業務の種別に応じた勤務状況を明確にする観点から、適切

に勤務表の作成及び管理を行うこと。  

(5) 設置者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法

律第124号）に基づき、次の事項を実施すること。  

ア 同法第5条の規定に基づき、高齢者虐待を受けた入居者の保護のための施策に協力する

こと。  

イ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を

図ること。 

ウ 虐待の防止のための指針を整備すること。 

エ 職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

オ イからエまでに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

カ その他同法第20条の規定に基づき、研修の実施、苦情の処理の体制の整備その他の高齢

者虐待の防止等のための措置を講ずること。  

(6) 入居者に対するサービスの提供に当たっては、当該入居者又は他の入居者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入居者の行動を制限する

行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならないこと。  

(7) 緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入居者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。  

(8) 身体的拘束等の適正化を図るために、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

 イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束の適正化のための研修を定期的に実施する

こと。 

 

10 事業収支計画  

(1) 市場調査等の実施  

構想段階における地域特性、需要動向等の市場分析や、計画が具体化した段階における市

場調査等により、相当数の者の入居が見込まれること。  

(2) 資金の確保等  

初期総投資額の積算に当たっては、開設に際して必要となる次に掲げる費用を詳細に検討

し積み上げて算定し、必要な資金を適切な方法で調達すること。また、資金の調達に当たっ

ては主たる取引金融機関等を確保しておくこと。 

ア 調査関係費   イ 土地関係費  ウ 建築関係費   エ 募集関係費    

オ 開業準備関係費  カ 公共負担金   キ 租税公課   ク 期中金利   

ケ 予備費  



 

(3) 資金収支計画及び損益計画  

次の事項に留意し、長期の資金収支計画及び損益計画を策定すること。  

ア 長期安定的な経営が可能な計画であること。  

イ 最低30年以上の長期的な計画を策定し、少なくとも3年ごとに見直しを行うこと。  

ウ 借入金の返済に当たっては、資金計画上無理のない計画となっていること。  

エ 適切かつ実行可能な募集計画に基づいていること。  

オ 長期推計に基づく入居時平均年齢、男女比、単身入居率、入退去率、入居者数及び要介

護者発生率を勘案すること。  

カ 人件費、物件費等の変動や建物の修繕費等を適切に見込んでいること。  

キ 前払金（入居時に老人福祉法第29条第9項に規定する前払金として一括して受領する利

用料）の償却年数は、入居者の終身にわたる居住が平均的な余命等を勘案して想定される

期間（以下「想定居住期間」という。）とすること。  

ク 常に適正な資金残高があること。  

(4) 経理・会計の独立  

有料老人ホーム以外にも事業経営を行っている経営主体については、当該有料老人ホーム

についての経理・会計を明確に区分し、他の事業に流用しないこと。  

 

11 利用料等  

(1) 有料老人ホームは、契約に基づき入居者の負担により賄われるものであり、その支払方法

については、月払い方式、前払い方式又はこれらを組み合わせた方式等多様な方法が考えら

れるが、いずれの場合にあっても、設置者が次に掲げる費用を受領する場合の取扱いについ

ては、それぞれ次によること。  

   なお、老人福祉法第 29 条第 8項の規定（権利金等の受領の禁止）に基づき、利用料金に

ついては具体的な積算根拠を明示し、家賃、敷金及び介護等その他日常生活上有料老人ホー

ムが提供する便宜の供与の対価のみ受領することができるものであることに留意すること。 

ア 家賃（賃貸借契約以外の契約で受領する利用料のうち、部屋代に係る部分を含む。）  

当該有料老人ホームの整備に要した費用、修繕費、管理事務費、地代に相当する額等を

基礎として合理的に算定したものとし、近傍同種の住宅の家賃から算定される額を大幅に

上回るものでないこと。  

イ 敷金  

敷金を受領する場合には、その額は6か月分を超えないこととし、退去時に居室の原状

回復費用を除き全額返還すること。なお、原状回復の費用負担については、「原状回復を

めぐるトラブルとガイドライン（再改訂版） 」（平成23年8月国土交通省住宅局）を参考

にすること。  

ウ 介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価（以下「サービス費用」という。）  

（ア）入居者に対するサービスに必要な費用の額（食費、介護費用その他の運営費等）を

基礎とする適切な額とすること。  

（イ）多額の前払金を払えば毎月の支払は一切なく生涯生活を保証するという終身保証契

約は、その後において入居者の心身の状況や物価、生活費等の経済情勢が著しく変化

することがあり得るので、原則として好ましくないこと。  

（ウ）設置者が、サービスを提供した都度個々にそのサービス費用を受領する場合につい

ては、提供するサービスの内容に応じて人件費、材料費等を勘案した適切な額とする

こと。  

（エ）介護付有料老人ホームにおいて、手厚い職員体制又は個別的な選択による介護サー



 

ビスとして介護保険外に別途費用を受領できる場合は、「特定施設入居者生活介護事

業者が受領する介護保険の給付対象外の介護サービス費用について」（平成12年3月

30日付け老企第52号厚生省老人保健福祉局長企画課長通知）の規定によるものに限ら

れていることに留意すること。  

(2) 前払い方式（終身にわたって受領すべき家賃又はサービス費用の全部又は一部を前払金と

して一括して受領する方式）によって入居者が支払を行う場合にあっては、次の各号に掲げ

る基準によること。  

ア 受領する前払金が、受領が禁止されている権利金等に該当しないことを入居契約書等に

明示し、入居契約に際し、入居者に対して十分に説明すること。  

イ 老人福祉法第29条第9項の規定に基づき、前払金の算定根拠を書面で明示するとともに、

前払金に係る銀行の債務の保証等の「厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が

講ずべき措置」（平成18年厚生労働省告示第266号）に規定する必要な保全措置を講じな

ければならないこと。なお、平成18年3月31日までに届出がされた有料老人ホームについ

ては、保全措置の法的義務づけの経過措置期間が終了し、令和3年4月1日以降の新規入居

者については、法的義務対象となることから、同様に必要な保全措置を講じなければなら

ないこと。 

ウ 前払金の算定根拠については、想定居住期間を設定した上で、次のいずれかにより算定

することを基本とすること。  

（ア）期間の定めがある契約の場合  

（１ヶ月分の家賃又はサービス費用）×（契約期間（月数））  

（イ）終身にわたる契約の場合  

（１ヶ月分の家賃又はサービス費用）×（想定居住期間（月数））＋（想定居住期間を

超えて契約が継続する場合に備えて受領する額）  

エ サービス費用の前払金の額の算出については、想定居住期間、開設後の経過年数に応じ

た要介護発生率、介護必要期間、職員配置等を勘案した合理的な積算方法によるものとす

ること。ただし、サービス費用のうち介護費用に相当する分について、介護保険の利用者

負担分を、設置者が前払金により受け取ることは、利用者負担分が不明確となるので不適

当であること。  

オ 前払金の算定根拠とした想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受領する

額については、具体的な根拠により算出された額とすること。  

カ 老人福祉法第29条第10項の規定に基づき、前払金を受領する場合にあっては、前払金の

全部又は一部を返還する旨の契約を締結することになっていることから、その返還額につ

いては、入居契約書等に明示し、入居契約に際し、入居者に対して十分に説明するととも

に、前払金の返還を確実に行うこと。  

キ 入居契約において、入居者の契約解除の申し出から実際の契約解除までの期間として予

告期間等を設定し、老人福祉法施行規則（昭和38年厚生省令第28号）第21条第1項第1号に

規定する前払金の返還債務が義務づけられる期間を事実上短縮することによって、入居者

の利益を不当に害してはならないこと。  

 

12 契約内容等  

(1) 契約締結に関する手続等  

ア 契約に際して、契約手続、利用料等の支払方法などについて事前に十分説明すること。

特定施設入居者生活介護等の指定を受けた設置者にあっては、入居契約時には特定施設入

居者生活介護の提供に関する契約を締結しない場合であっても、入居契約時に、当該契約



 

の内容について十分説明すること。  

イ 前払金の内金は、前払金の20％以内とし、残金は引渡し日前の合理的な期日以降に徴収

すること。  

ウ 入居開始可能日前の契約解除の場合については、既受領金の全額を返還すること。  

(2) 契約内容  

ア 入居契約書において、有料老人ホームの類型（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受

けていないものに限る。）、サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている場合は、そ

の旨、利用料等の費用負担の額及びこれによって提供されるサービス等の内容、入居開始

可能日、身元引受人の権利・義務、契約当事者の追加、契約解除の要件及びその場合の対

応、前払金の返還金の有無、返還金の算定方式及びその支払時期等が明示されていること。  

イ 介護サービスを提供する場合にあっては、心身の状態等に応じて介護サービスが提供さ

れる場所、介護サービスの内容、頻度及び費用負担等を入居契約書又は管理規程上明確に

しておくこと。  

ウ 利用料等の改定のルールを入居契約書又は管理規程上明らかにしておくとともに、利用

料等の改定に当たっては、その根拠を入居者に明確にすること。  

エ 入居契約書に定める設置者の契約解除の条件は、信頼関係を著しく害する場合に限るな

ど入居者の権利を不当に狭めるものとなっていないこと。また、入居者、設置者双方の契

約解除条項を入居契約書上定めておくこと。  

オ 要介護状態になった入居者を一時介護室において処遇する場合には、医師の意見を聴い

て行うものとし、その際本人の意思を確認するとともに、身元引受人等の意見を聴くこと

を入居契約書又は管理規程上明らかにしておくこと。  

カ 一定の要介護状態になった入居者が、一般居室から介護居室若しくは提携ホームに住み

替える契約の場合、入居者が一定の要介護状態になったことを理由として契約を解除する

契約の場合、又は、介護居室の入居者の心身の状況に著しい変化があり介護居室を変更す

る契約の場合にあっては、次の手続を含む一連の手続を入居契約書又は管理規程上明らか

にしておくこと。また、一般居室から介護居室若しくは提携ホームに住み替える場合の家

賃相当額の差額が発生した場合の取扱いについても考慮すること。  

（ア）医師の意見を聴くこと。  

（イ）本人又は身元引受人等の同意を得ること。  

（ウ）一定の観察期間を設けること。  

キ 入居者の債務について、個人の根保証契約を行う場合は、極度額の設定を含み民法の規

定に従うこと。 

(3) 消費者契約の留意点  

消費者契約法（平成12年法律第61号）第二節（消費者契約の条項の無効）の規定により、

事業者の損害賠償の責任を免除する条項、消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項及び

消費者の利益を一方的に害する条項については無効となる場合があることから、入居契約書

の作成においては、十分に留意すること。  

(4) 重要事項の説明等  

老人福祉法第29条第7項の規定に基づく情報の開示において、老人福祉法施行規則第20条

の5第16号に規定する入居契約に関する重要な事項の説明については、次の各号に掲げる基

準によること。  

ア 入居契約に関する重要な事項を説明するため、別紙様式に基づき「重要事項説明書」（以

下「重要事項説明書」という。）を作成するものとし、入居者に誤解を与えることがない

よう必要な事項を実態に即して正確に記載すること。なお、同様式の別添１「事業者が運



 

営する介護サービス事業一覧表」及び別添２「入居者の個別選択によるサービス一覧表」

は、重要事項説明書の一部をなすものであることから、重要事項説明書に必ず添付するこ

と。  

イ 重要事項説明書は、老人福祉法第29条第7項の規定により、入居相談があったときに交

付するほか、求めに応じ交付すること。  

ウ 入居希望者が、次に掲げる事項その他の契約内容について十分理解した上で契約を締結

できるよう、契約締結前に十分な時間的余裕をもって重要事項説明書及び実際の入居契約

の対象となる居室に係る個別の入居契約書について説明を行うこととし、その際には説明

を行った者及び説明を受けた者の署名を行うこと。  

（ア）設置者の概要  

（イ）有料老人ホームの類型（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けていないものに

限る。）  

（ウ）サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている場合、その旨  

（エ）有料老人ホームの設置者又は当該設置者に関係する事業者が、当該有料老人ホーム

の入居者に提供することが想定される介護保険サービスの種類  

（オ）入居者が希望する介護サービスの利用を妨げない旨  

エ 有料老人ホームの設置時に老人福祉法第29条第1項に規定する届出を行っていない場合

や、本指針に基づく指導を受けている場合は、重要事項説明書にその旨を記載するととも

に、入居契約に際し、入居希望者に対して十分に説明すること。 

(5) 体験入居  

既に開設されている有料老人ホームにおいては、体験入居を希望する入居希望者に対し

て、契約締結前に体験入居の機会の確保を図ること。  

(6) 入居者募集等  

ア 入居募集に当たっては、パンフレット、募集広告等において、有料老人ホームの類型（サ

ービス付き高齢者向け住宅の登録を受けていないものに限る。）、サービス付き高齢者向

け住宅の登録を受けている場合は、その旨及び特定施設入居者生活介護等の種類を明示す

ること。  

イ 誇大広告等により、入居者に不当に期待を抱かせたり、それによって損害を与えたりす

るようなことがないよう、実態と乖離のない正確な表示をするとともに、「有料老人ホー

ム等に関する不当な表示」（平成16年公正取引委員会告示第3号。以下「不当表示告示」

という。）を遵守すること。特に、介護が必要となった場合の介護を行う場所、介護に要

する費用の負担、介護を行う場所が入居している居室でない場合の当該居室の利用権の存

否等については、入居者に誤解を与えるような表示をしないこと。  

(7) 苦情解決の方法  

入居者の苦情に対し迅速かつ円滑な解決を図るため、設置者において苦情処理体制を整

備するとともに、外部の苦情処理機関について入居者に周知すること。  

(8) 事故発生の防止の対応  

有料老人ホームにおける事故の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じること。  

ア 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止

のための指針を整備すること。  

イ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告

され、その分析を通した改善策について、職員に周知徹底を図る体制を整備すること。  

ウ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）及び職員に対する研修を定期的に行うこと。  



 

エ アからウに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

(9) 事故発生時の対応  

有料老人ホームにおいて事故が発生した場合にあっては、次の措置を講じること。  

ア 入居者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに名古屋市長及び

入居者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じること。  

イ 前号の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。  

ウ 設置者の責めに帰すべき事由により、入居者に賠償すべき事故が発生した場合は、入居

者に対しての損害賠償を速やかに行うものとすること。 

 

13 情報開示  

(1) 有料老人ホームの運営に関する情報  

設置者は、老人福祉法第29条第7項の情報開示の規定を遵守し、入居者又は入居しようと

する者に対して、重要事項説明書を書面により交付するとともに、パンフレット、重要事項

説明書、入居契約書（特定施設入居者生活介護等の提供に関する契約書を含む。）、管理規

程等を公開するものとし、求めに応じ交付すること。  

(2) 有料老人ホームの経営状況に関する情報  

次の事項に留意すること。  

ア 貸借対照表及び損益計算書又はそれらの要旨についても、入居者及び入居希望者の求め

に応じ閲覧に供すること。  

イ 有料老人ホームの経営状況・将来見通しに関する入居者等の理解に資する観点から、事

業収支計画についても閲覧に供するよう努めるとともに、貸借対照表等の財務諸表につい

て、入居者等の求めがあればそれらの写しを交付するよう配慮すること。  

 (3) 有料老人ホーム情報の報告 

   設置者は、老人福祉法第29条第11項の規定に基づき、有料老人ホーム情報を名古屋市長に

対して報告すること。 

(4) 有料老人ホーム類型の表示  

サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けていない有料老人ホームの設置者は、有料老人

ホームの類型を、別表「有料老人ホームの類型」のとおり分類し、パンフレット、新聞等に

おいて広告を行う際には、施設名と併せて表示することとし、同別表中の表示事項について

も類型に併記すること。ただし、表示事項については、同別表の区分により難いと特に認め

られる場合には、同別表の区分によらないことができること。  

(5) 介護の職員体制に関する情報  

有料老人ホームの類型の表示を行う場合、介護に関わる職員体制について「1.5：1 以上」、

「2：1 以上」又は「2.5：1 以上」の表示を行おうとする有料老人ホームにあっては、介護

に関わる職員の割合を年度ごとに算定し、表示と実態の乖離がないか自ら検証するとともに、

入居者等に対して算定方法及び算定結果について説明すること。 

 

14 電磁的記録等 

 (1) 作成、保存その他これらに類するもののうち、この指導指針の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）で行うことが規定さ

れている又は想定されるもの（(2)に規定するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁器的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの



 

をいう。）により行うことができる。 

 (2) 交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下、「交付等」という。）のうち、

この指導指針の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについ

ては、当該交付等の相手方（入居者等）の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的

方法、磁器的方法その他人の知覚によっては認識することができない方法をいう。）による

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 

有料老人ホームの類型及び表示事項 

 ○有料老人ホームの類型 

類型 類型の説明 

介護付有料老人ホーム 

（一般型特定施設入居者

生活介護） 

介護等のサービスがついた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となっても、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介

護を利用しながら当該有料老人ホームの居室で生活を継続することが可能で

す。（介護サービスは有料老人ホームの職員が提供します。特定施設入居者生

活介護の指定を受けていない有料老人ホームについては、介護付と表示するこ

とはできません。） 

介護付有料老人ホーム 

（外部サービス利用型特

定施設入居者生活介護） 

介護等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となっても、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居者生活介

護を利用しながら当該有料老人ホームの居室で生活を継続することが可能で

す。（有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を実施し、介護サービス

は委託先の介護サービス事業所が提供します。特定施設入居者生活介護の指定

を受けてない有料老人ホームについては介護付と表示することはできませ

ん。） 

住宅型有料老人ホーム 

（注） 

生活支援等のサービスがついた高齢者向けの居住施設です。 

介護が必要となった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護等の介護

保険サービスを利用しながら当該有料老人ホームでの生活を継続することが

可能です。 

健康型有料老人ホーム

（注） 

食事等のサービスが付いた高齢者向けの居住施設です。介護が必要となった場

合には、契約を解除し退居しなければなりません。 

（注）特定施設入居者生活介護の指定を受けていないホームにあっては、広告、パンフレット等において「介

護付き」、「ケア付き」等の表示を行ってはいけません。 

 

 ○ 有料老人ホームの表示事項 

表示事項 表示事項の説明 

居 住 の

権 利 形

態 

（右のい

ずれかを

表示） 

利 用 権 方

式 

建物賃貸借契約及び終身建物賃貸借契約以外の契約の形態で、居住部分

と介護や生活支援等のサービス部分の契約が一体となっているもので

す。 

建 物 賃 貸

借方式 

賃貸住宅における居住の契約形態であり、居住部分と介護等のサービス

部分の契約が別々になっているものです。入居者の死亡をもって契約を

終了するという内容は有効にはなりません。 

終 身 建 物

賃 貸 借 方

式 

建物賃貸借契約の特別な類型で、都道府県知事から高齢者の居住の安定

確保に関する法律の規定に基づく終身建物賃貸借事業の認可を受けた

ものです。入居者の死亡をもって契約を終了するという内容が有効で

す。 

利 用 料

の 支 払

い方式 

（注 1、

注 2） 

全 額 前 払

い方式 

終身にわたって受領する家賃又はサービス費用の全部を前払金として

一括して受領する方式 

一 部 前 払

い・一部月

払い方式 

終身にわたって受領する家賃又はサービス費用の一部を前払いとして

一括受領し、その他は月払いする方式 



 

 

月 払 い 方

式 

前払金を受領せず、家賃又はサービス費用を月払いする方式 

選択方式 入居者により、全額前払い方式、一部前払い・一部月払い方式、月払い

方式のいずれかを選択できます。どの方式を選択できるのかを併せて明

示する必要があります。 

入 居 時

の要件 

（右のい

ずれかを

表示） 

入 居 時 自

立 

入居時において自立である方が対象です。 

入 居 時 要

介護 

入居時において要介護認定を受けている方（要支援認定を受けている方

を除く）が対象です。 

入 居 時 要

支援・要介

護 

入居時において要支援認定又は要介護認定を受けている方が対象です。 

入 居 時 自

立 ・ 要 支

援・要介護 

自立である方も要支援認定・要介護認定を受けている方も入居できま

す。 

介 護 保

険 

名 古 屋 市

指 定 介 護

保 険 特 定

施設 

（ 一 般 型

特定施設） 

介護が必要となった場合、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居

者生活介護サービスを利用することができます。介護サービスは有料老

人ホームの職員が提供します。（注 3） 

名 古 屋 市

指 定 介 護

保 険 特 定

施設 

（ 外 部 サ

ー ビ ス 利

用 型 特 定

施設） 

介護が必要となった場合、当該有料老人ホームが提供する特定施設入居

者生活介護サービスを利用することができます。有料老人ホームの職員

が安否確認や計画作成等を実施し、介護サービスは委託先の介護サービ

ス事業所が提供します。（注 3） 

介 護 居

室区分 

（右のい
ずれかを
表示。※に
は1～4の
数値を表
示）（注4） 

全室個室 介護居室はすべて個室であるホームです。（注 5） 

相 部 屋 あ

り（※人部屋

～※人部屋） 

介護居室はすべてが個室ではなく、相部屋となる場合があるホームをい

います。 

一般型特

定施設で

ある有料

老人ホー

ムの介護

に関わる

職員体制 

（右のい 

1.5：1以上 現在及び将来にわたって要介護者 3人に対して職員 2人（要介護者 1.5

人に対して職員 1人）以上の割合（年度ごとの平均値）で職員が介護に

当たります。これは介護保険の特定施設入居者生活介護の基準の 2倍以

上の人数です。 

2：1以上 現在及び将来にわたって要介護者 2人に対して職員 1人以上の割合（年

度ごとの平均値）で職員が介護に当たります。これは介護保険の特定施

設入居者生活介護の基準の 1.5倍以上の人数です。 

2.5：1以上 現在及び将来にわたって要介護者 5人に対して職員 2人（要介護者 2.5 



 

ずれかを

表示）（注

6） 

 人に対して職員１人）以上の割合（年度ごとの平均値）で職員が介護に

当たります。これは介護保険の特定施設入居者生活介護で、手厚い職員

体制であるとして保険外に別途費用を受領できる場合の基準以上の人

数です。 

3：1以上 現在及び将来にわたって要介護者 3人に対して職員 1人以上の割合（年

度ごとの平均値）で職員が介護に当たります。介護保険の特定施設入居

者生活介護のサービスを提供するために少なくとも満たさなければな

らない基準以上の人数です。 

外 部 サ

ー ビ ス

利 用 型

特 定 施

設 で あ

る 有 料

老 人 ホ

ー ム の

介 護 サ

ー ビ ス

提 供 体

制（※に

職員数、

※ ※ ※

※ ※ に

介 護 サ

ー ビ ス

事 業 者

の 名 称

を い れ

て表示） 

（注 7） 

有 料 老 人

ホ ー ム の

職員※人 

委 託 先 で

あ る 介 護

サ ー ビ ス

事業所 

訪問介護 

※ ※ ※ ※

※ 

訪問看護 

※ ※ ※ ※

※ 

通所介護 

※ ※ ※ ※

※ 

有料老人ホームの職員が安否確認や計画作成等を実施し、介護サービス

は委託先の介護サービス事業者が提供します。 

そ の 他

（右に該

当する場

合にのみ

表示。※※

※に提携

先の有料

老人ホー

ムを入れ

て表示） 

提 携 ホ ー

ム 利 用 可

（ ※ ※ ※

ホーム） 

介護が必要となった場合、提携ホーム（同一設置者の有料老人ホームを

含む）に住み替えて特定施設入居者生活介護を利用することができま

す。（注 8） 

（注 1） 老人福祉法の改正を受けて、従来は「一時金」「一時金方式」と記載していた項目については「前払

金」「前払い方式」と修正していますが、当面の間、広告、パンフレット等において「一時金」「一時金

方式」という表現を使用することも可能です。なお、「前払金」については、家賃又はサービス費用の

前払いによって構成されるものであることから、その実態を適切に表現する名称として、広告、パンフ



 

レット等の更新の機会に応じて、順次、「前払金」という名称に切り替えるようにすることが望ましい

ものと考えます。 

（注 2） 「前払金方式（従来の一時金方式）」については、「家賃又はサービス費用の全額を前払いすること」

と、「家賃又はサービス費用の一部を前払いし、一部を月払いすること」では、支払方法に大きな違い

があることから、前者を「全額前払い方式」とし、後者を「一部前払い・一部月払い方式」としていま

す。当面の間、広告、パンフレット等において、従来どおり「一時金方式」という表現を使用すること

も可能ですが、その場合であっても、入居希望者・入居者への説明にあっては、家賃又はサービス費用

の全額を前払いする方式なのか、一部を前払いする方式なのかを、丁寧に説明することが望ましいもの

と考えます。 

（注 3） 入居者が希望すれば、当該有料老人ホームの特定施設入居者生活介護サービスに代えて、訪問介護

等の介護サービスを利用することが可能です。 

（注 4） 一般居室はすべて個室となっています。この表示事項は介護居室（介護を受けるための専用の室）

が個室か相部屋かの区分です。従って、介護居室を特に設けず、一般居室において介護サービスを提供

する有料老人ホームにあっては、「個室介護」と表示することになります。 

（注 5） 個室とは、建築基準法第 30 条の「界壁」により隔てられたものに限ることとしていますので、一の

居室をふすま、可動式の壁、収納家具等によって複数の空間に区分したものは個室ではありません。 

（注 6） 介護にかかわる職員体制は、当該有料老人ホームが現在及び将来にわたって提供しようと想定して

いる水準を表示するものです。従って、例えば、現在は要介護者が少なく 1.5：1 以上を満たす場合で

あっても、要介護者が増えた場合に 2.5：1 程度以上の介護サービスを想定している場合にあっては、

2.5：1以上の表示を行うことになります。なお職員体制の算定方法については、「指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準」第 175 条第１項第２号イ及び同第２項の規定によります。

なお、「1.5：1」、「2：1」又は「2.5：1」の表示を行おうとする有料老人ホームについては、年度ごと

に職員の割合を算定し、表示と実態の乖離がないか自ら検証するとともに、入居者等に対して算定結果

及びその算定方法について説明することが必要です。 

（注 7） 訪問介護、訪問看護及び通所介護以外のサービスについて、委託先のサービス事業所がある場合に

は、サービス区分及びサービス事業所の名称を表示することが必要です。 

（注 8） 提携ホームには、介護老人保健施設、病院、診療所、特別養護老人ホーム等は含まれません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

パ ニ ッ ク に な り 初 期 消 火  

や 迅 速 な １ １ ９ 番 通 報 が  

行 え ま せ ん で し た 。  

 

 

 

①  通 報 訓 練  

・ 119 番 通 報 の 際 に 聞 か れ る 内 容 に つ い て 整 理 し て お き ま し ょ う 。  

・ 事 業 所 に 「 火 災 通 報 装 置 」 が 設 置 さ れ て い る 場 合 は 、 使 い 方 を 確 認 し て お

き ま し ょ う 。  

 
②  初 期 消 火 訓 練  

・ 消 火 器 が 設 置 さ れ て い る 場 所 を 確 認 し ま し ょ う 。  

・ 消 火 器 の 操 作 方 法 確 認 し て お き ま し ょ う 。  

・ 屋 内 消 火 栓 設 備 や 補 助 散 水 栓 が 設 置 さ れ て い る 場 合 は 、 操 作 方 法 を 確 認 し

て お き ま し ょ う 。  

 
③  避 難 ・ 誘 導 訓 練  

・ 事 業 所 の ど の 部 分 か ら で も 迷 わ ず 避 難 で き る よ う に 避 難 経 路 を 確 認 し て お

き ま し ょ う 。  

・ 自 力 避 難 が 困 難 な 方 な ど 、 避 難 に 介 助 が 必 要 な 方 を ど の よ う に 避 難 さ せ る

か 確 認 し て お き ま し ょ う 。  

   

発 生 日  用  途  覚 知 時 間  死 傷 者 

平成 18 年 1 月 8 日 認知症高齢者グループホーム 2 時 32 分 死 者  ７ 名  負 傷 者  ３ 名  

平成 20 年 6 月 2 日 知 的 障 害 者 施 設 2 時 33 分 死 者  ３ 名  負 傷 者  １ 名  

平成 20 年 11 月 13 日 老 人 福 祉 施 設 1 時 24 分 負 傷 者 33 名  

平成 21 年 3 月 19 日 有 料 老 人 ホ ー ム 22 時 55 分 死 者 10 名  負 傷 者  １ 名  

平成 22 年 3 月 13 日 認知症高齢者グループホーム 2 時 25 分 死 者  ７ 名  負 傷 者  ２ 名  

平成 25 年 2 月 8 日 認知症高齢者グループホーム 19 時 43 分 死 者  ５ 名  負 傷 者  ７ 名  

社 会 福 祉 施 設 の 火 災 は 人 手 が 少 な

く な る夜間に 起 き て い ま す ！  

あなたの施設は消防訓練をしていますか？ 

 

こ れ ら の 火 災 時 の 職 員 の 対 応 は ？  

基 礎 訓 練 を 実 施 し ま し ょ う  

社  会  福  祉  施  設  の  火  災  

名 古 屋 市 消 防 局  

 

 

 

 

 
日 頃 か ら の  

訓 練  

が 必 要 で す ！  

 

パ ニ ッ ク を  

防 ぐ に は ？  



 
 

人 手 が 少 な く な る 夜間 に 火 災 が 発 生 す る と 、  

少 な い 人 数 で 、 自 力 避 難 が 困 難 な 方 を  

避 難 さ せ な く て は な ら な い 。  

 

 

 

 

訓 練 は 人 手 が 少 な く な る 夜 間 を 想 定 し て 行 い ま し ょ う  

少 な い 人 手 で 、 初 期 消 火 や 通 報 、 施 設 の 入 居 者 の 方 を 適 切 に 避 難 さ せ る に

は 、 事 前 に し っ か り と 準 備 を す る こ と が 必 要 で す 。 従 業 員 ひ と り ひ と り が 定

め ら れ た 役 割 に と ら わ れ ず 、 通 報 、 初 期 消 火 、 避 難 誘 導 の 訓 練 を 一 通 り 行

い 、 非 常 時 の 行 動 を 自 ら が 考 え 、 臨 機 応 変 に 行 え る よ う に し ま し ょ う 。  

建 物 の 特 徴 を 活 か し た 避 難 方 法 を 考 え ま し ょ う  

施 設 の 入 居 者 の 方 の 状 態 、 施 設 の 状 況 、 建 物 の 構 造 、 配 置 等 を 考 え 、 ど の

よ う な 避 難 方 法 が 施 設 に 最 適 か 検 討 し 、 施 設 の 避 難 計 画 を 定 め る こ と が 重 要

で す 。 階 段 で 外 に 避 難 し な く て も 、 バ ル コ ニ ー な ど で 消 防 隊 が 到 着 す る ま で

の 間 、 一 時 的 に 避 難 す る こ と も 有 効 で す 。  

 

 

 

計 画 に 基 づ い た 訓 練 の 実 施  

 

問 題 点 、 改 善 点 の 洗 い 出 し  

 

ソ フ ト 面 、 ハ ー ド 面 の 工 夫 、 強 化 、 改 善 を 検 討  

 

再 度 、 問 題 点 等 を 踏 ま え た 訓 練 の 実 施 （ 問 題 点 の 解 消 ）  

 

訓 練 の 反 復  す べ て の 従 業 員 等 が 訓 練 を 経 験 す る よ う 訓 練 の 実 施 を 継 続 し て い く  

 

自 分 た ち の 施 設 に 最 適 な 対 応 方 法 を 見 つ け て い く  

 

訓 練 を 行 っ た 後 、改 善 点 な ど を 洗 い 出 し 、対 策 を 検 討 し 、次 回 の 訓 練 に つ な げ

て い く 、と い う 流 れ を 繰 り 返 し 行 う こ と で 火 災 へ の 対 応 力 は 向 上 し て い き ま す 。

ま た 、訓 練 を 繰 り 返 し て 、改 善 点 を 洗 い 出 し 、ソ フ ト 面 、ハ ー ド 面 の 改 善 を し て

い く こ と で 、 火 災 を 起 こ さ な い 、 火 災 が 起 き て も 被 害 が 最 小 限 に な る よ う な 安

心 ・ 安 全 な 施 設 を 目 指 し ま し ょ う 。  
 

社 会 福 祉 施 設 の 状 況 を 考 慮 し た 訓 練 を 実 施 し ま し ょ う  

社 会 福 祉 施 設 な ら で は の 問 題  

理 想 的 な 訓 練 の 流 れ  



  

消 防 訓 練 の 事 例 紹 介  

 毎 年 実 施 し て い る 消 防 訓 練 。 も し か し て 、 同

じ 訓 練 ば か り で マ ン ネ リ 化 し て い ま せ ん か ？  

市 内 の 事 業 所 で 実 施 さ れ た 消 防 訓 練 の 事 例

を 、 名 古 屋 市 公 式 ウ ェ ブ サ イ ト に 掲 載 し て い ま

す 。 是 非 、 ご 覧 に な っ て 参 考 と し て 下 さ い 。  

訓 練 の ア ド バ イ ス  

 過 去 の 火 災 事 例 に お い て も 、 適 切 な 初 期 消 火 、 火 災 通 報 や 避 難 誘 導 が 全 く

実 施 で き な か っ た こ と で 多 数 の 死 傷 者 が 発 生 し た 事 例 が 多 く あ り ま す 。  

「 ど の よ う に 訓 練 を や れ ば い い の か わ か ら な い 。」 そ ん な 事 業 所 の 皆 様 の た め

に 、 事 業 所 の 個 別 の 火 災 危 険 等 を 消 防 職 員 が 見 極 め 、 火 災 時 に 本 当 に 必 要 な

訓 練 ア ド バ イ ス を 行 っ て い ま す 。  

 命 を 守 る 効 果 的 な 訓 練 を 実 施 し た い と い う 事 業 所 の 方 は 、  

管 轄 の 消 防 署 予 防 課 ま で お 気 軽 に ご 相 談 く だ さ い 。  

 



 

 
 

  



 

 



 

 

救急要請の手引き 

介護老人保健施設・老人福祉施設等における 

救急ガイドブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋市消防局 

 
 
 



 

はじめに 
 

名古屋市の救急出動件数は、高齢者の人口増加を背景に今後増加すること

が予測されています。そのため救急車の到着の遅れや、傷病者の方を医療機

関に収容するまでの時間の遅れが懸念されています。このことから、名古屋

市では迅速に救急車を出動させる体制の確保や、救急事故を未然に防ぐ救急

予防の啓発など、増加する救急需要に対する総合的な救急需要対策を推進し

ているところです。 

 

この手引きは、介護老人保健施設・老人福祉施設等の職員の方々へ、施設

内でできる病気やけがの予防方法の紹介や、緊急時の救急対応を円滑に行え

るように作成しました。 

また緊急かどうか判断に迷った時に、緊急度判定を支援するアプリの紹介

や、患者等搬送事業認定事業者の一覧も掲載してありますので、ぜひご活用

ください。 

 

目    次 

１ 施設内での救急事故の予防と対策・・・・・・・・・１～２ 

２ １１９番通報にあたって・・・・・・・・・・・・・・・３ 

３ 救急要請対応フロー・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

４ 消防局からのお願い・・・・・・・・・・・・・・・５～７ 

※ 救急隊への情報提供表及び見本・・・・別添１、別添１－２ 
 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

名古屋市消防局 救急部救急課救急係 ℡：０５２－９７２－３５６３ 



名古屋市消防局では、救急車の出動に関するデータ分析を中心とした研究（研究機
関 東邦ガス株式会社）により明らかとなった、居室内における救急事故の予防策につ
いて、広く市民の皆様に啓発し救急予防を推進しています。その予防策の一例をご紹介
します。（注 救急事故とは、急病やけがなど、消防による救急業務の対象となる事故をいいます。）

1 施設内での救急事故の予防と対策

小さな段差につまずき転

倒し負傷することが多数

居室と廊下の温度差にさ

らされることで、心臓に負

担がかかり危険 ※ 廊下の急

病事故は、心血管系疾患を発症しや

すい「魔の時間帯」といわれる朝方5

～9時頃と、夕方17、19時頃に重症

化リスクが高くなっています。

転倒を

防ぐ

手すりの設置と段差をなくす（敷物はしかない）

手すりがない場合は、壁伝いにゆっくりと移動

夜間は足元灯をつける

移動時

の防寒

廊下や階段空間を暖める

服をもう一枚羽織ってから移動開始

スリッパなどの履物を履く

居室から移動する前に水分を補給

廊下・階段の事故

浴室事故は、居室を除い

た住宅空間の中で最も死亡

率が高い

11月～４月や、外気温が

10℃を下回る日に重症化リ

スクが高まる

浴室の事故

急激な温度変化を避けるために、

・脱衣室や浴室内を暖める
・入湯は、かけ湯をしてからゆっくりと

半身浴を併用し、お湯の高さは心臓より下

体温 0.5℃上昇程度で湯から出る
（目安は汗ばんだと感じたとき）

急激な

血圧の

変動を

防ぐ

入浴前後に水分を補給（お酒はダメ）

１

- １ -



トイレの急病事故は、居

室を除いた住宅空間の中で

最も頻度が多く、排便時の

いきみに伴うダイナミック

な血圧変動に注意

11月～４月にかけて、心

血管系疾患を発症しやすい

「魔の時間帯」といわれる、

朝方６～７時頃に重症化リ

スクが高まる

トイレの事故
排尿時

の失神

を防ぐ

座って排せつ（できれば男性も）

立ち上がる際の動作はゆっくりと

肌の露

出部分

を防寒

トイレ空間を暖める
（目安 22℃以上、最低でも 17℃確保）

便座暖房もしくは便座カバーを利用

ひざ掛けで太ももなどの露出部を覆う

普段から水分を多めに摂取

朝食を抜かない

便意を我慢しない

窒息事故は、餅、ご飯、パンなどで多く発生しています。特に高齢者は、咀しゃく力
や嚥下反射の低下により窒息を引き起こすリスクが高くなっています。利用者が食事を
する際は、誰かがそばに付き添って、窒息事故の防止に努めてください。

２

食物を小さく切るなどして、食べやすい大きさにする

少量ずつ、ゆっくり食べる

食べている最中に、話しかけない

食事の際は、お茶や水などを飲んで、のどを湿らせる

- ２ -
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２ 119 番通報にあたって 
心停止や窒息という生命の危機的状況に陥った傷病者や、これらが切迫している傷病者

を救命し、社会復帰に導くためには、「救命の連鎖」が必要となります。 
 
 
 
 
 
 
 
いざというときに慌てないために、事前に対応マニュアルなどを作成して備えておくこ

とが望ましいと考えられます。特に利用者の方の心肺蘇生を望まない意思がある場合には、
あらかじめ担当医師と協議して事前に対応について取り決めを行っていただくようお願い
いたします。 

救急隊は、救命を主眼とし、心肺停止に際しては救命救急センター等の医師の指示の下、
胸骨圧迫や AED を使用して一次救命処置のほか、器具による気道確保や末梢静脈路確保等
の必要な処置を行いつつ、当該救命救急センター等に搬送します。緊急を要する場合には
直ちに 119 番通報を行うとともに一次救命処置を開始してください。 

① 緊急を要する症状の具体例 
急に意識がなくなったり、状態が急に悪くなった 

りしたときなど、右表に掲げる症状が該当します。 

② 119 番通報時のお願い 
  119 番通報時には、次のことに留意してください。 

  応急手当（心肺蘇生）の実施 
  意識が無く正常な呼吸をしていない場合は、すみ 

やかに一次救命処置を実施してください。 
  心肺蘇生は、救急隊（消防隊）が到着し、交代す 

るまで継続してください。 

  誘導（開錠） 
特に夜間などは、玄関など入り口を開錠していた 

だくとともに、救急隊（消防隊）が到着したら、患 
者の居場所まで誘導してください。 

  情報提供 
別添「救急隊への情報提供表」を事前に作成しておいていただき、緊急事態発生の場

合は、到着した救急隊（消防隊）へ渡してください。（施設における看護、介護記録等が
ご準備いただける場合にも、その記録を基に記入していただくようお願いします。） 

 その他 
医療機関への搬送に際し、できるだけ詳しく状況がわかる方の救急車への同乗をお願

いします。（万一その場で同乗できない場合でも、ご家族や他の職員に連絡をとっていた
だくなど、関係者が搬送先医療機関へ迅速に来院できるよう連絡をお願いします。） 

【緊急を要する症状の具体例】  意識がない（返事がない）とき 
 意識はあっても次の症状があるとき 

・物を喉に詰まらせて呼吸が苦しい 
・胸や背中の突然の激痛 
・息な息切れ、呼吸困難 
・突然の激しい頭痛 
・大量の吐血・下血 

 急に次のような症状が出たとき 
・顔半分が動きにくい 
・笑うと口や顔の片方がゆがむ 
・呂律が回らず話しにくい 
・見える範囲が狭くなる 
・片側の手足が動かない 
・顔や手足のしびれ 

 高所からの転落や、大量の出血を伴う
などの大けが、広範囲のやけど 

 

心停止の予防  早期認識と通報  一次救命処置   二次救命処置 
                （心肺蘇生と AED）  （集中治療） 

救命の連鎖 

【緊急を要する症状の具体例】 
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３ 救急要請対応フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●119 番通報 
・住所、施設名 
・《いつ》《だれが》《どこで》《どうした》のか 
・患者の今の状況（意識・呼吸がない、主訴など） 

●集まった施設職員の役割を分担 
 ・１１９番通報をする人 
 ・一次救命処置を行う人（ＡＥＤの準備を含む。） 
 ・救急隊（消防隊）を誘導する人（※） 玄関の開錠 

●助けを呼ぶ 
緊急事態の発生を、他の施設職員にも知らせて、人手
を集める。DNAR 事前指示書の有無を確認する。 
 

●意識の確認 
 呼びかけて反応があるか 会話できるか  
 
●呼吸の確認 
 胸や腹が動いて息をしているのが分かるか  
 普段と同じような呼吸か  
 

⇒意識なし・普段と違う呼吸＝心肺停止 

●傷病者の居る場所に誘導してください。 
●何が起こったのか説明してください。 

⇒「救急隊への情報提供表」（別添１） 
●かかりつけ病院等がある場合は、救急隊が

到着したときに情報提供してください。 

※ 名古屋市では、心肺停止に陥った傷病者が発生したとき等に、

一刻も早い処置のため、救急隊のほか消防隊を出動させています。 

様子が 
おかしい  

助けを呼ぶ／意識・呼吸の確認 

救急隊（消防隊）による処置 

119 番通報 

一次救命処置の
実施 

心肺停止に 
対する処置 

救急隊（消防隊）
の誘導 

●搬送先医療機関において詳細な情報提供が必要です。できるだ
け傷病者の詳細な状況が分かる方が、救急車に同乗して付き添
ってください。 

●看護、介護記録等を持参してください。 
施設職員の同乗 

●すみやかに一次救命処置（胸骨圧迫、人工呼吸、AED の使用）
を行ってください。 

●救急隊（消防隊）が交代するまで継続してください。 
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４ 消防局からのお願い 
①  担当医師、施設協力医療機関との連絡体制の構築 

施設利用者ごとの担当医師や施設協力医療機関との連絡を密にし、健康管理だけで
なく、容態が変化したときに相談したり、受診したり、必要な指示を受けられる体制
をとってください。利用者の体調の変化に注意を払い、症状が悪化する前に早めに対
応することや、夜間・休日で職員の方が少なくなる前の対応が望ましいと考えられま
す。 

 
② 緊急度判定ツールの活用 

  施設利用者の容態が変化した時には、上記①のとおり担当医師等との連絡を密にし
て対応していただくようお願いしておりますが、担当医師等に連絡が取れず、緊急か
どうか判断に迷う場合は、傷病者の緊急度判定を支援し、利用できる医療機関や受診
手段の情報を提供するためのアプリ「全国版救急受診アプリ（Ｑ助《きゅーすけ》）」
を総務省消防庁が提供しておりますので、ぜひ参考にしてください。  

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

③ 患者等搬送事業者等の利用の検討 
度重なる救急出動によって、救急車の到着の遅れが懸念されています。もし施設内 

で医療機関の受診を要する方がおみえになり、緊急性が無く救急車以外で対応できる場
合は、患者等搬送事業者の利用について積極的に検討していただくようお願いいたしま
す。名古屋市では、一定要件を満たした民間会社を、患者等搬送事業者として認定して
います。 
 

 

Ｑ助（きゅーすけ）アプリのダウンロードおよび詳細は、総務省消防庁ホームペー
ジを参照してください。 

「Q 助」QR コード 

名古屋市内の患者等搬送事業認定事業者は、名古屋市公
式ウェブサイトから確認して下さい。 

「名古屋市内患者等搬送事

業者認定一覧」QR コード 

名古屋市 患者等搬送事業者 

Q 助 （検索エンジンで “Q 助” と検索） 

（検索エンジンで “名古屋市 患者等搬送事業者” と検索） 
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④ 応急手当の習得と実施 
施設利用者の方が生命の危険に陥っているときには、救急隊 

の到着を待たず、すみやかに救いの手を差し伸べなければなり 
ません。一刻を争う事態に備えて、応急手当を多くの施設職員 
の方々が身に着けておくことが大変重要であると考えらます。 
 名古屋市では、応急手当に関する各種講習会を開催していま 
すので、ぜひ一度ご検討ください。 
 
 
 
 
 
 

 名古屋市応急手当研修センター ℡ ０５２－８５３－００９９ 
 
 ⑤ 救急隊への情報提供について 

  施設内で救急要請に至る状況が発生した場合には、前述のとおり「４ 救急隊要請
フロー」に沿って対応をお願いしているところですが、円滑な救急活動を行うために
も、「救急隊への情報提供表」（別添１）の提供をお願いいたします。「救急隊への情報
提供表」の上半分は事前に記入できますので、あらかじめ利用者ごとに作成をしてお
いてください。 

救急通報と並行して、事前に記入された「救急隊への情報提供表」の下半分の太枠
内を記入して、到着した救急隊に早急に手渡せるよう準備をお願いします。 

到着した救急隊は「救急隊への情報提供表」を使用し、医療機関へ受入要請を行い
ます。「救急隊への情報提供表」が救急隊の手元に渡るのが遅れると、受入要請を含む
救急活動が滞り、時間経過とともに利用者の更なる状態悪化を招く危険性があります
ので、施設内での周知徹底をお願いします。 

 
⑥ 心肺蘇生を望まない傷病者への対応について 

   救急隊が傷病者に接触した際、家族等から心肺蘇生を望んでいない意思表示
（DNAR）が確認でき、下記の条件にすべて該当した場合は、救急隊による処置及び
医療機関への搬送を行わず、かかりつけ医等に傷病者を引継ぎ、可能な限り本人の意
思に沿った活動を行います。 

   条件 
   〇 傷病者が心肺機能停止であること（人生の最終段階に至る原因となった病態に

よる心肺機能停止であること） 
   〇 老衰やがんなどにより、人生の最終段階にある傷病者であること 
   〇 傷病者本人による「心肺蘇生を望まない意思表示」があること 
   〇 かかりつけ医、家族等と ACP※が行われていること

応急手当の講習に関するお問い合わせ、お申し込みは名古屋市
応急手当研修センター（昭和消防署４階）又はお近くの消防署へ
ご連絡ください。（右記 QR コードからもアクセスできます。） 

応急手当について 
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〇 外因性（交通事故、窒息、自傷他害）による心肺機能停止ではないこと 
   〇 その場において救急隊が ACP※を取り扱った医療機関の医師に連絡がつくこと 
   〇 同医師から心肺蘇生の中止の指示を受けること 
    〇 おおよそ 12 時間以内に医師が現場に到着できること 
  ※ACP（アドバンスケアプランニング「人生会議」） 人生の最終段階における医療ケ

アについて、本人が家族等や医療ケアチームと繰り返し話し合う取り組み 
     

上記条件をすべて満たしていなければ、救命救急センター等の医師の指示の下、救
命処置等の蘇生処置を行いながら、当該救命救急センター等に搬送することになりま
す。 
~今後も救急隊の活動に、ご理解とご協力をお願いいたします。~ 

 



フリガナ

氏　　名

℡

住　　所

日常生活 会話 歩行 可能・一部可能・不可

ACPを取り扱った医療機関
（診察券番号も分かれば記載）

担当医師名

ACPを取り扱った医療機関の連絡先

緊急連絡先 氏名 ℡

（家族等） 住所 続　柄

発症または発見時の状況、主な訴えや症状など

　最後の食事：　　　時　　　分頃

名古屋市消防局

年齢

□：施設に同じ

日　　　　時　　　　分頃

以上については、　　年　　月　　日現在の情報です。

【１１９番通報時の記載事項】：本日救急搬送を要請するに至った理由などを記載してください。

　はい（　　　日　　　時　　　分頃）　・　いいえ

普段どおりの状態を最後に確認したのはいつですか?

可能・一部可能・不可

有　・　無

　
３.　救急搬送の際の付き添い（事情がよく分かる方）をお願いします。

２.　すみやかな処置の実施のため、玄関の開錠・患者の居場所への誘導をお願いします。

 お願い事項 

心肺停止時に心肺蘇生を望まない本人の意思がある

発症（受傷）を目撃しましたか？

Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ　　年　　月　　日　生年月日

男　・　女

１.　呼吸が無い場合は、一次救命処置を行ってください。

現在治療中の病気・ケガ 既往歴

病歴等

アレルギー

有    ・     無

救急隊への情報提供表

性　別

【事前記載事項】：利用者ごとに事前に記載しておいてください。

歳

（　　　　　　　　　）

かかりつけ病院名
(診察券番号も分かれば記載)

担当医師名

常用服用薬

記載していただいた事項は、救急業務以外には使用いたしません。

意識レベル：JCS

呼吸 ： 回

脈拍 ： 回

血圧 ： ／

SpO2 ： ％

体温 ： ℃

【別添１】

※ACP（アドバンスケアプランニング「人生会議」）：人生の最終段階における医療ケアに
ついて、本人が家族等や医療ケアチームと繰り返し話し合う取り組み



【別添1-2】

フリガナ

氏　　名

℡

住　　所

日常生活 会話 歩行 可能・一部可能・不可

ACPを取り扱った医療機関
(診察券番号も分かれば記載)

○○病院
000-000

担当医師名 ○○医師

ACPを取り扱った医療機関の連絡先 ○○○ー○○○ー○○○○

緊急連絡先 氏名 名古屋　花子 ℡ ○○○ー○○○ー○○○○

（家族等） 住所 続　柄

発症（受傷）を目撃しましたか？

発症または発見時の状況、主な訴えや症状など

　最後の食事：１２時００分頃

〇〇県○○市○○区○○ 娘

肺炎、脳梗塞

（　　　　　　　　　）

かかりつけ病院名
(診察券番号も分かれば記

載)

可能・一部可能・不可

心肺停止時に心肺蘇生を望まない本人の意思がある 有    ・     無

常用服用薬

〇〇病院
000-000

担当医師名 ○○医師

有　・　無

□：施設に同じ

名古屋　太郎

ダイアード、アムロジンOD、
グルコバイOD

アレルギー

救急隊への情報提供表

性　別

施設に同じ

【事前記載事項】：利用者ごとに事前に記載しておいてください。

〇〇歳

Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ　　〇年　〇月　〇生年月日

男　・　女
なごや　たろう

年　齢

名古屋市消防局

１.　呼吸が無い場合は、一次救命処置を行ってください。

現在治療中の病気・ケガ 既往歴

病歴等
慢性心不全、高血圧、糖尿病

以上については、　　年　　月　　日現在の情報です。

【１１９番通報時の記載事項】：本日救急搬送を要請するに至った理由などを記載してください。

　

３.　救急搬送の際の付き添い（事情がよく分かる方）をお願いします。

２.　すみやかな処置の実施のため、玄関の開錠・患者の居場所への誘導をお願いします。

 お願い事項 

　はい（　　　日　　　時　　　分頃）　・　いいえ

普段どおりの状態を最後に確認したのはいつですか? 日　　　　時　　　　分頃

記載していただいた事項は、救急業務以外には使用いたしません。

記 入 例

 

青色枠内は事前に記載

をお願いします。

利用者ごとに記入して

おいて下さい。

赤枠内は119番通報
時に記載をお願いし
ます。
救急要請後、早期に
記入して下さい。応
急処置等が必要とさ
れる場合は手分けし
て記入していただく
ようお願いします。

※ACP（アドバンスケアプランニング「人生会議」）：人生の最終段階における医療
ケアについて、本人が家族等や医療ケアチームと繰り返し話し合う取り組み

たくさんの既往歴
や服用薬があり
記入が全てできな
い場合は、全てを
記入できなくても
構いません。

救命処置が必要
な場合には、黄色
の網掛け部分の
情報が重要となり
ますので、記入を
お願いします。

巡回時に息苦しさを訴えたため119番通報をしま
した。

意識レベル：JCSⅠ-3

呼吸 ： 20 回

脈拍 ： 100 回

血圧 ：120／90

SpO2 ： 90％

体温 ： 36.7℃

名古屋 救急隊への情報提供表

「救急隊への情報提供表」は名古屋市公式ウェブサイトにあります。

























































介護職員等による喀痰吸引等に係る研修制度の概要 

 

平成２４年４月の「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部改正により、介護福祉士及び

一定の研修を受けた介護職員等においては、医療や看護との連携による安全確保が図られ

ているなど、一定の条件の下にたんの吸引等の行為を実施できるようになりました。 

 

実施可能な行為は・・・ 

○ たんの吸引その他の日常生活を営むのに必要な行為であって、医師の指示の下に行わ

れるもの 

 ☆ 具体的な行為は 

    ⇒ ・たんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部） 

      ・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養） 

  ※ 介護職員等が実施できる行為は、受講した研修の課程や実地研修の内容により異なります。 

 

介護職員等がたんの吸引等をできるようになるためには・・・ 

○ 介護福祉士（平成２８年度～） 

資格取得前に介護福祉士養成施設又は実務者研修で医療的ケアのカリキュラム（講義、演習） 

を履修した方 

⇒ 喀痰吸引等の行為に係る実地研修を修了していない場合は、就業後、登録喀痰

吸引等事業者（平成２８年度～）で実地研修を受講 

※ 登録喀痰吸引等事業者とは、自らの事業の一環として、たんの吸引等の業務を行う者で、「社会福

祉士及び介護福祉士法」などの法令で定められた要件を満たしている事業者として、知事の登録を受

けた事業者のことです。事業者の登録に係る窓口は、高齢福祉課又は障害福祉課となります。 

○ 上記以外の介護職員等 

医療的ケアのカリキュラムを履修していない介護福祉士やホームヘルパーなどの介護職員、 

特別支援学校教員等 

 ☆ 介護福祉士の資格取得を目指す方 

⇒ 介護福祉士養成施設又は実務者研修で医療的ケアのカリキュラム（講義、演

習）を履修後、喀痰吸引等の行為に係る実地研修を受講 

 ☆ 介護福祉士の資格取得を目指さない方 

⇒ 登録研修機関で研修（講義、演習、実地研修）を受講 

 

介護職員等が喀痰吸引等研修を受講するためには・・・ 

○ 愛知県では、「社会福祉士及び介護福祉士法」で定められた要件を満たしている事業者

を登録研修機関として登録し、その事業者が実施しています。 

  受講を希望される方は、各登録研修機関へ直接、お申込みください。 

 地域福祉課Ｗｅｂページでの開催案内（https://www.pref.aichi.jp/chiikifukushi/） 



喀痰吸引等研修のカリキュラムは・・・ 

○ 研修は、3 種類のカリキュラムがあります。なお、第 1 号研修と第２号研修の基本研

修は同じカリキュラムです。 

 

登録研修機関で研修を修了したら・・・ 

○ 次の１から３の手続きが終了すると、特別養護老人ホーム等の施設や在宅（訪問介護

事業所等から訪問）などにおいて、医師の指示の下、看護師等と連携し、たんの吸引等

を行うことができます。 

１ 研修修了者は、研修機関で発行された修了証明書のほか必要書類を添付し、定められた様式により、愛

知県福祉局福祉部地域福祉課へ「認定特定行為業務従事者認定証」の交付の申請をします（Ｗｅｂページ

に手続きの案内を掲載しています）。 

２ 県において研修を修了していること等を確認した後、「認定特定行為業務従事者認定証」が交付されます。 

３ 認定証を有する介護職員が所属する事業所は、当該介護職員が喀痰吸引を行うために事業所としても登

録の手続き(登録事業者の申請)を行うことが必要です。 

  ⇒申請先：高齢福祉課介護保険指導第二グループ又は障害福祉課事業所指定グループ 

区分 研修内容 基本研修 実地研修 

第
１
号
研
修
・
第
２
号
研
修 

不特定多数の方に対して、 

たんの吸引 

口腔内・鼻腔内・ 

気管カニューレ内部 

及び 

経管栄養 

胃ろう又は腸ろう・ 

経鼻 

を行うための研修 

講義（５０時間） と 演習 

 

演習の科目 

①口腔内の喀痰吸引 

②鼻腔内の喀痰吸引 

③気管カニューレ内部の喀痰吸引 

④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 

⑤経鼻経管栄養 

⑥救急蘇生法 

 

◇演習回数：⑥は 1 回以上、 

他は各 5 回以上 

 

 

 

第２号研修は、次のいずれか必要な行

為の実地研修を受講 

実地研修の科目 

①口腔内の喀痰吸引 

②鼻腔内の喀痰吸引 

③気管カニューレ内部の喀痰吸引 

④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 

⑤経鼻経管栄養 

 

◇回数：①は１０回以上、 

他は各２０回以上 

 

第
３
号
研
修 

特定の方（利用者と介護職員等

とのコミュニケーションなど個

別的な関係性が重視されるケー

スに対応するもので、筋萎縮性

側索硬化症又はこれに類似する

神経・筋疾患、筋ジストロフィ

ー、高位頸髄損傷、遷延性意識

障害、重症心身障害等を患って

いる療養患者の方や障害のある

方 ）に対して、たんの吸引

や経管栄養を行うための研

修 

講義 と 演習 

（９時間） 

 

演習の科目 

喀痰吸引等に関する演習 

特定の者に対する、次のいずれかの必

要な行為のみを受講 

実地研修の科目 

①口腔内の喀痰吸引 

②鼻腔内の喀痰吸引 

③気管カニューレ内部の喀痰吸引 

④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 

⑤経鼻経管栄養 

人工呼吸器装着者に対する喀痰吸引を行う場合は、演習及び 

実地研修において各所定の回数を別途行う必要があります。 



登録特定行為事業者の登録申請等について 
 

 手続きについて  

 

１．新規登録申請（様式第１） 

末日までに受理した申請の登録日は、翌々月１日付けとなります。なお、書類に不

備があると受理することができませんので、日にちに余裕を持って申請してください。 

登録通知書については、登録日の前月末に交付します。 

申請に当たっては、窓口受付となりますので、日時をご予約の上、ご来庁ください。 

また、申請に当たっての提出書類については、「登録特定行為事業者登録申請等の提

出書類一覧」をご確認ください。 

なお、申請は事業所ごと、サービスごとに必要となります。 

（例：老人福祉施設と短期生活入所介護でサービスを提供する場合は、申請書は２部

必要です。予防サービスは、申請書を別葉にする必要はありません。） 

 

２．業務追加登録申請（様式第２） 

申請の受付については、新規登録申請と同様の扱いとします。 

 

３．登録事項変更届出（様式第３） 

届出の受付は、次の①から③までに掲げる事項を変更しようとするときはあらかじ

め、④に掲げる事項に変更があったときは遅滞なく、その旨を届け出てください。（郵

送届出可） 

①氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

②事業所の名称及び所在地 

③喀痰吸引等業務開始の予定年月日 

④その他厚生労働省令で定める事項（従事者名簿の変更等） 

 

４．登録辞退届出（様式第４） 

特定行為業務を行う必要がなくなったときは遅滞なく、その旨を届け出てください。

（郵送届出可） 

 

 Ｗｅｂページのご案内  

 

愛知県高齢福祉課Ｗｅｂページ上で、登録事業者一覧及び様式等を掲載しています。

下記ＵＲＬをご参照ください。 

「介護職員等による喀痰吸引等業務の登録申請等について」 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/korei/kakutankyuuin.html 

 







令和 5年 12 月 

 関 係 各 位 

名古屋市健康福祉局長 

 

福祉避難所の設置・運営へのご協力のお願い 

 

日頃は本市の福祉行政にご理解とご協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

本市では、南海トラフ巨大地震を始めとする大規模災害への事前の備えとし

て、避難に際し配慮の必要な方（障害のある方、要介護・要支援認定のある方

等）を対象とした「福祉避難所」の指定又は協定を締結（以下、「指定等」と

いう。）することを推進しているところです。 

福祉避難所は、身体等の状況や医療的ケアの面で、入院や介護施設への入所

の必要はないものの、小中学校等の一般の指定避難所では、段差・トイレ等で

生活に支障をきたす方に避難していただく施設です。 

発災直後、原則として当該施設のサービス利用者とその家族のうちあらかじ

め特定した方を速やかに受け入れる指定福祉避難所と、一般の指定避難所に避

難していただいた後に、その方々の状況を確認した上で移動していただく協定

福祉避難所があります。 

福祉避難所は、東日本大震災や平成 28 年熊本地震においても被災地の各地

に設置され、要配慮者の避難支援対策の中でも重要な役割を担っています。 

 

福祉施設・事業所の皆様におかれましては、福祉避難所の指定等についてご

検討くださいますようお願い申し上げます。 

もし、ご検討いただける場合は、個別に訪問しご説明させていただきますの

で、下記問い合わせ先に電話または E-mail でご連絡ください。 

 

（参考） 

福祉避難所指定等か所数 

 189 か所（令和 5年 4月 1日現在） 

指定等している主な事業所種別 

（高齢者福祉施設）通所介護事業所、特別養護老人ホーム（通所介護併設）等 

（障害者福祉施設）生活介護事業所、就労継続支援事業所等 

  

【本件のお問い合わせ先】 名古屋市健康福祉局監査課（落合・野村） 

                 ℡ 052-972-2510 Fax 052-972-4150 

               E-mail: a2510-03@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 



 福 祉 避 難 所 の 概 要           
 

資料１ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
福祉避難所とは、自宅が被害を受けて生活できない方のうち、一般の指定避難所や福祉避難スペ

ースでの生活が困難な要配慮者（主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する方）

を対象とした避難所であり、バリアフリー等の設備・体制が整った社会福祉施設等を利用して開設

されます。本市の福祉避難所には、指定福祉避難所と協定福祉避難所があります。※指定福祉避難

所と協定福祉避難所の相違点については、資料２参照 

福祉避難所とは 

 
身体等の状況や医療面でのケアの必要性から介護保険施設や病院等へ入所・入院するに至らない

方であって、避難所での生活において配慮を必要とする方とします。 

対象者を介助する方も、対象者本人とともに福祉避難所に避難することができます（介助者は１

人までとし、要配慮者数には算入しません）。※対象者の避難の流れについては、資料３参照 

車いす利用者や一人での移動が困難な方など、小・中学校では段差があってトイレに行けな

いような方のために、ハード面で適している避難所に移ってもらうということを想定したもの

で、福祉避難所自体に対象者の介護をお願いするものではありません。 

 

① 福祉避難所の設置、維持及び管理【夜間の宿直を含め１人以上の配置】 

〔以下は個々の事業所の状況に応じて事前に取り決めます〕 

② 被災した要配慮者の福祉避難所への移送 

③ 被災した要配慮者や家族からの相談を受けたり、福祉・保健医療 

サービスを受けられるよう関係機関への連絡調整（要配慮者を概ね 

10 人受け入れ、相談員を１人配置した場合に限る） 

④ 食事の提供や生活必需品の支給 

 
社会福祉事業を行う事業所のうち、次に掲げる基準を満たす施設を、指定福祉避難所として指定

又は協定福祉避難所として協定を締結させていただきます。 

＜指定福祉避難所・協定福祉避難所共通＞ 

① 土砂災害（特別）警戒区域の区域外に位置すること 

② 耐震構造の建築物で、原則としてバリアフリー化がされていること 

③ 避難者用スペース（1 人当 2 ㎡）が確保でき、利用にあたり無料であること 

＜指定福祉避難所＞ 

④ 速やかに、特定の要配慮者の受け入れ、生

活関連物資を避難者に配付することが可能な

構造又は設備を有するものであること 

⑤ 耐火構造の建築物であること 

＜協定福祉避難所＞ 

④ 一般の指定避難所において、行政職員が振 

り分けをした要配慮者の受け入れが可能な構 

造又は設備を有するものであること 

※ 福祉避難所を開設しながら通常事業を再開することは差し支えありません（再開にあたっては

事業所管課にご相談ください）。 

※ 想定している事業所は、主にデイサービス等通所事業を行う施設ですが、特別養護老人ホーム

等入所施設についても、入所者（緊急入所を含む）の処遇に支障がない範囲でご検討ください。 

災害救助法が適用され、法

による救助とみなされるも

のにかかる費用について

は、全額を市が負担しま

す。 

指定福祉避難所・協定福祉避難所 

福祉避難所の事業内容 

福祉避難所の対象者 



福祉避難所制度の主な相違点 

 

名 称 

 

指定福祉避難所 

 

協定福祉避難所 

対 象 者 

原則として高齢者及び障害者の通

所施設のサービス利用者とその家

族 

発災後に一般の避難所において行

政職員が振り分けをした要配慮者

とその家族 

開 設 の 

タイミング 

発災後、災害のおそれがなくなり、

警報等が解除された時点で速やか

に開設 

発災後、4日目以降を目標 

避 難 方 法 

在宅避難ができない場合や危険が

迫っている場合は最寄りの指定緊

急避難場所へ避難し、災害のおそ

れがなくなった後、速やかに避難 

まずは一般の避難所へ避難し、そ

こで行政職員が福祉避難所の対象

者を振り分けした後、福祉避難所

へ移送 

避 難 支 援 

発災後、行政からの依頼を待つこ

となく、施設は安否確認及び避難

支援を行う 

発災後、行政から依頼があった場

合に、施設は可能な範囲で移送に

協力 

物資の備蓄 

原則として食糧、水等の 3 日分を

施設にて予め備蓄 

（補助制度を令和4年度より開始） 

4 日目以降の開設のため、開設に併

せて行政が運び入れる 

（福祉避難所には備蓄しない） 

公表・公示 

名古屋市地域防災計画に掲載する 

が、広く公表はしない 

施設名、所在地、受入れ対象者を

公示 

名古屋市地域防災計画に掲載する

が、広く公表はしない 

費 用 

災害救助法による救助とみなされ

るものにかかる費用について全額

を市が負担 

同左 

 

資料２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

大規模災害発生 

指定緊急避難場所 

  

指定避難所へ避難 

福祉避難スペース 

指定避難所内のバリア 

フリー等の一定の要件 

が整ったスペース 

指定福祉避難所 

要配慮者の避難支援のイメージ 

発災後、概ね４日目

以降を目標に開設 

家族・隣近所で助け合って 

指定避難所等へ避難 

重度の要介護認定の方 

常時医療的ケアを要する方 

など 

対応・移送先を決定 

行政職員等 

指定緊急避難場所：命を守るため、災害の危険

からまずは逃げるための場所 

指定避難所：自宅が被災して帰宅できない場

合、一定期間、避難生活を送るためのところ 

※避難の方法の詳細はナゴヤ避難ガイドを参照 

居住スペースでは避難生活が困難な要配慮者 

原則として通所系

のサービス利用者

とその家族 

福祉避難スペースでも避難生活が困難な要配慮者 

協定福祉避難所 
施設への緊急入所 

医療機関へ入院 発災後、災害のおそ

れがなくなった後

速やかに開設 










